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第 1 はじめに

本研究会発足の経緯及びその目的

(1)現 行外国弁護士受入制度の概要

現行の外国弁護士受入制度はヽ米国及びECと の長年にわたる折衝を経て、

昭和61年5月 公布、同62年4月 施行の 「外国弁護士による法律事務の取扱い

に関する特別措置法 (以下 「外弁法」という。)」 によって導入された。

同制度の概要は以下のとおりである。           '

ア 制 度の基本

相互の保証の下に、外国の弁護士 となる資格を有する者が、その資格を

根拠として新たな資格試験等を課されることなく、我が国において外国法

に関する一定の法律事務を取り扱うことができることとする制度である。

イ 資 格 ・活動要件

外国法事務弁護士となるには、外国の弁護士資格を取得 した後 5年 以上

,その資格を取得した外国において外国の弁護士として職務を行った経験を

有するなど一定の要件を満たした上、法務大臣による外国法事務弁護士と

なる資格の承認を受け、日本弁護士連合会 (以下 「日弁連」という。)に

備える外国法事務弁護士名簿への登録を受けなければならない。

ウ 外 国法事務弁護士の業務範囲

自国法 (原資格国法)及 び法務大臣から指定を受けた特定外国法 (指定

法)に 関する法律事務を行うことができるが、国内の裁判所、検察庁その

他官公署における手続についての代理等一定の法律事務は、その職務の範

囲から除外されている。

工 職 務遂行上の主な制限

(ア)雇 用及び共同事業の禁止

外国法事務弁護士は、日本の弁護士を雇用すること、日本の弁護士と

組合契約その他の契約により、法律事務を行うことを目的とする共同の

事業を営み、又は日本の弁護士が法律事務を行って得る報酬その他の収

益の分配を受けることが禁上されている。

(イ)事 務所名称の表示

外国法事務弁護士の事務所の名称中には、その所属する外国法事務弁

護士の全部又は
一部の者の氏名を用いなければならない。
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(ウ)ロ ーファーム名称の表示

外国法事務弁護士の所属する原資格国のロ
ーファニムの名称の使用は、

自己の氏名 ・事務所名の表示に付加するときに限り認められる。

(2)本研究会発足に至る経緯

同制度は、その導入後円滑に運用されてきたが、平成元年、米国通商代表

部 (USTR)か ら政府に対し、同制度に関して以下の 5点 につき規制緩和

の要望がなされた。

ア 外 国法事務弁護士と日本弁護士との共同経営を認めること。

イ 外 国法事務弁護士による日本弁護士の雇用を認めること。

ウ 法 務大臣の承認要件である5年 の職務経験期間に、日本において弁護士

又は外国法事務弁護士の事務所で補助的な仕事に従事する法律 トレ
ーニー

の経験期間を算入すること。

工 本 国において所属する法律事務所 (ローファーム)の 名称を外国法事務

弁護士の事務所名として直接使用できるようにすること。

オ 国 際仲裁手続において仲裁の当事者の代理人となることを外国弁護士に

認めること。

また、同年、ECか らもほぼ同様の点につき規制緩和の要望があった。た

だし、ウの点に関しては、EC加 盟国においては、外国弁護士の受入れに際

して職務経験を要求していないことに対応して、日本に対しても、法務大臣

の承認要件である5年 の職務経験の要件を撤廃することを要望 した。

政府は、米国及びECか らの要望のうち主要な点は既に外国弁護士の受入

制度導入の際に一応の決着を見た事項に係るものであり、この規制緩和問題

は我が国の司法制度の基本にかかわる問題を含むものであることを踏まえな

がらも、その後の国際情勢の変化等にかんがみ、検討すべき点があるとすれ

ば更に検討すべきであるとの立場に立ち、自治権を有する日弁連の自主性を

尊重 して日弁連と意思疎通を図りつつ、本問題の妥当な解決を目指して、多

数回にわたり、この問題に関する日米及び日EC政 府間の協議を開催して意

見を交換 してきたものの、結論を得るには至らなかった。

平成 4年 1月 9日 、プッシュ米国大統領訪日の際の日米間協議の結果、米

国がリーガルサービスの自由化という観点から本問題の早期解決に強い関心

を示 したことを受けて、グローバル ・パートナ
ーシップ行動計画 (第2部 経

済及び貿易関係)の 中で、 「日本政府は、国際的な事案の処理において弁護

士が果たす重要な役割を考慮しつつ、外国法事務弁護士に関する問題の解決
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のため、今後一層の努力を行う」こととされた。

また、臨時行政改革推進審議会 (以下 「行革審」という。)は 、同月下旬

に至り、 「世界の中の日本」部.会において本問題を取 り上げ、法務省及び日

弁連か らの ヒアリングを経た後、同年 6月 19日に、内閣総理大臣に対 し、

「政府は、日本弁護士連合会の自主性を尊重する
一方、本問題が今や国際的

問題のみならず、広く国民的な関心事になっていることを踏まえ、制度を利

用する者の利便に十分配慮 した上、国際的な事案の処理において弁護士が果

たす重要な役割を考慮し、主体性をもって本問題の解決に向けて努力すべき

である。そのため、広 く国民各層 ・関係各界の意見を反映し得る開かれた公

式の場を早急に設け、結論を得るよう努める。」と答申した。

他方、法務省及び日弁連は、かねてより外国弁護士受入制度の規制緩和問

題について協議を継続 していたが、本問題をめぐる上記の動向を踏まえ、国

際化時代における弁護士業務の在り方を見定め、本問題の妥当な解決に役立

つよう、学識経験者等をも加えた開かれた研究の場を設けることが必要であ

るとの認識を共通するに至り、法務省 ・日弁連共催によって、外国弁護士問

題研究会を発足させることとした。

なお、新 しい世界の貿易秩序を目指すガット・ウルグアイ ・ラウンドの成

功が国際的にも国内的にも緊急性を要する重要課題となっているところ、本

問題は、同ラウンドで新たに対象となったサービス貿易交渉におけるリーガ

ル ・サービス分野の市場アクセス改善問題として取り上げられているところ

であり、同ラウンドの成功に向けての我が国の貢献も期待されていぅ。

(3)本 研究会の目的及び研究事項

本研究会は、本問題に関して直接政策決定をするという性格のものとはせ

ず、近い将来政府及び日弁連が政策決定を行う際に指針となるような重要な

事項についての研究をするものとし、法務省 ・日弁連が政策決定をする際に

は、その研究成果を踏まえ、本問題の解決に責任を持って当たることとした

のである。

本研究会の研究事項は、①弁護士業務を取り巻く国際的動向 ② 国際的な

民事紛争の実態と弁護士活動の在り方 ③ 諸外国の外国弁護士受入制度と今

後の動向 ④ 日本の弁護士と外国の弁護士の協力関係の在り方 (i現 行法の

下で許容される諸形態の検討 五 新たな協力関係の必要性の有無とその内容)

であり、これらの事項について調査 ・研究 ・検討を行い、その研究成果を法

務省及び日弁連に報告することとした。
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日米及び日EC間 における外国弁護士問題の最大の争点である雇用 ・共同

経営に関する規制緩和の問題は、研究事項④の 「日本の弁護士と外国の弁護

士の協力関係の在り方」において、調査 ・研究 ・検討を行 うこととし、その

他の米国及びECか らの要望事項についても、研究事項①ないし④に直接な

いし間接に関係する事項として、密度に濃淡はあるものの、本研究会におい

て取り上げることとした。

2 本 研究会の構成

法務省及び日弁連は、本研究会が、行革審の第 3次 答申で述べられているよ

うに、 「広 く国民各層 ・関係各界の意見を反映し得る開かれた公式の場」でな

ければならないと考え、委員の構成にっいても、このような観点に立って、学

者、市民、マスコミ、日本企業、法律実務家、政府関係者等の有識者を中心と

し、法務省及び日弁連がこれに加わって構成することとした。

本研究会における調査 ・研究 ・検討に携わった委員は以下のとおりである。

なお、法務省委員については、人事異動に伴い委員の交替等があったし

〔発足時から現在まで〕

座  長  竹 下守夫  (一 橋大学法学部教授)

座長代行 小 島武司  (中 央大学法学部教授)

阿部知之  (内 閣官房内閣外政審議室内閣審議官)

伊藤友夫  (弁 護士)

小倉和夫  (外 務省経済局長)

川村 明  (日 弁連外国法事務弁護士に関する委員会副委員長)

栗田期範  (鹿 島建設株式会社取締役法務部長)

佐柄木俊郎 (朝日新聞論説副主幹)

清水鳩子  (主 婦連合会副会長)

中村 稔  (弁 護士)

仁藤 一  (日 弁連外国法事務弁護士に関する委員会委員長)

二宮 忠  (弁 護士)

野田愛子  (元 札幌高等裁判所長官t中 央更生保護委員会委員)

則定 衛  (法 務大臣官房長)

萩原敏孝  (株 式会社小松製作所取締役法務部長)

演崎恭生  (就 任時 ・法務大臣官房司法法制調査部長、
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.      現 ・法務省民事局長)

堀野 紀  (日 弁連事務総長)

増田れい子 (評論家)

松尾龍彦  (日 本放送協会部外解説委員)

〔発足時から平成 5年 3月 31日まで〕

池田耕平  (就 任時 ・法務大臣官房司法法制調章部司法法制課長、

現 ・東京地方裁判所判事)

〔平成 5年 4月 5日 から現在まで〕

但木敬= (法 務大臣官房秘書課長)

〔平成 5年 7月 2日 から現在まで〕

永井紀昭  (法 務大臣官房司法法制調査部長)

平成 4年 9月 16日の第 1回 会合において、委員の互選により、竹下守夫委員

が座長に、小島武司委員が座長代行にそれぞれ就任 した。

3 本 研究会における研究経過

本研究会は、平成 4年 9月 16日から平成 5年 9月 30日まで計16回にわたり調

査 ・研究 ・検討を行ってきたが、その状況は以下のとおりである。

第 1国 会合 平 成 4年 9月 16日 (水)

(1)法 務省から本問題の背景説明及び資料説明

(2)日 弁連から本問題の背景説明及び資料説明

第 2国 会合 平 成 4年 10月13日 (火)

(1)(講 演) 佐 々江賢―郎氏 (講演時 ・外務省北米局北米第二課長、

現 0在連合王国大使館参事官)

「外国弁護士問題に関する日米交渉の外交的背景」

(2)(講 演) E・ アンソニ‐ ・チルーム氏 (外国法事務弁護士)

「アメリカの弁護士制度及びその運営の実情

―アメリカの弁護士から見て」

(3)(講 演) 吉 川 精 一氏 (弁護士)

「アメリカの弁護士制度及びその運営の実情

一日本の弁護士から見て」

第 3回 会合 平 成 4年 11月2日 (月)

(1)(講 演) リ チャー ド0プ レイル氏 (外国法事務弁護士)
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「イギリスの弁護士制度の概要及び近時の動向」

(2)(講 演) ロ ーラン・デュポア氏 (外国法事務弁護士)

「フランスの弁護士制度の概要及び近時の動向」

(3)(講 演) ハ インリッヒ0メ ンクハウス氏 (ドイツ弁護士)

「ドイッの弁護士制度の概要及び近時の動向」

第 4回 会合 平 成 4年 12月8日 (火)

(1)(講 演) 小 林秀之氏 (上智大学教授 ・弁護士)

「国際法律事務と弁護士の役割

―企業活動の国際化との関係を中心に一」

(2)(講 演)北 川俊光氏 (講演時 ・東芝国際法規協約部国際法務主監、

現 ・九州大学教授)

「国際法律事務と弁護士の役割

一企業活動の国際化との関係を中心に
一」

(3)(講 演)西 村利郎氏 (弁護士)

「国際法律事務と弁護士の役割

―企業活動の国際化との関係を中心に
一」

EC専 門家と研究会委員との懇談会

平成 4年 12月16日 (水)

第 5回 会合 平 成 5年 1月 27日 (水)

(1)(講 演)鶴 岡公二氏 (講演時 ・外務省経済局国際機関第
一課企画官、

現 ・同課サービス貿易室長)

「ガット・ウルグアイ ・ラウンドと外国弁護士問題」

(2)(ヒ アリング)杉 原 泰 馬氏 (在日米商工会議所 〔ACCJ〕 理事ヽ

そ―ビル石油相談役)

「外国企業から見た外国弁護士問題」

(3)(ヒ アリング)マ ーク・フランシス・ベディングハム氏

(欧州ビジネス協会 〔EBC〕 会長、

ジャーディン・ワイン酒精株式会社社長)

「外国企業から見た外国弁護士問題」

(4)(ヒ アリング)ウ ォルター ・スト
ーク氏

(日本アグファ・ゲパル ト株式会社社長)

「外国企業から見た外国弁護士問題」

第 6回 会合 平 成 5年 2月 23日 (火)

-6-



(1)(ヒ アリング)ス チュアート・シェムトブ氏

(アメリカ合衆国連邦司法省特別参事官)

「アメリカ合衆国政府から見た外国弁護士問題」

(2)(ヒ アリング)テ ィモシー ・ラングレー氏

(アップルコンピュータ株式会社渉外部長)

「外国企業から見た外国弁護士問題」

(3)(ヒ アリング)木 下 博 生氏 (住友商事株式会社専務取締役、

元経済団体連合会対日直接投資専門部会長)

「日本企業から見た外国弁護士問題」

アメリカ・カナダにおける外国弁護士受入制度の調査

平成 5年 2月 25日 (木)か ら3月 7日 (日)ま で

日程の詳細は添付資料 (1)の とおり

第 7回 会合 平 成 5年 3月 30日 (火)

(1)(ヒ アリング)ロ ーレンス・ストリー ト卿 (元オ‐ストラリア ・

ニュー ・サウス ・ウェールズ州最高裁判所長官)

「オーストラリアから見た外国弁護士問題」

(2)(ヒ アリング)シ ェーマス・ギレスピ‐氏

(駐日EC委 員会代表部参事官)

「ECか ら見た外国弁護士問題」

EC諸 国における外国弁護士受入制度の調査

平成 5年 4月 28日 (水)か ら5月 9日 (日)事 で   ,

日程の詳細は添付資料 (2)の とおり
・

第 8回 会合 平 成 5年 5月 18日 (火)

(1)(ヒ アリング)ロ バート・グロンディン氏 (外国法事務弁護士)

「外国法事務弁護士から見た外国弁護士問題」

(2)(ヒ アリング)リ チャー ド・ブレイル氏 (外国法事務弁護士)

「外国法事務弁護士から見た外国弁護士問題」

第 9回 会合 平 成 5年 6月 1日 (火)

(1)(ヒ ア リング)演 田 邦 夫氏 (弁護士)

「日本の渉外事務所の現状と雇用 ・共同経営問題」

(2)委 員間の討論

第10回会合 平 成 5年 6月 15日 (火)

(1)(ヒ アリング)上 原 洋 允氏 (弁護士)
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「我が国の司法制度、弁護士制度と外国弁護士問題」

(2)ア メリカ・カナダ `EC諸 国における外国弁護士受入制度の調査報告

第11回会合 平 成 5年 7月 6日 (火)

(1)(講 演) ア ルフレッド0ドナル ド・ヤップ氏

(香港ローソサイエティ前会長)

「外国弁護士 ・外国ローファ…ムに関する規制及び外国

弁護士の資格付与一香港のアプローチー」

(2)委員間の討論

第12回会合 平 成 5年 7月 27日 (火)

(1)(講 演) 六 本佳平氏 (東京大学教授)  ・

「日本の弁護士業務と国際化」

(2)委員間の討論

第13回会合 平 成 5年 7月 28日 (水)

委員間の討論

第14回会合 平 成 5年 9月 7日 (火)

委員間の討論

第15国会合 平 成 5年 9月 27日 (月)

委員間の討論

第16回会合 平 成 5年 9月 30日 (木)

委員間の討論
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第^2_海 外におけみ外国弁護士受入制度0現 状及び動向・の綱査結果

アメリカ (特にワシントンDC、

及びカナダ (特にオンタリオ州、

添付資料(3)のとおり。

EC諸 国 (連合王国、フランス、

会)

添付資料(4)のとおり。

ニューヨーク州、

プリティッシュ・

リ
　
　
ロ

カ

　

コ

フォルニア州)

ンビア州)

ドイツ、オランダ、ベルギー、 EC委 員

オース トラリア (特にニュー ・サウス ・ゥェルズ州)

添付資料(5)のとおり。

4 香  港

添付資料(6)のとおり。

-9-



第 3 弁 護士制度及び外国弁饉士受入制度の在 り方に関する研究
・検討結果 (提

｀
 言 )

1 総  論

(1)本研究会の基本的立場

本研究会が弁護士制度及び外国弁護士受入制度の在り方について調査 ・研

究 ・検討することとなったのは、米国及びECか らの規制緩和の要望が
一つ

の契機であったことは否定し得ないが、基本的には、我が国の主体性に基づ

いて、弁護士業務を取り巻く国際的な環境の変化やそれに呼応する今後の我

が国における弁護士活動の在り方等の視点から、この問題を検討することが

必要であると考える。

(2)弁護士の責務

現行弁護士法は、厳格な資格制度及び規律を設け、弁護士に法律事務の取

扱いについての独占的な権限を広く与えている。その趣旨は、仮に何らの規

律にも服 しない者が、自らの利益のため、みだりに他人の法律事件に介入す

ることを業とするようなことを放置するならば、当事者その他の関係人らの

利益を損ね、法律生活,公 正
・円滑な営みを妨げ、ひいては法律秩序を害す

ることとなるので、そのような事態を避けるために非弁護士の法律事務の取

扱いを禁止することとしたものと考えられている。

このような制度を設けたことに伴い、弁護士は、司法制度の存立及び維持

に不可欠な重要な担い手として、憲法並びに弁護士法に基づき基本的人権を

擁護し、社会正義を実現することを使命とする公共的な役割を有するととも

に、制度の利用者である依頼者のために専門的な法律サ
ービスを提供 し、も

って依頼者の利益の実現に資するという役割をも有しているのであり、この

両方の役割を十分調和させながらt時 代の要請にこたえるよう制度を改善し

ていかなければならないものと考える。

すなわち、弁護士は、その公共的使命を果たすためにもt依 頼者の利益を

実現するためにも、自由で独立性を有するプロフェッションであることが強

く望まれており、このようなプロフェッション性を制度的に担保するために、

弁護士が弁護士倫理を遵守 し、弁護士会による指導
・監督に服する現行制度

が維持される必要があることは言うまでもない。しかし、他面において、弁

護士は、日本法及び外国法の双方について法律事務の取扱いを広く独占して
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いる以上、.胤度の利用者に対 して十全の法律サ=ビ スを提供し、そのますま

す広範囲に及んできているニーズにこたえる重大な責務を有しているのであ

るから、そのような責務を果たすことができるシステムを構築し、発展させ

ていく必要があることも忘れてはならない。

(3)都市の複合法域化と外国弁護士の位置付け

世界経済のグロ‐バル化、ポ‐ダ‐ンス・化に伴って、経済_活動とそれに伴

う法律事務の非境界化が進み、世界の主要都市である東京、大阪、二■―ヨ

ーク、ロンドン、パ リ、フランクフル ト、プリュッセルなどにおいては、内

国法のみならず、外国法も日々適用される複合法域化が進行している。その

結果、我が国においては、渉外法律事務に携わる弁護士は、日本法のみなら

ず外国法に関する法律事務をも行う必要性に迫られ、現にこれを行っている

上、最近では常時 70名 ないし80名 の外国法事務弁護士が活発に業務活動

を行い、さらには我が国の弁護士を含め、各国の弁護士が業務に関連 して相

互に往来する機会も増加 している。

そして、外国弁護士は、もとより弁護士法上の弁護士ではなく、日本法の

取扱いはできないが、外国においては資格と能力を持ち、日本の弁護士と職

務の性質をほぼ共通にする法律家 (ロイヤー)で あると認識されている。我

が国が外国法事務弁護士を日弁連の特別会員とする制度を設けているのも、

このような考え方が基盤にあるからと言えよう。  一

(4)外 国弁護士受入制度の拡充

以上の諸点に照らし、制度の利用者の利益を十分考慮するな
｀
らば、:外国法

事務弁護士と日本の弁護士との異質性を殊更に強調するのではなく、弁護士

と外国法事務弁護士との協力関係の在り方については、より強力な関係を作

り出すよう努力することが望ましい。

そして、外国弁護士受入制度をより拡充することには、内外の弁護士が異

なる国の法律 ・法文化を理解 し、無用な誤解や衝突を避けるような形での円

滑な業務を推進できる相互理解の基盤が成熟していくという利点もある。

現行の外国弁護士受入制度の規制を緩和すると、我が国の渉外弁護士が直

接 ・間接に経済的に不利な状況に置かれることも予想されないではない。 し

かしながら、利用者の側から見れば、その必要とする法律サニビスの提供を

受ける選択肢が広がり、その結果として、国際的法律業務の分野で内外の多

様化 したニーズに応じたより良質な法律サービスが提供されるようになるこ

とが期待される。
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もとより、その拡充を検討するに当たっては、我が国の弁護士制度や司法

制度に好ましからぎる影響の及ぶことのないよう慎重な配慮が必要であるが、

諸外国における弁護士制度や外国弁護士受入制度の動向調査の結果に留意し、

国際社会における我が国の地位に照らして、より開放的な制度の導入を図る

べきである。そして、このようなより開放的な制度の導入は、我が国の一層

の国際化を促進することに十分貢献するであろう。

(5)弁護士制度の基盤整備

我が国の弁護士制度は、欧米諸国と比較すると、弁護士人口が少ないこと

等に起因して弱体であると評価せざるを得ず、近年増大 している企業法務の

ニーズのみならず、二般に制度の利用者のニーズに必ずしも十分にこたえる

ことができていないのではないかとの疑間がある。このような現状に照らす

と、我が国の弁護士が上述の公共的役割及び利用者のニ
ーズに十分にこたえ

得るようにするには、その制度の基盤を整備する必要性があるものと思われ

る。

とりわけ、外国弁護士受入制度の開放化に伴い、企業関連業務の法律サー

ビスに関する需給関係が高まる
一方で、個人関連の弁護士業務の意義と魅力

が損なわれることになることは望ましいものではないのであって、これをむ

しろ高めるように努め、バランスのとれた法律サ
ニビスが提供されるように

していく必要があろう。

弁護士制度にかかわる基盤整備としては、弁護士人口の増加、法学教育及

び法曹養成制度の改革、国際争訟に関する諸制度の整備
・充実、法律扶助制

度の充実 ・改革、市民からの法律サ
ービスヘのアクセス条件の整備 ・充実、

弁護士会の施設条件の整備 ・充実、弁護士事務所の法人化
・経済的基盤の強

化、権利保護保険ないし法律費用保険の開発などを挙げることができよう。

2 共 同事業

(1)現行外弁法における規制

現行外弁法第49条第 1項 はヽ外国法事務弁護士による弁護士の雇用を禁止

し、同条第 2項 は、外国法事務弁護士が、組合契約その他の契約により、特

定の弁護士と法律事務を行うことを目的とする共同事業を営み、又は特定の

弁護士が法律事務を行って得る収益の配分を受けることを禁じている。

弁護士と外国法事務弁護士がこのような共同事業を営むことの可否を以下
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において検討するに当たっては、外国法事務弁護士にょる弁護士の雇用を禁

上 している同条第 1項 の規制の趣旨を考える必要がある。

同項の趣旨は、外国法事務弁護士が、弁護士に対する指揮命令を通して、

「外国法事務弁護士は、原資格国法又は指定法に関する法律事務を一定の範

囲内で行うことを職務とし、その職務範囲を超えて法律事務を行ってはなら

ない」とする現行外弁法第 3条 ないし第 5条 によつて外国法事務弁護士には

禁止されている日本法に関する法律事務に、実質的に介入することになれば、

制度の利用者に良質な法律サービスを提供することにとって有害であり、雇

用される弁護士の職務の独立性の確保に関して難点があるというところにあ

る。

そこで、同法第49条第 2項 は、弁護士と外国法事務弁護士との共同事業に

ついても、基本的には、外国法事務弁護士による弁護士の雇用を禁止する規

定の潜脱を防止しようとする趣旨からこれを禁上したものである。すなわち、

法制定時においては、弁護士と外国法事務弁護士との共同事業を認めれば、

その名目の下に、実質的には外国法事務弁護士が弁護士を雇用し、外国法事

務弁護士の業務の範囲を超えて法律事務を取り扱い、日本法に関する弁護士

の法律事務に介入するおそれがあるとの政策判断に基づいてこれを禁止する

こととしたものである。

そして、現行外弁法制定時には、同法においてはt個 別事件の共同処理、

恒常的な提携関係、適正な経費分担による事務所の共同使用 (以下、このよ

うな協力関係の形態を包括的に 「事務所の共同使用等」という6)は 許され

ているので、共同事業を禁止 しても、依頼者の利便を害するまでには至らな

いと考えられていた。

(2)共 同事業の必要性

確かに日本の一般市民、消費者という個人のレベルにおいては、従来、外

国法とかかわる機会が必ずしも多 くなかったため、外国弁護士を利用する必

要性に乏 しく、ひいては弁護士と外国法事務弁護士との共同事業に対するニ

ーズは少なかった。しかしながら、近時、日本社会の国際化に伴い、例えば、

日本人が海外で交通事故を起こしたり、外国人と婚姻又は離婚する場合や、

相続の際に財産が海外に存在している場合のように、個人が外国法の適用が

問題となる事件に巻き込まれる事態が増加しており、複数法域にまたがる法

律サ‐ビスの提供を受ける必要性が高 くならている。

また、日本企業のうち、内部の法務組織が整備され、海外において弁護士
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やローファームを即座に利用することのできる態勢の整 っている大企業にお

いては、一般に外国法事務弁護士を利用する必要性は強 く感じられてはいな

いが、それでも、海外においてではなく、日本において同様の法律サ
ービス

の提供を受けられることになればより効率的であることに疑いはなく、共同

事業の許容によって依頼する側の選択肢が広がることを歓迎している。まし

て、整備された法務組織や海外の弁護士 ・口‐ファームとのパイプを持たな

い企業 (特に中 :小企業)に とっては、日本で弁護士と外国法事務弁護士が

共同事業を営む事務所において効率的な法律サービスを享受 じ得ることにな

れば、より多くの恩恵が受けられることになる。

さらに、日本において活動し又は活動しようとする外国企業にとっては、

日本企業と日本弁護士との関係以上に、緊密なアドバイザ
ーとしての外国弁

護士に依存する割合が大きいため、弁護士と外国法事務弁護士が共同事業を

営む事務所において複合法に関する総合的サ
ービスを受けられるという便益

(いわゆるワンストップ・シヨッピングの便益)を 享受 したいとの声が強く、

日本に参入して間もない外国企業やこれから日本に参入 しようとする外国企

業にとつては、特にそのような声が
一層強いと言うことができよう。

(3)「事務所の共同使用等Jと の関係

現行外弁法において許容される 「事務所の共同使用等」を行えば、共同事

業と同様の法律サービスを依頼者に提供することができるとの意見がある。

しかし、そのような弁護士と外国法事務弁護士の協力関係の形態では、責任

の主体が二つに分かれているため、両者が
一つの事業主体として総合的な法

律サービスを提供する場合と比較して、質
・迅速性 ・費用の点で差異が生じ

ることは避け難いとの評価もある。

また、 「事務所の共同使用等」には秘密保持及び利益相反の点でも問題が

あるとの指摘もあり、現実にも、現行外弁法施行後に、複数法域間にまたが

る法律サービスの提供を目的として 「事務所の共同使用等」が試みられた例

はいまだ少なく、外国法事務弁護士側では 「事務所の共同使用等」の形態の

みでは、法律サービスを提供する側として満足することができないと主張し

ている。

以上の点に照らせば、現行外弁法において許容される 「事務所の共同使用

等」によっては、共同事業の禁上によって依頼者が受ける不便を全面的にカ

バーすることはできない。そこで、これ以外の形態をも認めることが相当で

ある。
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(4)共 同事業の弊害論について

共同事業を営むことを認めた場合、外国法事務弁護士が日本法に関する法

律事務の処理に介入し、あるいは、雇用の禁上の脱法手段として、これを利

用する可能性がないとは言えない。これに対しては、制度上適切な対処が必

要であろう。

これ以外にも、例えば、外国の巨大 F― ファームによる日本の渉外事務所

の席巻、弁護士の過度の商業主義化によるプロフェッション性の喪失、有能

な若手弁護士の行き過ぎた引抜き、我が国の過度の訴訟社会化等の諸問題が

発生する等の弊害が予想されるとの意見があった。本研究会においでは、本

問題が弁護士制度ひいては司法制度にかかわる問題であり、我が国の国益と

も関係することを十分念頭に入れ、弁護士制度等に精通 している学者や共同

事業を許容することに問題があるとの意見を有している弁護士らから、共同

事業を許容することによって発生することが予想される弊害について幅広く

意見を聴取 した。しかし、上記のような弊害は、その可能性を否定すること

はできないが、将来の事柄ということの性質上、その発生を具体的に予測す

ることは困難であった。

(5)結  論

本研究会は、現行外弁法第49条第 2項 を改正して、外国法事務弁護士が組

合契約その他の契約により、特定の弁護士と法律事務を行うことを目的とす

る共同事業を営むことができるものとし、共同事業の方式としては、多様な

形態を選択することができるような新 しい制度を設けることを提言する。

このような制度改正を行うに当たっては、外国法事務弁護士が弁護士の日

本法に関する法律事務の処理に介入することを防止し、かつ、雇用の禁止の

脱法手段として共同事業が利用されることがないようにしなければならない。

そのためには、日弁連による監督を維持 し、弁護士の職務の独立性を確保す

る方策を講ずる必要がある。その方策が国際的にも国内的にも妥当性を有 し、

現実に実行可能な分かりやすいものでなければならないことは言うまでもな

い 。

なお、上記提言は、外国法事務弁護士と我が国の弁護士との共同事業を認

めるというもので、日弁連の特別会員でもなく、その監督権が及ばない外国

弁護士 と我が国の弁護士との共同事業を認めるというものではない。1
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3 雇  用

(1)外国法事務弁護士単独による弁護士の雇用

現行外弁法第49条第 1項 は、外国法事務弁護士による弁護士の雇用を禁止

しているが、それは現在においても、相当の理由があると考えられる。

すなわち、外国法事務弁護士は日本法に関する法律事務を取り扱ってはな

らないということが外弁法の基本的な原則であるところ、そもそも雇用の法

的意味が、雇用主が被雇用者に労務提供を命 じ、被雇用者を使用することに

よって自己の業務を遂行しようとするものであるから、そのように業務範囲

が制限されている外国法事務弁護士が弁護士を雇用することになると、外国

法事務弁護士が被雇用者である弁護士を使用して、日本法に関する法律事務

を自己の業務として遂行することになり、上記の外弁法の基本的な原則と抵

触するのではないかとの疑間がある`

(2)共 同事務所における弁護士の雇用

前述のとおり、弁護士と外国法事務弁護士との共同事業を認めるならば、

共同事務所において弁護士を雇用することを許容すべきか否かを検討する必

要がある。

共同事務所においては、日本の弁護士が共同事業者の一人となっており、

日本法に関する法律事務も業務範囲となっているのであるから、外国法事務

弁護士単独による弁護士の雇用とは事情が異なる。しかも、共同事業者であ

る外国法事務弁護士が、被雇用者である弁護士との地位 ・関係を通 じて、弁

護士の行う日本法に関する法律事務に介入するのではないかというおそれに

ついては、被雇用者である弁護士が日本法に関する法律事務を取り扱う場合

には、その職務執行について権限のない共同事業者である外国法事務弁護士

が当該被雇用の弁護士を指揮監督することがないことを保障することによっ

て対処 し得るものと考えられる。

さらに、近年外国弁護士の資格を取得するなどして外国法に関する知識を

も有する若い弁護士が増加しているところ、弁護士と外国法事務弁護士との

共同事務所では、日本法と外国法の双方に関する法律事件を取り扱うのが通

常であることにかんがみると、かかる共同事務所において、このような外国

法に関する知識をも有する若い弁護士を雇用することを認めることによって、

依頼者に対 してより良質のサービスを提供することが可能となることは、容

易に推察されるところであり、そのメリットは大きいと考えられる。
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(3)1結 論

本研究会は、外国法事務弁護士が単独で弁護士を雇用することは、引き続

きこれを禁止することが相当であると考える。しかし、弁護士と外国法事務

弁護士との共同事務所においては、弁護士を雇用することが認められるよう

に制度を改正することを提言する。

なお、前述のとおり、被雇用の弁護士が日本法に関する法律事務を取り扱

う場合には、その職務執行について権限のない共同事業者である外国法事務

弁護士が当該被雇用の弁護士を指揮監督することがないことを保障するため

の措置を講ずることが必要である。

4 外 国法事務弁護士となる資格の承認の要件である5年 の職務経験の緩和

(1)現 行外弁法における規制

現行外弁法が 5年 の職務経験を要求している趣旨は、新たに我が国におい

て試験等の資格審査を経ることなく我が国において外国法に関する一定の法

律事務を取り扱うことができる外国法事務弁護士が、制度の利用者である依

…悪者に対tiて長質,な法・律サ‐―ビスを提供する能力があるということ及iび倫理

規範の習熟を実践的にも十分に達成 してきているということを制度上確保す

ることにあるところ、現時点においても、外国法事務弁護士となる資格の承

認に当たって職務経験を要件とすること自体の妥当性は認められるものと考

える。

ところで、現在我が国においては、 トレーニーとして法律事務所ないし外

国法事務弁護士事務所に雇用されている外国弁護士資格取得者がいるが、そ

のような トレーニーの期間を一定期間を限度に5年 の職務経験年数に算入し

たとしても、特段の弊害が生 じるとは考え難い。

(2)結  論

本研究会は、我が国にお|力るトレーニーとしての実務経験期間を、一定限

度で職務経験期間として算入することによって、職務経験要件を緩和するよ

うに制度を改正することを提言する。

5 ロ ーファ…ム名称の使用

(1)現 行外弁法における規制
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現行外弁法第45条及び第47条が法律事務の処理を目的とする原資格国の法

人、組合その他の事業体で当該外国法事務弁護士が所属するものの名称 (ロ

ーファ…ム名称)の 使用について制限を設けた趣旨は、ローファ…ム名称の

使用を自由にすれば、外国法事務弁護士の資格が当該外国弁護士個人に与え

られるものであるにもかかわらず、あたかもローファームに資格が与えられ

ているような誤解を与えるおそれがあるのではないかと懸念され、そのよう

な誤解を与えるおそれがないことを確保することにあった。

しかしながら、制度の導入後の6年 余の経験を踏まえ、外国法事務弁護士

や依頼者の利便を考慮すると、業務の実態に応じた事務所名称の使用を外国

法事務弁護士に認める方向で規制を緩和すべきである。

(2)結  論

本研究会は、外国法事務弁護士のみからなる事務所の名称には、事務所名

には外国法事務弁護士個人の氏名を用いなければならないとの現行法の規制

を緩和 し、ローファーム名称を外国法事務弁護士の事務所名として直接使用

できるようにすることを提言する。

もっとも、外国法事務弁護士の事務所には 「外国法事務弁護士事務所」と

いう名称を付さなければならないとの現行外弁法の規制は、弁護士の事務所

が 「法律事務所」と称するとされていることにかんがみればt外 国法事務弁

護士制度が我が国の制度である以上、必要な規制としてこれを存続させるべ

きである。

また、弁護士と外国法事務弁護士との共同事務所の名称については、基本

的には、共同事業を営む事務所であるという性格を考慮 し、
一般に誤解を与

えない名称の範囲内で、要を得た名称の使用も可能となるようにするのが相

当である。     .

6 国 際商事仲裁代理

(1)我 が国における国際商事仲裁の現状及びその在り方

仲裁の法文化的中立性ないし国際的中立性を確保するために、国際商事仲

裁においては(外 国弁護士が仲裁人や仲裁代理人として幅広 く関与すること

が必要である。近年、国際社会及び世界経済のグロ
ーバル化の進行に伴い、

国際裁判管轄の分立に伴う法律上の紛糾を可及的に回避 し、民事紛争の円滑

な解決を図るための代替的紛争解決方法である国際商事仲裁の独自の性格に
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ついての認識が深まっている。このような動向を前提として、各国の渉外弁

護士が中立性の高い紛争解決の場において互いに協同 して複合的な法律サー

ビスを提供する基本的枠組みが国際的に定着 しつつある。

現在我が国においては、外国法事務弁護士ではない外国弁護士が仲裁代理

を行 うことができるか否かは、国際仲裁の趣旨を考慮 した弁護士法第72条の

解釈に従って決せ られることになっている。また、外国法事務弁護士につい

ては、現行外弁法第 3条 ないし第 5条 によって認められた範囲内で仲裁代理

ができると解されている。

しか しながら、現行弁護士法ないし現行外弁法は、世界的に自由化が進行

している国際商事仲裁において形成されてきたプラクティスに沿 うものか否

かについて疑義があり、この分野における自由化の要請にこたえていないと

の指摘 もある。現に、我が国における国際商事仲裁の件数は必ずしも多 くな

い 。

我が国の国際社会における地位にかんがみれば、国際商事仲裁制度を活性

化し、充実させることが肝要であり、そのためには、国際商事仲裁の領域に

おいては、仲裁代理の問題を含めて国際的に自由化が相当進んでいることを

念頭に入れ、我が国においても国際的な動向に沿って自由化を進めていくの

が望ましいと考える。

(2)結  論

本研究会は、我が国における国際商事仲裁制度をより高次の段階に発展さ

せることが時代の要請であると考え、この要請にこたえるために、国際商事

仲裁における代理の問題については、一層の自由化に向けて制度を改正する

方向で、今後速やかに関係各機関との連携の下に鋭意検討を進めていくこと

を提言する。   .       、 ′
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第 4 終 わりに

本研究会は、可能な限り外国弁護士受入制度に関する規制を緩和することが

望ましいとの考え方に基づいて、上記のとおり提言する。法務省及び日弁連が

この提言を踏まえて、速やかに所要の措置を講ずることを望むものである。

そして、我が国において外国弁護士受入制度をより開放的なものとすること

が、諸外国においてもより開放的な外国弁護士受入制度が設けられる契機とな

り、外国における日本の弁護士による日本法に関する法律事務の取扱いの充実

に資することになるならば、国際的にも望ましいことであると考える。

また、各国の弁護士は、職務の基本的な性質において共通点の多い法律家

(ロイヤー)同 士であることにかんがみると、我が国において弁護士倫理を従

前にも増 して明確で分かりやすいものとすることはもとより、社会構造、法文

化、倫理観を異にする各国間においても共通に妥当性を有する国際的な弁護士

倫理を構築することが望まれる。

最後に、本研究会のために、講師、参考人などとして種々の御協力を賜った

内外の関係者各位、欧米調査の際に快く迎えて下さった各国の調査先の関係者

各位並びに外務省及び在外日本公館の担当者等の関係者各位に対し、この場を

借りて心から感謝の意を述べさせていただきたい。

-20-



添 付 資 料 目 次

(1)外国弁護士問題訪米 0加調査団日程表………。「~~~… ………‐ニー………………(1)

(2)外 国弁護士問題訪欧調査団日程表 ………………1……………………………………… (2)

(3)北 米調査報告書 ………………………………………………∵‐…………………………… (3)

(4)欧 州調査報告書 ………………………………………………‐一一……「一~~~(39)

(5)オ ーストラリア ニ ュー・サウス・ウェルズ州における弁護士制度

及び外国弁護士受入制度の現状並びにオーストラリアにおける外国

弁護士受入制度の動向 ―■‐一……………「
~…………………………………………… (98)

(6)香 港の外国弁護士制度の現状と動向一一一…………………………………一―(103)

(7)先 進主要国の外国弁護士受入制度における共同経営 ・雇用の可否―………(112)



外国弁護士問題訪米・加調査団日程表

1993生F

2月 25日 (木)

26日 (ζ登)

東京発 ・ワシントンDC着

〔終日〕ワシントンDC滞 在

27[ヨ (」ヒ) 〔終日〕ワシントンDC滞 在

USTR訪 問

(国務省,司 法省,商 務省からも出席)

DC控 訴裁判所訪問

(DC弁 護士会からも出席)

ABA関 係者との意見交換

(プロ0ポノ活動家出席)

調査団勉強会

(ウルグアイラウンドについて)

28日 (日) ワ シントィDC発 ・ニュ
ーヨーク着

3月 1日 (月) 〔 終日〕ニュ…ヨーク滞在

Aロ ーフチーム事務所 (仮称)訪 問

(イギリスのローファーム)
ニューヨーク市弁護士会訪問

Bロ ーファーム事務所 (仮称)訪 問

(オーストラリアのローファーム)

2日 (火) 〔 終日〕ニューヨーク滞在

シャピロ・ニューヨーク州弁護士との

ミーティング

ニューヨ…ク州最高裁判所控訴部訪問

ローファーム事務所訪問

(Cleary, Gottlieb, Steen & Hanilton)

アメリカ仲裁協会 (AAA)

ローファーム事務所訪問    ・

(Harks & Hurase)

3日 (水) ニ ューヨーク発 ・トロント着

〔午後〕トロント滞在

オンタリオ州弁護士会訪問

Cロ ーファーム事務所 (仮称)訪 問

4日 (木)

5日 (金)

トロント発 ・サンフランシスコ着

〔終日〕サンフランシスコ滞在

フランク花野 (カナダ・プリティッシュ・コロ

ンピア州弁護士)氏 とのミーティング

カリフォルニア州弁護士会訪問

ロニファーム事務所訪問

(Horrison & Foerster )

(元ABA会 長出席)

(プロ・ボノ活動家出席)

カリフォルニア州弁護士らとの意見交換

6日 (■) サ ンフランシスコ発

7日 (日)東 京着
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外国弁護士問題訪欧調査団日程表

1993生「

4月28日 (水)

29日 (フト)

東京発 ・ロンドン着

〔終日〕ロンドン滞在

30日 ←金) ロンドン発 ・パリ着

〔午後〕パリ滞在

5月 1日 (土) 〔 終日〕パリ滞在

2日 (日)パ リ発・アムステルダム着

3日 (月) 〔 午前〕アムステルダム滞在

4日 O火)

5日 Ck)

6日  C木 )

7日 ←金)

8日 (土)

9日 (日)

B法 律事務所 (仮称)訪 問

ロー・ソサイエティ訪問

(バー・カウンセル、大法官府からも出席)

Aロ ーファーム事務所 (仮称)訪 問

パリ弁護士会訪問

(全国フランス弁護士会からも出席)

フランス司法省民事局訪問

(パリ弁護士会からも出席)

Cロ ーファーム事務所 (仮称)訪 問

F口 ・

〔午後〕1            ~フ

ア~泌

アムステノL      G口

・    ｀
事務所 (仮称)訪 問

′ダム発 ・     フ

ア~ム

ハーグ着    ｀

事務所 (仮称)訪 問

ハーグ発 |・アムステ      オ

ランダ全国弁護士会訪問

アムステノ    ル

ダム着

レダム発 ・フランク

〔午後〕フランクフ    フ

ルト着
'ルト滞在

D口 ・―フ ァーメ

フランクフルト発 ・      E口

・                 '

、事務所 (仮称)訪 間

〔午後〕=    ボ

ン着     ~フ

テ~メ

ドシ滞在             ｀

事務所 (仮称)訪 問

連邦司法省訪間

ボン発・:フランクフ       ド

′

〔終日〕:             イ

ツ弁護士連盟から

フランク;ル

ト着
'ルト滞在             も

出席)

フランクフル }

フランク、フルト発 ・      フ

ラ    ｀

区裁判所訪間

プリュッ    ン

クフルl

セル着     ｀

弁護士会訪問

〔終日〕プリュ、'セル滞在
ベ ル 1ギー全国弁護士会訪

プリュッセルチ

ランス語案
護士会肇
問

《フ

1問

《オ

EC委  ダ

語雲

プリュッセル弁護士会訪問》

プリュッ・            員

会本輪

プリュッセル弁護士会訪問》

ヨー

セノン発

●ッパ弁襲

訪問

東京着

腱士団体連合会(CCBE)訪問
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はじめに

コロンピア特男り区

ニューヨーク州

カリフォルニア州

米国における国際仲裁

ABAの モデル ・ルール (案)

米国におけるプロボノ活動

カナダ

北米調査報告書
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|   はじaOに

米国では、ルィジァナ州を除いて、外国法コンサルタントの制度のない州におい

ては、外国の弁護士は、業務を行おうとする当該州の弁護士資格を取得しなければ、

外国法の助言業務を行うことは禁じられている (unauthorised practiceとして、

州法により罰せられる)。

1974年 、ニューヨーク州は、外国弁護士受入制度としての外国法コンサルタ

ントの制度を設けた。 1993年 5月 現在で、外国法コンサルタントの制度を設け

ているのは、次の15の 州 ・区である。

ニューヨーク州  1974年 6月 6日 施行

ミシガン州    1985年 11月27日施行

コロンビア特別区 1986年 3月 11日施行

ハワイ州     1986年 6月 1日 施行

カリフォルニア州 1987年 4月 2日 施行

テキサス州    1988年 1月 1日 施行

オハイオ州    1989年 1月 1日 施行

ニュージャージ州 1989年 1月 2日 施行

アラスカ州    1989年 1月 15日施行

オレゴン州  1 1990年 4月 2日 施行

ワシントン州   1990年 9月 1日 施行

イリノイ州    1990年 12月7日 施行

コネチカット州  1991年 10月1日 施行

ジョージア州   1992年 2月 1日 施行

フロリダ州    1993年 1月 1日 施行

いずれの制度も、申請直前の 5～ 8年 のうち3～ 5年 以上の実務要件を定め、州
・

区の裁判所 ・弁護士会の監督を受けるものとされ、業務範囲を原資格国または米国

法以外の外国法としている。

各州 ・区は、弁護士の行動規範 (Code Of COnduct)を設け、非弁護士活動 (権限

のない法律業務の遂行 unauthorized practiCe)へ の協力禁上、弁護士の独立性

確保の観点から、非弁護士(叩n-laWyer)との報酬分配、共同経営は禁 じてきた。

この行動規範において、外国弁護士はどのように取 り扱われるのかを調査するこ
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とが、米国調査の主たる目的である。

なお、アメリカ法律家協会(ABA)の 国際法務部会(Section Of lnternational

Law Practice)は、 リーガル ・コンサルタント・ルールのモデル ・ルールの提案を

ABA代 議員会に提出している。本年 8月 の代議員会で討議される予定であるが、

仮に採択された場合、ABAの モデル ・ルールとなる。これを実際に各州が 受 入

れるかは各州の政策に委ねられる。ABAの 代議員会で採択されれば、ABAと し

ては、米国の全法域において同モデル ・ル、ルが導入されるよう働きかける方針で

ある。

本調査は、 1998年 2月 25日 より同年 3月 7日 にかけて米国のヮシントンD

C、 ニューヨーク、サンフランシスコ及びカナダの トロントを訪問し、関係者から

説明を受け、また関係資料を入手するなどの方法により実施した。

なお、USTR,ABA対 日タスクフォース(サ ンフランシスコの主要事務所の

メンパー及びその他の関係個人と日米間の外国弁護士問題について率直な意見交換

をも実施 してきたことを付言する。
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‖ コ ロンピア特別区 (DC)

1 概 説

外国の弁護士は、スペシャル 0リ ーガル ・コンサルタント (SLC)の ライセ

ンスを控訴裁判所 (コロンビア特別区における最上級の裁判所)よ り付与されるこ

とによつて外国法に関して法律相談と法的書面の作成を業として行うことができる。

SLCは 弁護士会に正式会員としては入会することなく(an affiliate of the B

ar)、控訴裁判所の監督に服する (1986年 施行のDC控 訴裁判所規則 46(c)(4)

に基づくもの)。

1991年 1月 施行の行為規範(Rules of Professional Conduct/D改正により、

一定の条件の下に非弁護士との報酬分配 ・共同経営を認める制度を設けた。本改正

は、外国弁護士を直接対象としたものではないが、外国弁護士及び非弁護士との共

同経営について立法的に解決するに至ったと言える。

ただし、:このように外国弁護士及び非弁護士との共同経営を認めるという、開放

的な規定ができたのは、ヮシントンDCと いう需要の多い地域内であり、さらに政

府機関に密着 した仕事を行うロ
ーファームの需要として、 SLCの みならず公認会

計士、税理士、場合によっては建築士などとの協力関係を必要とするという特殊事

情もある。

弁護士業務に関する違法活動は、控訴裁判所の非弁行為 (権限のない法律業務遂

行)に 関する委員会(Committee on Unauthorized Practice of Law)で調査され

る。また、倫理規定に関する弁護士会の検討は、弁護士会法曹倫理委員会(Legal

Ethics Coimittee)で調査 ・検討される。

2 関 係者からの事情聴取

(1)(Court Of Appeal(控訴裁判所)の 事務当局からの聴取。DCの 弁護士会

関係者などもディスカッションに参加)

控訴裁判所は、弁護士の資格付与の権限、弁護士 ・弁護士会の活動を監督する

権限及び SLCの 承認と監督の権限を有する。控訴裁判所により、弁護士の資格を

得た者は、DCの 弁護士会会員となる (強制加入制)。 SLCは 正式会員にはなら

ない。

DCで は、 これまで 21名 が SLCと なったが、 1993年 2月 9日 現在、 SL
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Cは 15名 いる。申請手数料のほか、年間 100ド ルのライセンス・フィーを控訴

裁判所に収める。ライセンスを維持する要件は年間のフィーの支払いである。なお、

過去 6名 がフィーを支払わないのでライセンスを取り消した。

DCの 弁護士は約 60, 000人 いるが、すべてがDCで 開業 しているわけでは

ない。 SLCも 、DC内 に居住し、事務所を開設する必要はない。

DC弁 護士の行動規範に非弁行為の助長禁止があるが、弁護士が非弁護士と提携

しても、直ちにこれに反するとは考えないが、非弁の影響下で単にそれに従ってい

るような弁護士がいる場合は、これを許さない。

苦情が寄せられない限り綱紀委員会(disciplinaFy COmmittee)は動かない。

SLCO非 弁護士 (nOn-lawyёr)と の共同経営においても、弁護士の独立性が組

織内に確立されている限り、弁護士側は、行動規範を遵守できるはずである。但し、

非弁の介入により、弁護士―依頼者特権(attorney―client privilege)が妨害され

る場合には問題となる`

SLC・ 非弁護士 (nOn-lawyer)と弁護士がマルプラクテキス (弁護過誤)を 行

った場合、民事上の制裁が行われる。これがセーフ・ガードとして機能する。

消費者 (依頼者)に は損害賠償制度が担保されているので、弁護士とSLCと の

共同経営を許 しても、弁護士とSLCが 独自に許されている法律業務を行う限りは

間違いが起こらない。 SLCが 許容された業務範囲を越えて業務を行えば、両者と

も損害賠償で訴えられる。従って、業務範囲について十分注意するはずである。各

自が自分の能力範囲で仕事をするという倫理を守っていれば問題は生じないはずで

あり、自ずからセーフ・ガードが働くから、制度として気にする必要はない。

弁護士倫理の原則は独立性の確保である。

pCの 規定は、外国弁護士に対 してはリベラルなものといえる。ABAの モデル ・

ルール (案)と DCの ルールは相当に異なっており、通常はABAの 政策は尊重さ

れるが、現時点では、モデル ちルールがABAで 採択されていないこともあって、

その導入は考えていない。DCの ルールのほうがABAの モデル (案)よ リリベラ

ルであるとも言える。

なお、 SLCの ライセンス付与の要件の主要なものは、外国で法律職としての資

格を得ていること (active membership and goOd standing)、所属国の裁判所

または弁護士会の推薦状があること、申請直前 8年 の内 5年 以上の経験があること、

年齢が 26才 以上であることである。資格審査に関しては、当該外国の制度に関す
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る情報不足のため、 1年 くらいかかるケ
ースもある。

なお、規則上はライセンス付与の要件の職務経験は、資格国のもとで経験 したこ

とが必要であるが、これについては行政裁量権がある。

(2)ワ シントンDCの ある法律事務所の会議室を借 りて米国弁護士 (主に日本にす

でに進出している法律事務所に所属するDC弁 護士およびABA代 表)と 代表団

との意見交換を行った。

米国側より、要求の出されている5項 目について、現在の日本の外国弁護士制度

では、具体的に如何なる不便が生じているのかについて率直な意見を、日本側から

求めたところ、 5事 務所から緊急に改善すべき点として次の項目が述
べられた。

5年 の実務経験について短縮もしくは他国における経験年数の算入を求めたのが

4事 務所、仲裁の代理の制限の撤廃と名称についての改善を求めたのが2事 務所で

あり、米国側からは、自発的に共同経営
・雇用について規制緩和を求める声は特に

聞かれず、日本側から問題提起をしてはじめて 「選択の余地は多
いほうがよいので

緩和されるべきである」との反論が出されたことが注目された。但し、グ
ローパル ・

パニトナーシップがローカル ・ロ
ーヤニの独立性を脅かすかといった質問に対して、

個々の案件についてロ
ーカル ・ローヤーの判断は尊重されており、政策決定は民主

的になされている旨説明があり、後日補足資料 (別添)が 送付されてきて
いる。

3 控 訴裁判所非弁行為に関する委員会委員長よりABA対 日委員会委員長
への書

簡 (1993年 2月 24日 付)の 要点

(なお、前書きとして、委員会は控訴裁判所の意見を述
べるものでないが委員会

の意見として承認されたことを表明)

① DC弁 護士は SLCと パ
ー トナーシップを組むことが許されるか ?

② DC弁 護士は、 SLCを 雇用することが許されるか ?

許 される。但 し、DC職 業行為規範に規定するところを条件とする。特
に、

能力、監督に関する1.1と 5。1～5。6の遵守及びSLCの 許 された職務範囲

を守ることが条件となる:

SLCの 業務上の表示に関 しては、便箋、名刺その他において、DC控

訴裁判所規則 46の SLCと してのみ資格があることを表示 しなければな

らない。
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③DC弁 護士は、 SLCで はない外国弁護士とパ
ートナーシップを組むことが

許されるか ?

許される。但 し、DC弁 護士行動規範に規定するところを条件とする。特

に、能力、監督に関する1。1と5。1～5。6の遵守及び裁判所規則 49の 禁止

事項の連守を条件とする。

この場合の外国弁護士の表示に関しては、便箋、名刺その他において、外

国においてのみ資格があることを表示しなければならない:

④ DC弁 護士は、外国においてその国の弁護士とパートナーシップを組み、ま

たその国の弁護士の被雇用者となることを許されるか ?

許される。但 し、DC弁 護士がその外国で禁止する方法で業務を行うこと

を禁 じる行動規範 5.5(a)の 遵守を条件とする。

⑤上記は法律業務を行う地域に関係してくるか ? ま た、DC弁 護士とSLC

のどちらかがDCに おいて法律業務を行う資格があると表示するかに関係じ

てくるか?

関係する。

規則 49(b)(1)(2)(3)は、DCに おいてDC弁 護士以外の者が法律業務を

行うこと、またはその資格がある旨表示することを禁止する。

規則 49に おいて、DCに おいて法律業務を行ったかどうかの判断は、次

の 5点 により検討される。

1法 律事務所がどこに置かれたか

2依 頼者はどこにいるのか

3取 り引き、資産、紛争、訴訟の場所はどこか

4関 係する他の当事者はどこにいるか

5い かなる法律が適用なるか

⑥DC弁 護士は、資格のない外国の法律に関し、DC内 で意見を述べることが

許されるか ?

許される。但 し、能力に関する行動規範 1.1の遵守を条件とする。

⑦DC弁 護士に雇用されている、またはこれとパートナーシップを組むSLC
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は、DC弁 護士の意見を基にしてDC法 に関し意見を述べることが許される

か ?        ‐

許される。但し、規則 46(c)(4)(D)(5)を違守することを条件とする。ま

た、前述のように、便箋などに外国においてのみ資格がある旨表示をするの

みならず、意見の表明において、意見の当該部分が他の者の助言によること

を開陳しなければならない。

③ ⑥ ⑦の答えが肯定である場合、SLCの DC法 の助言にはなんらかの制約

があるか ?

SLCの 許容職務範囲に関する裁判所規則 46(c)(4)(D)の 制約がある。

また、 SLCが 裁判所規則 46(C)(4)(D)に 定義される範囲を越えて法的権

利に影響する活動を行うときは裁判所規則 49に 違反する。

⑨地理的条件以外に、助言事項や助言を受ける者の国籍などの面で、DC弁 護

士が行う業務に制限があるか ?

行動規範、特に1,1及び5.5～ 5.6に述べる制約がある。

SLCに 関しては、裁判所規則 46(c)(4)(D)(1)～(7)の制約がある。

OC弁 護士会倫理委員会委員長よりABA対 日委員会委員長への書簡 (199

3年 2月 23日 付)の 要点

(委員長個人の意見であって委員会の意見として述べるものでない旨表明)

DC弁 護士は、DCで 許可されたSLCと パ =ト ナ
ーシップを組むことが許さ

れるか ?

許される。行動規範 5。4(b)の条件の遵守を条件に、依頼者に法的サ
ービスを

提供するパートナーシップを助ける(assist)非弁護士(nOn-lawyer)が財政的利

益(financial interest)を維持するパートナーシップにおいて業務を行うことは

許される。 SLCに ついては、DC弁 護士会のメンバ
ーではないが、lawyerであ

り、DCの 法律事務所のパートナーとなることができることに問題はない。

DC弁 護士が SLCを 雇用することは許されるか ?

禁止規定がない。かかる被雇用者は行動規範 5。3における employeeと考えら

れる。

-10‐



DC弁 護士は、 SLCで ない外国の弁護士とパートナーシップを組むことが許

されるか?.DC弁 護士は外国において、外国の弁護士に雇用され、またはこれ
とパートナーシップを組むことが許されるか?

禁止規定がない。かかる場合、非弁行為に関する行動規範

5及び他の関係規則を遵守しなければならない。
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HI ニ ューヨーク州

概説

ニューヨーク州でフォーリン・リ
ーガル ・コンサルタント規則によりこれまで

フォーリン・リーガル ・コンサルタント (FLC)の ライセンスを受けた者は、

ABAよ り送付を受けたペーパーによれば、第 1区 で約 101名 、第 2区 で 63

名、c第3区で3名、第4区F2名 である。この資格に基づき
ニューヨークに進出

した外国事務所の数は 1993年 3月 現在次のとおりである。

アルゼンチン

オーストラリア

ベルギー

プラジル

カナダ

英国

フランス

ドイツ

イ ン ド

アイルラン ド

イスラエル

イ タリー

日本

レバ ノ ン

メキ シヨ

オランダ

オランダ領アンチル島

スペイン

ス ゥエ ーァ ン

トル コ

ベネズエラ

2

2

2

2

5

14

6

9

1

3

3

6

1

1

1

5

1

2

3

1

1

各事務所は、 1～ 2名 の在住パ
ートナーを配 し (多いところでは 6名 の在住パ

ー トナーを擁する)、 二二―ヨ
ークは、法律業務の国際的センタ

ーとなっている。

-12-



ニューヨーク州の弁護士及びF L Clま、控訴裁判所 (ニューヨーク州における

最上級の裁判所)の 規則に従い、各管区のス=プ リーム ・コート控訴部 (ニュー

ヨーク州における中位の裁判所)に より資格を付与され、その監督 ・懲戒権に服

する。なお、ニューヨーク州の弁護士を包含するニューヨニク州弁護士会があり、

またニューヨーク市にはニューヨーク市弁護士会があるが、いずれも強制加入の

弁護士会ではない。 しかし、州弁護士会は、弁護士責任規範(The Lawジёr's Code

of ProfessェOnal ResponsibiHty)を 定めるとともに弁護士倫理委員会

(Committee On Professional Ethics)を設置している。なお、スープリーム ・コ

ート控訴部の懲戒の法的根拠は、ニューヨーク州裁判所法であり、同法は、弁護

士の犯罪の他職務上の非行について資格剥奪、業務停止などの懲戒を行うものと

している。州弁護士会の上記規範は、職務上の非行の防止と職業倫理の高揚を目

的 とす るものであ るが、同規範 は基準 (CanOn),倫 理的配慮 (Ethical

Consideration)、綱紀規定 (Disciplinary Rule)の三種類の規定を置いている。

同規範は裁判所による懲戒の参考となる。

同規範の綱紀規定 (DR)3-102は 、非弁護士 (ノンロイヤー)と の報酬

の分配を禁 じ、 3-103は 非弁護士 (ノンロイヤー)と の共同経営を禁 じてい

る。

外国からニューヨークに来ている事務所の多くは、米国の事務所と競合関係に

立たないようにしてぃるという意見もあった (後述 (2)参照)。

ニューヨークの法律事務所から仕事が回ってくるということが在ニュ‐ヨーク

の多 くの外国事務所の存立の要件となっているようであり、そのためには、地元

法の取扱いまで立ち入ってニューヨークの事務所と競争関係に入らないようにし

ているのではないかと推測 し得る。

2 関 係者からの聴取内容

(1)ロ ンドンに本拠を置 くAロ ーファーム (仮称)の ニューヨーク事務所からの

聴取内容

1986年 にニューヨークに事務所を設置 した。当事務所には 3名 のパー ト

ナ=を おいていた (英国 1名 、 フランス1名 、オランダ1名 )。 この 3名 は F

LCと して登録 していた6

当初は、航空機の売 り付け交渉や会社合併交渉で米国の当事者の代理等の仕

事をしていたが、 1992年 以降、国際間の銀行 ・金融業務に関する需要の高
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まりに応じて、英国法またはニュニヨーク法についての需要もある。業務の範

囲も変わった。香港やインドネシアとも連携して業務を行 うようになった。

1992年 ニューヨニクの弁護士が 1名 パートナニとして参加 した。これは

色々な法域の弁護士を集めることで、より効果的、統一的かつ低価格のサービ

スを提供するためである。

現在の陣容は4名 がパートナー (3名 が英国ソリシターで、 1名 がニューヨ

ーク弁護士)、 14名 がアソシエイ トである (うち米国のアソシエイ トが 3

名)。

パートナーシップ1つ のグローバル ・パートナーシップであり、ロンドンで

成立したAロ ーファームのパートナーシップに入っている。香港ではローカル ・

パートナーシップも持っている。但し、税金対策目的で 1つ のパ
ートナーシッ

プとは異なる取扱いをすることがあり、パートナニは230人 いるので、各パ

「トナ=は 230分 の 1の投票権を持っている。収益と責任を分配している。

しかし、例えば、日本の弁護士がパートナーとなった場合、日本法につ.ぃて行

う法律サービスについて他のパ
ートナーが口出しすることはない。

ニューヨーク弁護士を雇用してニューヨーク州法を扱うことについて、特に

ニューヨーク当局の許可が必要という訳ではなく、また職業倫理以外の観点か

ら当局に口出しされることはない。今までに特に問題とされたことはない。

他にも1～ 2か 所の外国事務所がニュTヨ
ークの弁護士を事務所に参加させ

ている。フランス人の事務所がニューヨークの弁護士と共同経営ないしは、こ

れを雇用することが許された例がある。

FLCの 資格取得は長い期間を要するものではない。手続きも複雑ではな

もヽ 。

(2)シ ドニーに本拠を置 くBロ
ーファーム (仮称)の ニューヨーク事務所からの

聴取内容

オース トラリアのシドニーに270名 の弁護士を擁する法律事務所 (パ
ー ト

ナ=は 約 70名 )で 、本部シドニ
ー事務所のほか、シンガポール、ロンドン、

ニユーヨークに事務所を持つ。

ニューヨーク事務所は 1986年 、 2名 のFLCの 事務所 として発足 した。

業務内容は、会社関係で、在ニュ
ー
ョ
ークのオーストラリア企業を代理すると

ともに、オース トラリア法の銀行、金融問題の助言をニュ
ーヨークの依頼者に
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行う
・
て
'tヽ
る。

FLC資 格取得の手続は単純 ・明快で期間も長くはかからなt 。ヽィンタビュ

ーはある。ニューヨークには、外国弁護士を歓迎する空気があるが、それは外

国弁護士をビジネス拡大の手段の一つと見ているからであろう。

米国弁護士は、パートナーとしても、アソンエイ トとしても、参加 していな

い6こ れはオース|トラリア専門のローファームであり、米国法を扱う意図がな

い。米国弁護士の雇用は可能である。しかし、米国弁護士を雇用して米国法を

取扱い始めると、米国ローファームにとって competitorに なるかもしれない。

competitorに なれば、いろいろ言われて叩かれることもあり得る。だからそ

のようなことはしない。 米 国法については、米国の事務所と提携でやってい

る。今後も米国弁護士を雇って地元法を扱う考えはない。何人か雇用しても、

米国のローファニムに対抗しえない。    .

米国の大ローファームの依頼者の米国大企業がオーストラリアで仕事をする

とき、米国の事務所から仕事が回ってくる。

米国では、提携 しているローファームのことをレターヘッドに書 くと、その

提携ローファームに弁護過誤の問題があれば責任を負うことになりかねない。

米国_では、_利益相反(cnnflict of interest)の 問題.について厳格であり、

COnfliCt of interestがないかを、コンピュータでチェックしている。

(3)ス ープリーム ・コート控訴部第 1司 法区の担当者からの聴取内容。

FLCに なるための要件は単純で、①申請直前 7年 のうちの5年 の職務経験、

②品行がよいこと、③ 26歳 以上で、 1985年 の規則改正で 「母国」での経

験は不要となった。この改正は母国での職務経験が 5年 に満たないカナダ弁護

士からの申請を受けて問題提起されたことを契機になされたものであ る。申請

はニューヨーク在住でなければならない。資格付与に関しては、できるだけプ

ラクティカルかつ弾力的に行いたい。

環在のFLCの ルニルには居住要件があるが、ABAの モデル ・ルール (案)

にはない。もし、そのモデル ・ルール (案)が 採択されると居住要件の見直し

が検討されるだろう。

雇用 ・共同経営の問題が倫理規定でどう扱われるかについては、当局として

は、今だこれに関する決定がない。具体的な問題があると、綱紀 ・懲戒の手続

きに付され、ここで解釈の公定化 (authorization)がなされることになる。
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この問題については、現実的(lractical)かつ柔軟(flexible)であり、申

し立て (claim)があるまでは解釈の公定化(authorization)は不要であり許容

される (permissible)。綱紀委員会(disciplinary committee)で、具体的ケー

スについて事前に相談があればそのときに意見を出し、相談なく行えば苦情の

申し立てがあったときに意見を出す。

(スープリーム ・コート控訴部第 1司法区に同道したニューヨーク市弁護士会

の役員からの聴取内容)

英国の弁護士は認めるが、日本の弁護士が大陸法だから共同経営を認めない

ということはない。弁護士制度がしっかりしていない国の弁護士だと教育と倫

理のチェックをして、認められないということはある。弁護士会の意見は共同

経営を認めるというものだ。。Aロ ーファームの例がある。

フランス人の弁護士がニューヨークの弁護士とパートナニシップないし雇用

について許されている事実がある。後進国であれば格別、日本など先進国の弁

護士制度であれば裁判所も文句は言わないだろう。

州弁護士会の倫理委員会で 3月 にはこれに関するペ
ーパーが出る。

3 ニ ューヨーク州弁護士会倫理委員会の意見書 (日付不明)の 要点

①ニューヨニク州弁護士は日本人FLCの 被雇用者になることが許されるか ?

②ニュ=ヨ ーク州弁護士は日本人FLCと パ
ートナーシップを組めるか ?

①について、FLCが FLCの 諸規則及び関連する法律の認める範囲内で業務

を行う限りにおいては、ニューヨーク州 (NY)弁 護士は、FLCに 雇用される

ことが可能である。

FLCは 、規則 §521.3に述べる制約の下で業務を行うものである。 §521.3

(e)は、NY弁 護士の助言に基づく場合のほかは、FLCは NY州 法及び合衆国

法の助言を禁じられるとしている。

DR3-101(A)は  lawyerは non-lawyerが unauthorized practice of law

を行うのを手助けてはならないと規定する。

FLCの 法律サービスの提供はunauthorized parctice of lawではない。従っ

て、NY弁 護士はFLCに 雇用されることは認められる。

また、FLCに 雇用されたNY弁 護士は、FLCが 法的助言を行う際、FLC

の被雇用者の地位でNY法 やUS法 について助言することが考えられる。これを
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環 止する,規定,はⅢない.。一方、.F,L…Cが 許容き、れて、1.、ヽない範囲の法律サービスを行

う場合、NY弁 護士は被雇用者の地位であろうと他の地位に基づくものであろう

と、手助けを行うことはDR3-101(A)に より禁じられる。FLCが どの範囲の

業務を行えるかについての解釈は当委員会の権限ではない。

②については、‐パー トナーシップ契約,の内容がNY実 体法及び弁護士倫理規定

ならびに日本の法律に適合する限り、日本弁護士とパートナーシップを組むこと

ができる。

1982年 に英国の弁護士とNY弁 護士とのパートナーシップを許容する見解

を出した。DR3-103(1)は lawyerはnon-lawyerとパートナーシップを組むこと

を禁じる。DR2・ 102(D)はパートナーシップを、異なる法域(jurisdiction)の

lawyёrと組むことを認めている。DR2-102(D)に 関してlawyes licensed in

other jurisdictionsは、NY州 以外の州のlawyerのみならずlawyes licensed

in United KingdOmを含むものであるとした (opiniOn 542)。542の 意見は、U

Kの lawyerに関するものであり、外国の弁護士すべてに関し述べたものではない。

UKの lawyerの教育的要件、職業行為基準 ・綱紀がNY弁 護士と実質的に同二

であることを考慮した。

教育的要件及び弁護士行動規範を考慮する理由は、この水準が不十分であり、

また我々の職業基準に不適合な基準であれば、当該外国弁護士とパ‐トナーシッ

プを組んだNY弁 護士のNY州 で必要とされる職業基準を守る能力が阻害されて

いくかもしれないからである。

特に問題となるのはDR4-101の 守秘義務である。仮にパートナーの外国弁護

士が弁護士倫理について十分理解し、敬意を払わなければ、NY弁 護士が当該外

国弁護士に依頼者に関する秘密事項を話 した場合に、不当にもその秘密が守られ

ないという結果を招 くことになりかねない。

日本と米国の法律制度に違いがあることは否定できない。これは上記の論理に

おいても重要視される。しかし、当委員会の日本での法律業務についての調査に

も限界がある。日本法とNY法 で許容されていれば、NY弁 護士が日本の弁護士

とパートナーシップを組むことを禁 じる理由はない。

日本弁護士資格の教育的要件は米国のものに劣るところはないようである。さ

らに職業基準と綱紀も同等である。従って、NY弁 護士が日本弁護士とパ=ト ナ

ーシップを組んでもNY弁 護士が倫理水準を低下させることはないと判断した。

しかしながら、日本の弁護士とパートナーシップを組もうとするNY弁 護士は、
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締結しようとする契約内容がNY弁 護士の倫理水準を低下させるのかどうか独自

に判断することを要し、ニューヨーク州の秘密義務などに関する倫理水準を遵守

する能力を低下させないことを保証する義務を負う。

結論として、上記理由により、かう上記の制約を前提として、双方の質問に対

して回答するものである。
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IV カ リフォルニア州

概説

カリフォルニア州のレジスター ド・フォーリン・り,ガ ル ・コンサルタント

(R F L C Registered FOreign Legal Consultant)制度の特徴は、その資格の

1年 更新制と州弁護士会の直接の監督 ・登録制度にある。

外国弁護士は、同州弁護士会(State Bar Of California)に登録を申請 し、登

録証明書(certificate)を得て最高裁判所規則による外国法に関する一定の法律

業務を行うことが認められる。なお、同州弁護士会の正式会員とはならないが、

州弁護士会の定める行動基準を違守することが要求され、州弁護士会の監督 =鞠
´

導に服する。

RFLCは 、更新の際、年次報告とともに登録証明書の申請及びその料金 47

8ド ルを州弁護士会に提出する。 /

なお、同州弁護士は州最高裁判所により資格を付与されるが、州弁護士会に加

入する必要がある (強制加入)。 州弁護士会の規則は法的拘束力があり、これに

違反 したものは州弁護士会の懲戒審査手続きに付され、州弁護士会は州最高裁に

対 し懲戒を勧告する (カリフォルニア州自由職業法 6077条 )。

州弁護士会の弁護士行動規範(Rules of Professional Conduct)の改正前のル

ール 1-310は 、弁護士資格のない者とのパートナーシップを禁止していた。

一方、改正前の同行動規範の laWyerの定義は、ルール1-100(B)(3)により、

「同州弁護士、米国内他州弁護士Jと されていた。そのため、外国弁護士と州弁

護士がパートナーシップを組めるか議論のあるところであった。そこで、州弁護

士会は、ルール1-10o(B)(3)を改正 して、 lawyerの 定義を、 「同州弁護士、米

国内他州弁護士及び外国弁護士」とし、さらにルァル 1-100(B)(3)を弥手
して、

州弁護士は
´
lawyerでない者とパートナニシップを組むことはできないとする意

見を、 1991年 12月 州最高裁に提出し、 1992年 8月 13日 、州最高裁は

これを承認 した (同改正規定の施行日は9月 14日 )。

この改正の結果、RFLCを 含む外国弁護士は、カリフォルニア州弁護士とパ

=ト ナーシップを組むことが明文によって認められた。
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2 調 査の概要

(1)州弁護士会からの聴取内容

RFLCは 8名 いる (中華人民共和国 1名 、中華民国 1名 、シンガポ
ール 1

名、 ドイツ2名 、韓国 1名 、日本 1名 、英国 1名 )。

申請手続は①要件の充足 (外国での弁護士資格と申請直前 6年 以内における

4年 以上の業務経験)の 審査、②キヤラクタ
ー・チエック (州弁護士に対する

ものと同じチェック)及 び③保険の加入などの賠償プログラム (seCurity fOr

claims and for dishonesty)の2つ のパ
ートから成る。

賠償プログラムは弁護過誤について、全事件につき総額 30万 ド
ル、フィデ

リティボンドについて 5万 ドルの保証を要求している。また、同州在住は要件

ではない。

申請直前 6年 のうち4年 の実務経験を要するが、原資格国
の法律をプラクテ

ィスしているのであれば、その経験地を問わない。従って、第二国
の経験も通

算できる。RFLCと しての登録者が 8名 に止ま
っているが、要件が厳しいと

ぃぅことではない。ニュ
ーヨークに集中する傾向がある。東京と大阪のような

関係にあるのではないかo

l弁護士の非行については、州弁護士会として苦情ホットライ
ンを設置してお

り、年間24, 000件 の苦情を受けている。州弁護士会
の職業責任委員会

(Standing Co口nitee on ProfesSiOnal ResponSibility) が'寸】bし
‐
て,おり、 1蒙

見を当該弁護士に出すが、その
'意
見は弁護士を法的に拘束するものではない。

職業責任委員会は意見を抽象的な形にして公刊することもありtま
た個々の問

題について書簡形式の意見を表明することもある。弁護士
の指導監督のために

弁護士支援プログラムを設け、弁護士の非行を事前に防止す
べく努力している。

RFLCを 含む外国のlawyerとカリフォルニア州弁護士との
パートナーシッ

プについては、改正後の弁護士行動規範により問題は解消した。

(2)カ リフォルニア州弁護士会国際法部会(International Section of the

State Bar of California)の回答書 (日付不明、署名者なし)の 要点

(1)FLCは 、カリフォ

るか ?

① 可 能である。 19

が同規範の lawyer

ルニア州弁護士とパ
ー トナーシップを組むことができ

92年 9月 14日 施行の行動規範に基づき外国弁護士

と定義づけられており、同州弁護士はFLCを 含む外
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国弁護士とパー トナーシップを組むことができる。

同規範 1-100(3)は 、 「パー トナーシップの活動が法律業務を含むもの

である場合、lawyerでない者 とパートナーシップを組むことができない」

と規定 している。

同規範 1-100(B)(3)は、lawyerを、カリフォルニア州弁護士 (me口ber

of State Bar of California whO is licensed tO practice law) ま たは

「外国の最上位の裁判所において弁護士業を行 うことが認められている者

(admitted in g00d standing and eligible to practice  before

highest court of a foreig百 country or any political subdivision)と

している。

②パートナーシップが外国のみで活動するものである場合は、カリフォルニ

ア州弁護士は、その外国の法規に違反することができない (同規範1-300

( B ) ) 。

③パートナーシップがカリフォルニア州内で活動するものである場合は、広

告と監督の面で制約がある。

(a)広 告については、レターヘッドの表示として、パートナ,シ ップのす

べてのメンパーについて、資格のある法域を明示しなければならない。

(b)監 督について、同規範 3-110(A)は、故意、不作為、または継続的に

能力 (competenee)を有しない業務を行うことがないよう求めている。

この義務は、自己に所属する弁護士及びnon-lawyer、代理人の業務を

監督する義務を含む。 しかし、かかる監督関係においても、FLCが カ

リフォルニア州法に関するカリフォルニア州弁護士の能力ある判断

(∞mpetent judgement)に影響力を行使する監督はできない6

(ii)FLCは 、カリフォルニア州弁護士を雇用できるか ?

① 雇 用できる。但し、雇用者 ・被雇用者とも行動規範上の制約がある。

FLCが 単独の雇用者の場合と、これにカリフォルニア州の弁護士が雇用

者として参加 している場合あるいはパートナーシップを組んでいることな

どは、 FLCの カリフォルニア州弁護士を雇用する一般的権利に影響を与

えない。
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② カ リフォルニア州法を行うために、FLCは カリフォルニア州弁護士を

雇用できるか ?

可能である。但し、カリフォルニア州弁護士は行動規範の定める制約を

受ける。

③ FLCが カリフォルニア州弁護士を指揮 ・監督することに制約がある

か ?

被雇用のカリフォルニア州弁護士がカリフォルニア州法を助言するとき

は、他のカリフォルニア州弁護士が監督するというルールがあるか ?

被雇用のカリフォルニア州弁護士の監督には制約がある。

FLCは 、カリフォルニア州法を助言できない。従ってその面で監督で

きない。

パートナーシップの場合、報酬を分配することはできる。

(3)第二国の職務経験は通算できるか ?

通算できる。すべての期間を算入できる。

(4)仲裁

外国弁護士及びFLCが カリフォルニア州内で、仲裁手続について当事者

を代理することについて制約があるか ?

ない。
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V 米 国における国際仲裁

1 概 説

米国の仲裁制度は連邦仲裁法(The United State ArbitratiOn Act)と各州の仲

裁法に基づ く。

仲裁法において、仲裁人 ・当事者代理人に関 し特に規定はない (なお、 AAA

の話によると、フロリダ州、ニュニジャージ州、コネチカット州においては、そ

の州の弁護士のみが仲裁代理が可能ということである)。

当事者の代理をすること自体は法律事務ではないとされている (これを支持す

る判決がある)。

しかし、AAAの 説明にあるように、少額事件を除けば、実際には弁護士の代

理が一般的になっている。

当事者代理について検討を要する他の問題は、弁護士の倫理規定である。弁護

士に関しては、自ら資格のない州や国の法律を扱うことが弁護士倫理規定上どの

ように考えられるかが問題となる。

弁護士の場合、行動規範で次の2点 の考慮が必要とされる。

① 取 扱 う能力のない、または資格のない法律について法的アド/N・イスを行う

ことができるのか。

② 仲 裁地の国 。州の法規に違反することがないか。

サンフランシスコで面談した弁護士 (米国の仲裁の権威といわれている弁護士)

は、調査団より、日本で行われる日本法を準拠する仲裁の当事者代理権を米国が

要求することについての感想を求められ、米国の弁護士が・資格を有 しない日本法

に関する法的ア ドバイスを行うことは仲裁の代理の中 (仲裁代理一般を行うこと

は問題ではない)で あっても、米国の弁護士倫理に違反することが十分考えられ

る旨述べていた。

米国内では、当該地の弁護士資格の有無にかかわらず、当事者代理は認められ

ている。そこでは、素人であれ弁護士資格者であれ、能力外のことを行えばマル ・

プラクティスとなるという法則が働いている。資格のない実体法に関する判断に

関 し踏み込むか否かは代理人の自制心の問題である。このような自制心を持たな

いものは弁護過誤で訴訟の標的とされるということが説明されていた。
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2 AAA

米 国 にお ける仲裁 は非常 に盛んである。アメ リカ仲裁協会 (American

Arbitration Association)の活動がこれに大いに貢献 している。

アメリカ仲裁協会 (AAA)は 、国際的商取引のケ
ースを、当事者の意思に基

づき、国際的ルール (米国の内外のル
ール)を 適用 し解決に当たっている。特に

当事者の意思表示が無い場合、AAA国 際仲裁ル
ールを適用 している。

AAAは 、取 り引き関係における仲裁の有用性を強調 し、 ABAな ど弁護士会

も、裁判所事件の急激な膨脹による裁判所の機能マヒを背景に裁判に代わる紛争

解決 (ADR)の 一手段として、
一層の拡大に向けた運動を展開してきた。その

取扱い件数は、ここ数年で2倍 となっている。

AAAで の聴取内容

AAAは 66年 の歴史を有し、年間約 60, 000件 のケ
ースを扱ってし:る。

全米に35か 所の支部を有しヽ 53, 000人 の仲裁人が名簿に登載されている。

仲裁の代理人は弁護士でなくても許されるが (例えば保険会社の社員、労働事件

における組合の関係者など)、 その割合は5～ 10パ
ーセントである。国際商事

仲裁事件は年間 270件 程度である。

(以下は、同席したニュ
ーヨーク州弁護士からの発言であった。)

日本における仲裁代理についての制限は理解できない。準拠法がカリフォル
ニ

ア州法のケースであったにもかかわらず、日本における仲裁手続では弁護士法 7

2条 により弁護士でな:ければ代理できないし、弁護士法 72条 違反になると、民

事訴訟法 801条 により仲裁判断が取り消されるおそれがあり、取り消されると

強制執行ができないと言う弁護士がいる。また証人尋間の際に、反対尋間がどの

範囲まで許されるかどうかは日本法によるべき、とさえ主張 している日本の弁護

士 もいる。そのような議論があると、仲撃判断を得ても、裁判所によって執行を

許されないケースがありうると判断せざるを得ず、準拠法如何にかかわらず、日

本での仲裁手続は避けるべきであるとの結論に達する。これは
一般の日本弁護士

にとっても好ましいことではないのではないか。
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V: ABAの モデルルール (案)

モデルル…ル制定の背景

ABA国 際法務部会の報告書によると、本モデルルールの制定の動機として二

つのことがある。      '

一つは、急速に増大する国際的取引、投資および紛争の処理上外国弁護士の米

国内での活動が求められていることであり、他は、諸外国で米国弁護士が同様の

制度の恩恵に浴するためには、米国の開放が求められるということである。後者

については、日本、フランス、 ドイッ及びメキシヨに対する規制緩和交渉でこれ

が現れていると指摘されている (つまり、これらの交渉で相手方は、米国の最も

制限的な制度を取り上げることを自らの主張の手段としていると述べる)。 さら

に、ガット・ウルグアイ ・ラウンド交渉など国際的なフォーラムで法律サービス

の取扱いについて大きな関心が寄せられている。

1974年 のニューヨーク・ルール以来、 15の 州 ・区でリーガル ・コンサル

タント・ルールを設けている。現在検討中の州も多数見受けられる。

こうした背景において、 リベラルな制度として幾つかの州 ・区に取り入れられ

たニューヨーク・ルールを基にモデル 0ルールを作り、外国弁護士問題に対する

ABAの 積極的姿勢を示すことがこのモデル ・ルニル制定の目的といえる。

2 モ デル ・ルールの内容

報告書は、―定の方針に沿って、一律の基準の実現を意図していると述べる。

一定の方針とは、 「諸外国の弁護士に、米国内のある法域において国際的な法

律事務に従事する合理的かつ実際的な機会を与えることとし、しかもなお、同時

に公共の利益を完全に保護すること」としている。

公共的利益のためにとられる措置とは、①法的助言の範囲の制限、②受入れの

法域の職業倫理、懲戒機関に従わせる、ことである。

なお、モデル ・ルールの要点は以下のとおりである。

A B A月 日 うだ ル ル ー…ル ″ 養既 ≡薯

相互主義

任意的相互主義を採用

要件

1.

2.
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① 職 務経験

① 申 請直前7年のうち最低5年

② 場 所的限定なし ・

② そ の他

① 弁 護士相当資格を良好に有していること

② 弁 護士会入会に必要とされる良好な徳性及び一般的適性を有していること

③ 26歳以上であること

④ 業 務を行い,事 務所を開設し,維 持する意向を持つ者であること

③ 参 考

居住要件なし, フィデリティ・ボンドに関する規定なし

3.業 務範囲

① 裁 判所への出廷は認められない (各州裁判所規則により認められる場合はこ

の限りではない)

② 各 州法及び米国法は扱えない

(解説によれば, この規定から上記以外の国際法,第 二国法は当然扱える)

③ 各 州弁護士会に入会できず,入 会していると名乗ってはならない

④ 使 用できる名称,肩 書 (複数使用可)

① 自 分自身の氏名

② 所 属ローファームの名称

③ 自 国における資格名称 (国名を付加することも可)

④  リ ーガル・コンサルタントという名称

4。① FLCと 各州弁護士との共同経営

認められる

② FLCに よる各州弁護士の雇用

(FLC単 独でも)認 められる

(解説によれば,雇 用 ・共同経営の禁止にういて,現 行の各開放州のルールに直

接の規定はなく,ま た。―現行の各州倫理規程が上記を禁上しているとは解され

ないが,必 ずしも明確でなかったので 〔Do C。 ,カ リフォルニア州では共同

経営に関し規定あり〕,モ デルルールにおいて明記することとした)

5.懲 戒 ・監督

各州裁判所の懲戒 ・監督を受ける

、
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Vl:米 国におけるプロボノ活動

概説

プロボノ(Pro BonO publico Service)は、弁護士が公益のために法的サービス

を行 う義務のことであり、ABAの 行動規範のモデル ・コ
ード6.1に 規定され

ている。

1993年 2月 、ABA代 議員会は、この6.1を 改正 した。旧規定が抽象的

に、資力のない者、公共奉仕団体 ・慈善団体に対する無料奉仕及び財政的援助を

定めていたのを、改正規定は、資力に乏しい個人や元来資力の乏しい人のニーズ

に応えることを目的としている慈善団体、宗教団体、市民団体、教育団体に対 し

て年間 50時 間以上の無料奉仕活動としての法律サニビスの提供や財政的支援な

どの義務を具体的に定めている。           `

この背景として、無資力者の正義、のアクセスが深刻な状況に陥っていること、

これに対するプロフェッションとしての意識再生がある。   `

なお、大ローファームがプロボノ活動に取り組みやすくするために、ABAは 、

Law Firm Pro Bono Project や、 Law Firm Pro  Bono Hanual を作成してい15。

これは、ローラァームが 「プロボノ活動を効率的に行い、かうその業務及び哲

学に合わせることができる」ように考えられたものである (ABA Law Firm

Pro Bono Project)。ローファームの活動とプロボノ活動がアンパラレルであ

ったことに鑑み、ロ
ーファームの実体を考え、相当な方法を指導 したものである。

具体的には、ローファームがステ
ートメントを発表することが重要であると

している。 「当事務所は、業務時間の5パ
ーセントをプロボノ活動に充ててい

る。」 「当事務所は、人々に無料サ
ービスを行う団体に対 し財政的支援を行う。」

「この目標を達成 しているかチェックすることに同意する。」というステ
ートメ

ントを事務所の印刷物に記載することなどである。

National Association for Public lnterest Law  の “Law Firm and Pro

Bono"に は 47の 事務所がプロボノ活動に関するアンケートに答える形で、 2

～ 4頁 に及ぶステートメン,卜を掲載し、これが公刊されている。中には、支援 し

ている48の 団体をリストアップしているサンフランシスコのロ
ーファームがあ

る。

2 ワ シン トンDCに おけるABAプ ロポノ活動に関する委員会委員長からの聴取

内容
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プロボノ活動は、各弁護士にとって重要な活動である。貧困な人にも法の正義を

実現させる活動である。プロボノ活動に携わる個人の弁護士にはファ
ームから補償

(compensation)がある。多くの州においてプロポノ活動に取 り組んでいる。AB

Aの モデル ・ルールがある。現在は任意であるが、これを義務にすべきであるとい

う議論がある。

ニューヨークの裁判所活動において義務を高めて行くべきであるとニュ
ーヨーク

の控訴裁判所 (最上位の裁判所)の チ
ーフ 0ジ ャスティスが述べている。ニューヨ

ーク、テキサ不、フロリダは義務化に向かっている。 1992年 には13万 人が参

加している。

プロボノ活動は大規模な事務所が取り組んでいる:ABAに 、ロ
ーファーム ・プ

ロボノ・マニュアルがあり、大ローファ
ームの責務として、プロボノをポリシ

ーと

するように働きかけている。パ
ートナーもアソシエイ トもともに活動させようとし

ている。

州ごとにプロポノの考え方を調整していくことになる。 95年 までに全勤務時間

の3～ 5パ ーセントを資力の乏しい者への活動へのサ
ービスに取り組むよう持って

いく。

ABAの モデルルール6。 1は お金を払うことで義務が免れるとしている。そこ

は議論がある。

テキサスには、中南米からの不法入国者が多数いるので、出入国関係の問題がた

くさんある。

在米の外国弁護士も小企業の海外取り引きに役立つことができる。従って、国際

関係の法律事務を取り扱う外国弁護士にもプロボノ活動に参加する分野は十分ある。

米国在住の外国弁護士 (FLC)に もプロポノ活動は要請されている。

3 サ ンフランシスコにおけるプロポノ担当弁護士等からの聴取内容

近隣リーガル ・サ
ービスという任意団体をつくり1800名 の弁護士が参加 し

ている。各弁護士は年間 50時 間をリ
ーガルサ=ビ スの奉仕活動にあてることを

期待されており実行している。

ある調査によると、サンフランシスコ地域だけでも50団 体がプロボノのリ
ー

ガル ・サ=ビ スを提供しており、金額に換算すると1500～ 1600万 ドルに

も相当するとされている。
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サンフランシスコにおいてもていくつかの大ローファームでは、所属弁護士が

奉仕活動に従事すべき時間を 100時 間、 150時 間などと定めたり、公設弁護

人事務所(public defender office)に関心のあるアソシエイ トをローテーション

で短期間派遣するなどして、積極的にプロボノ活動に取り組んでいる。
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V:‖ カ ナダ

カナダ (10州 2特 別区)で は、 1993年 5月 現在、プリティシュ・コロンピ

ア州、オンタリオ州及びサスカチュワン州の3州 がフォーリン●リーガル ・コンサ

ルタント制度を持ち、外国弁護士を受け入れている。

1 オ ンタリオ州

(1)オ ンタリオ州の弁護士

オンタリオ州には、約24, 000人 の法律家であるローソサイエティ会員が

おり、そのうち約 16, 000人 は弁護士業を営んでいる。

ローソサイエティは、弁護士の職業行為の規則を設け、懲戒を行う一方、法律

扶助の運営、弁護士の過誤保険のプログラムを進めている。

弁護士は、英国のようにバリスタ
ーとソリシターに分離するのではなく、パリ

スター及びソリシターの資格を得て、完全な弁護士の職務を果たすことができる

のであり、この二つの資格を各教育過程に応じ受けるのである。   |

バ リスター 0ア ンド0ソ リシターになる要件は次のとおりである。

①公認のロースクールの入学 (2年 間の大学での教育過程の修了が通常要件

となる)

②公認のロースクールでの3年間の教育とそれによる法律学修士の学位取得

③ llか 月の法律事務所での実務研修

④州ローソサイエティによる4か 月の研修の修了

(2)外 国弁護士制度

1988年 10月 、ローソサイエティ

サルタントの規則が制定された。

この規則の下で、一定の条件により、

国法に関 し法的助言を行うことができる

法を扱 うことができる。)

条件は、実務経験と良き品性及び 10

への加入、オンタリオ州への居住、ロー

によつて、フォーリン・リーガル ・コン

外国弁護士は、
.オ
ンタリオ州において母

(母国法が関係する事項に関 しては国際

0万 カナダドルの付保金額を有する保険

ソサイエティの定める職業行為規則遵守

の誓約である。     '

実務経験は、申請直前 5年 のうち 3年 以上の経験であるが、その場所的な制限

はない。
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フォーリン 0り Tガ ル ・コンサルタントの数は、 15名 で 7事 務所が設置され

ている。

現在、フォーリン・リーガル ・コンサルタントはォンタリオ州弁護士を雇用 し、

またはこれとパートナ■シップを組むことが許されていない。なお、国際パニ ト

ナーシップ (international partnership)及び国際事務所 (internatiOnal

firm)の 資格の問題について任意団体のカナダ弁護士会連合会(FederatiOn Of

Law Societies Of canada)で検討されてきた。

禁止されている 「雇用」は、事件に関し、外国弁護士がカナダ弁護士に依頼す

る(rOtain)することを含まない。

フォーリン・リーガル ・コンサルタントとカナダ弁護士との sharing office

の可否については、これを希望するカナダ弁護士からの要望に基づき、職業行為

委員会(PrOFessional Conduct COmmittee)において検討することになり、小委員

会が検討を始めたところであり、結論が出ていない。

報酬の分配(sharing fee)に関しては、弁護士行動規範は、依頼者の同意があ

り、各々の弁護士が責任を負担して行った職務の割合に応じているものでないな

らば、弁護士は、パートナーまたはアソシェィ トでぁる弁護士ではない弁護士と、

報酬を分けてはならない(divide a fec)と規定している。カナダの弁護士は、外

国弁護士やフォーリン・リーガル ・コンサルタントに事件の周旋の報酬を支払う

ことはできない。

仲裁の手続きにおける代理は弁護士に独占されていないし、外国弁護士はフォ

ーリン・リーガル・コンサルタントの資格なくても代理を行うことができる。

カナダ弁護士会連合会は、カナダ国内のすべての州その他の地域の弁護士会が

入会して、それぞれの共通の問題について検討し、協力を行うことを目的として

いる。同会の IntOrjurisdictional Committeeは、199o年 2月 に国際間

(international)を含む異法域間の(InterjurisdictiOnalな業務に関するプロト

コールに関する報告書を作成した。プロトコールはモデル・ルールであり、これ

が各州において政策として採用することが希望されている。また(1993年 2

月 16日 に、フォーリン・リーガル・コンサルタントの資格付与に関するカナダ

弁護士会連合会のプロトコールが作成された。

(上記記述は、1993年 2月 23日 付 The Law Soiety Of upper Canada

より在ワシントン日本大使館への書簡に依拠する)

(3)オ ンタリオ州弁護士会役員及びトロントを本拠とするCロ ーファーム (仮称)

L_
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の弁護士からの聴取内容

トロントは国際的に小さな都市である。

カナダの法律事務所は日本企業にカナダ法について助言している。他のジュリ

スデオクションの弁護士との協力関係が重要になってきている。われわれは日本

にも関心を持っている。日本とカナダの弁護士の協力関係が両国の貿易に非常に

利益をもたらすと考える。

USAの 法律事務所が トロントにあり、これが大きな競争相手だ。アメリカの

ローファームは大きなビジネスを専門的に行っている。われわれとしても国際的

な強いネットワークが必要である。

外国事務所は、今のところ外国法に限定して仕事を行っているから心配はして

いない。しかし、昔はカナダ法を扱うのではないかと心配していた。

法律業務の国際化、
一層の開放圧力はカナダにおいても、政府及び依頼者から

ある。カナダは各地方いろいろな事情があるが、
一応、カナダ弁護士会連合会が

統一的なものを作ろうとしている。国際化の圧力は今のところ、プリテイシュ
・

コロンピア州とオンタリオ州以外にはない。

フィデリティ・ボンドについては、プリテイシュ
・コロンビア州が居住要件を

課していないことと関係がある。米国からバンク
ーバーに時折やってきて 1日 か

1週 間ぐらいの仕事を行うので、外国弁護士を十分に把握できず、依頼者の保護

との関係があり、ボンドを積ませる。オンタリオ州は居住要件があるので、ボン

ドを積ませなくても、外国弁護士を掌握し合理的に監督できるから、フィデリテ

ィ・ボンドを課 していない。しかし、居住を要するから著名な事務所しか進出で

きない。フィデリティ。ボンドは保険をさらにカバ
ーするものだ。

カナダ弁護士会連合会のプロトコ
ールとオンタリオ州の外国弁護士受入制度は

異なる点があるが、各地域は各々の実情により対応すべきである。プロト,■ ル

には居住要件がなく、フィデリティ・ボンドがある。

現在、他の法域の弁護士がオンタリオ州に来て、オンタリオ州の弁護士を雇用

したり、これとパートナーシップを組むことはできない。これはまさに現在、議

論になっている難 しい問題だ。

北米自由貿易連合 (NAFTA)

いる。人の移動に関 しては、プロト

る。今後の交渉ということになる。

異業種との関係に関する規則も検討している。現時点では無資格者とのパ
ート

の関係で人の移動をどうするか問題となって

コールの定めるところ自体狭いとの批判 もあ
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ナーシップは禁止されるべきと考えられている。ただ弁護士会と同じような倫理

規定を持っている職業団体とは認めてよいという考えがあるも

外国弁護士とのパートナーシップにういても、新しい問題であって、慎重にや

っていきたい。今のところ、カナダ弁護士が特定のFLCと アソシエイ トする必

要がない。

トロントでは、まずはパートナーシップというよリテソシエーションを検討 し

ている。徐々に開放 しヽ同時に検証しつつパートナーシップに進めばよいと考え

ている。                    '

パートナーシップ禁上の理由は伝統的な考えだ。米国の弁護士がカナダのカル

チャーとは異なるカルチャーを持ち込むことになるという議論もあった。

しかし、弁護士間の国際的なパートナーシップの禁止を依頼者がどう考えるか

については世界も変動 している。大きな問題となってくるだろう。依頼者は自分

た ちが思 って い るよ り分別 が あ る。 カナ ダ弁護士会連合会 の委員会 は

International Firmの
°
ライセンスを認めようと考えている。この方向も大きな

変動であり、大きな議論を呼んでいる。

インタージュリスデンクショナル ・パートナーシップは、州間、外国とオンタ

リオ州、外国と外国間のパートナーシップであるが、プロトコ
ール (案)で は、

例えば、オンタリオ州に関しては、一人はオンタリオ州の弁護士がオンタリオ州

の事務所にいなければならないとしている。現在までは、ライセンスはあくまで

も個人としての弁護士に与えてきたが、個人 レベルでの監督だけでは不十分と考

えられるので、firmと してライセンスを認め、firmがオンタリオの弁護士と外

国弁護士を入れてパ‐トナ
ーシップになるという考え方が議論されている。

2 プ リテイシュ・コロンピア州

(1)プ リテイシュ・コロンピア州の弁護士制度

プリテイシュ ・コロンビア州には約 6, 500名 の弁護士 (barrister and

solicitOr)がおり、法廷での弁論、法律相談など一般的法律事務を独占してい

る。

資格の要件は、①原則としてカナダの法律学位を取得して、②実務研修を履

修し(artiCled student)、③品行が良いと判断されること (good Character a

nd repute)、弁護士としての適性を有することである。弁護士は、すべてロ
ー

ソサイエティに登録されるとともに、ローソサイエティの監督を受け懲戒を受

ける。
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(2)プ リテイシュ 0コ ロンピア州の外国弁護士受入れ制度

法律職法(Legal Profession Act)26条 は、ローソサイエティの理事会

(Benchers Of Law Society)は、外国の法律専門職の資格を有する者に、条件

を定め、母国法に関する法的助言を許可することができる旨定める。ローソサ

イエティは、 1987年 、規則 405を 定め、年次更新制のフォーリン・リー

ガル ・コンサルタント制度を採用した。 1993年 4月 現在、フォーリン・リ

ーガル ・コンサルタントは8名 である (1名 は日本の弁護士)。

フォーリン・リーガル ・コンサルタントとなる要件は次のとおりである。居

住要件はない。

(a)外国の完全資格者であること(gOod standing)

(b)良 き品性 ・名声を保っていること(good character and repute)

(C)プ リテイシュ・コロンビア州の法律職法、ローソサイエティの規則、

職業行動規範ハンドブッタ(PrOfessional Conduct Handbook)を遵守す

る旨誓約すること

(d)弁護士過誤保険への加入

同州の弁護士は年間 (1件 )50万 ドルの付保金額のローソサイエテ

ィの保険プログラムに強制加入しており、これと同等の保険に加入する

ことが求められる。

(e)フ イデリティボンド(fidelity bond)

同州の弁護士は特別補償基金(Special COmpensation Fund)への拠出

が義務付けられ、メンパーが依頼者に与えた損失を基金から補償 してい

る。これと同等の補償体制を確立する趣旨で、最低 100万 ドルの抵当

を銀行に積み、銀行の証明書をローソサイエティに提出しなければなら

ない。

雇用 ・共同経営

(日弁連及び法務省より調査委託を受けた、バ ンク
ーバーで開業する Frank

Yoshihide Hanano弁護士 (プリテイシュ ・コロンピア州弁護士)の メモ

ランダムに依拠する。なお、 Hanano弁 護士は、このメモランダムの記述

は、 Hanano弁 護士個人の意見であり、プリテイシュ ・コロンピア州 ロー

ソサイテエィの見解を表明するものでない旨表明 している。)
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199・3・年■月に制定′きれ、―同年5嘴1個よっ
・施行となる改正哉業行動規:範ハン

ドブック(Professional Conduct Handbook)の第9章の規則6は、次のとおり定め

る。

「弁護士 (lawyer)は、ローソサイエティの完全資格の会員(a nember Of the

Law Society in good standing)または当該弁護士の被雇用者(employee)以外の者

と‐依頼者か ら得 る・報酬を分けて電 なら'ないヽ('s籠111■髄 split,i share or divide)」

なお、同ハンドブックの第 9章 規則 2は 、仕事の周旋を行う者に対 し依頼者から

の報酬を分配 してはならないと定める。

フォーリン・リーガル ・コンサルタントは、ローソサイエティの完全資格の会員

ではないので、パートナーシップは禁止されていると解される。

なお、カナダ弁護士会連合会の異法域間業務(InterjurisdictiOnal Practice)の

プロトコール作成の動きがある。          1

フォーリン・リーガル ・ヨンサルタントによる同州弁護士の雇用についても、法

律職法 26条 は、ローソサイエティ会員を除きpractice of lawを営むことを禁 じ

ており、限られた範囲で法律事務を行うフォーリン,リ ーガル ・コンサルタントが

同州弁護士を雇用することはできないと考えられている (フォーリン・リーガル ・

コンサルタントがカナダ法を自身に対 して助言して貰うために、同州弁護士を雇用

することは認められる)。

逆に、同州弁護士に雇用される者は、同州弁護士の監督を受ける者とされ、雇用

は認められる。

(3)Frank Yoshihide Hanan。弁護士からの聴取内容

プリテイシュ・コロンピア州には120社 ほど日本企業が進出しているb

フォーリン・リーガル ・コンサルタントが過去 14人 いたことがあるが、現在、

減って 7名 (米国ワシントン州 5名 、カリフォルニア州 1名 、日本 1名 )で ある。

プリテイシュ・コロンビア州の要件は非常に厳しいといえる。もしかしたら、

今後フィデリティ・ボンドが不要になるかもしれない。フォーリン・リーガル ・

コンサルタントとなった日本の弁護士の申請の場合、その日本弁護士は州内に不

動産を有 していた。不動産を口ortgageにし、ローソサイエティぼそれを担保にと

つた。フィデリティ・ボンドの要件を満たす方法として一番簡単なのは同州弁護

士の事務所に雇われることである。日本の弁護士の一件で、ローソサイェティは

other securityでもよいとの規定改正を行った。
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雇用 ・共同経営はプリティシユ
・コロンピア州の法律及び ローソサイエティの規

則で不可能と考える。

事務所の共同使用 (Sharing offiCe)が可能かどうかは分からない。デスクを

置かせるというものであれば可能であるが、
パートナーシップのようなものに近

付 くと認められないのではないか。ネットワ
ークシステ■は eXClusiveなもの

とηOn―exёlusiveなものと分けて考えなければならないもフ ォ
ーリン・リーガル ・

コンサルタントは個人の資格で与えられるからロ
ーファーム名称を名乗ることは

できないであろう。

司法試験は3 da,s試 験と言われ、1日 目は4つ のエリアの基本的な学科試験

で、残 りの2日 間で倫理的問題及び実務的試験が行われる (ディスカ
バリーなど

の問題)。

3 司 法管度を超える (異法城間)ロ
ーファームの問題とプロトコール

(1)憲 法判決をめぐる動き

プリティシュ・コロンピア州弁護士 (オンタリオ州弁護士の資格も有する)が

オンタリオ州弁護士とパ
ートナ‐シップを組むという案件で、プリテイシュ

・コ

ロンビア州のLegal Profession Actの32条 が、同州の資格のないカナダの他

パ1の弁護士とパートナーシップまたは類似のaSSoCiationを組むことを禁じてい

るのは、憲法上の権利(Canadian charter of Right and Freedoms)の結社の自由

に反するとの判決が 1988年 9月 6日 に出された。

また、アルバ
ータ州のロ

ーソサイエテイのルールが、同州弁護士が、同州に居

住 して同州の弁護士資格を有する者以外の者と
パートナーシップを組むことを禁

じているが、そのル
ール:1反して同州弁護士がinterprovincial partnership

(異州間パ
ートナーシップ)を 組んだ案件でく上記禁止規定は憲法上の移動の自

由に反するとの判決が、 1989年 4月 に出された。

(2)現 在討議中の司法管区を超えるロ
ーファーム (Interjurisdictional Lal

Firm)に関するプロトコ
ール (案)の 内容

プロトコールは、任意団体であるカナダ弁護士会連合会が各州
・区(prOvince)に

対して採用を求めるモデルであり、各州
・区がこれを立法した場合にのみ効力を

有することはいうまでもない。
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プロトコール (案)の 要点

プロトコールの主要な点は次のとおりである。

(1)司 法管区を超える口ニファーム (Interjurisdictibnal Law Fir口)とは、外国

またはカナダの他州の法域に一つの事務所を持ちつつ、当州 (プロトコールを採

用した州)で 活動するローファームで、パ…トナ「または株主の中に当州の弁護

士でない者が含まれているものである。
.         、

(2)当 州のローソサイエティは、Interjurisdictional Law Fir口の認可を行う。

(3)Interjurisdictional Law Firmのパートナーの一人以上が当州の弁護士であ

り、かつ、主として当州で実際に弁護士業務を行うのでなければならない。また、

法律専門家法人(professional law corporation)の場合、一人以上が議決権の

ある株主(voting shareholder)でなければならない。            |

(4)Interjurisdictional Law Firmの認可の要件として、①lnterjurisdictional

La●Firmが活動するすべての法域で、当州のローファームがこの制度と実質的

同等の取扱いを受けていること、②当州内に業務に関する記録 ・帳簿が保管され、

当州のローソサイエティまたは指定する代理人の要望により、閲覧に供すること

がある。       、

(5)(4)に ついてすべての法域が このような相互主義を満たさな くて も、

Interjurisdictional Law Firmが活動する法域の数を考慮 してこれと異なる取

扱いができる。

(6)Interjurisdictional Law Firmが 認可 を受 けていない場合、

Intσrjurisdictional La●Fュ|口のメンバ
ーは当州で法律業務を行うことができ

ない。但し、(7)が適用された場合を除く。

(7)Intёrjurisdictional Law Firmが認可を受けていない場合でも、そのメンパ

ーであるFLCは 、そのFLCの 業務範囲内において当州で活動することがで

きる。

(8)職 業不適性行為や認可条件に反した場合、懲戒委員会は法律及びロ
ーツサイエ

ティの規則で定める手続により、 Interjurisdictional Law Firmに対 し、業務

停止、 10万 ドル以下の罰金(fine)、認可の取り消しを含む懲戒を行うことが

できる。
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別紙 (■2(2)において引用)

[1993年 3月 15日 付けモリソン・アンド・フォースター社  ブ ィッシャー氏
発外務省北米第二課 0上田事務官宛て書簡 (翻訳)]

拝啓
2月 27日 のヮシントンにおける法務省

0日弁連代表団を交えた会合で、貴官は、
在京事務所を含む多数の事務所を持つ我々のようなローファームにおいて、法律業務
に関わる一定の政策決定が如何に行われるかについて、質問されました。私よりは、
我々の会社において、決定に至る手続は関連の状況や事項によって異なると説明しま
した。会合の最後に、貴官は、会合で私が説明した4つ の場合に取られる手続につい
て、再度書面にて説明してくれないかとお聞きになりました。私はまた、我々のサン
フランシスコ事務所のカール ・アンドウリに、その後サンフランシスコで貴官及び法
務省 ・日弁連代表団にお会いする際に貴官の依頼について確認するよう頼みました。

ワシントンでの会合では、私としては、我々のローファームが以下の4つ のタイプ
の事項を扱うにあたり、それぞれどのように異なった手続を取るかを明らかにするよ
うに努めました。

1.我 々のローファームは、ローファーム全体に影響するような政策や運営上の事項
にういて、定期的に考慮を加えます。これら事項の例としては、パートナーの報酬や
会社全体の新 しいコンピュータシステムの購入等があります。これら事項は在京事務
所のパー トナーを含む全てのパートナーによって取扱われ採決が行われます。

2.よ り頻繁には、在京事務所等の個々の事務所にのみ影響を与える政策及び運営上
の問題が起こります。そうした 「ローカルな問題」は、例えば、ローカル事務所で使
用する物品 ・サービスの選択や維持、事務所に関連した事業展開活動、及び事務所の

休日の活動等です。殆どの場合、そうした口‐カルな問題は当該事務所のみで、或い

は本社の経営スタッフからの情報を得て、取り扱います。従って、例えば、在京事務
所にのみ関係するような殆どの運営上の事項は在京のパートナーが取扱います。

3.主 要な法律事項、例えば有価巽券取ヨ|や企業合弁に関する意見 レタ‐等は、我々
のローファーム全体の 「意見委員会」によつて定められた手続に従って承認されなけ
ればなりません。これらの手続の下においては、そのような意見 レターは、意見の出
される管轄地で法律業務を行う資格を持つ少なくとも2名 のパー トナーによって承認
されなければなりません。例えば、ニューヨーク州法の下で意見を出す必要のある取
引の場合には、意見レターは少なくとも2名 のニューヨーク州弁護士であるパートナ
ーによって見直され承認されなければなりません。同様に、カリフォルニア州法の下
で意見 レターが出されなければならない場合には、レターは少なくとも2名 のカリフ

ォルニア州弁護士であるパートナ…によって見直され承認されなければなりません。

4.世 界中における我々の色々な事務所では、頻繁に、個々の顧客の問題がおこりま
す。我々のローファームの他事務所の弁護士による助力や特別の専門性が必要な場合
以外は、通常、そうした問題は個々の事務所の弁護士が全で取扱います。従って、例
えば在京事務所で顧客に関連する問題が起こった場合、我々のローファームの他事務
所或いは他のローファームの弁護士による助力や特別の専門性が必要な場合以外は、
在京事務所の弁護士が取扱います。

以上の区別が貴官にとって有益なものであることを望みます。

敬具

リチャー ド・フィッシャー
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欧州調査報告書

1 連 合王国

2 フ ランス

3  ドイツ

4 オ ランダ

5 ベ ルギー

6 EC
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連合王国

(制度の概要)

1 法 律事務の独占

訴訟代理、Probate(裁 判所における遺言検認手続の開始に際して法律上要求

されている書面の作成)を 除き、ソリシター及び′ドリスターの独占業務はなく、

法律相談、契約書等の書面の作成を行って報酬を受け取ることについては特段の

資格を必要としない。

また、非 EC加 盟国の外国弁護士も、ロー・ソサイエティヘの登録の有無にか

かわらず、知識 ・能力がある (competent)ならば、母国法以外の法 (英国法を

含む)に 関する法律サ
ービスを提供することについては規則がなく可能である。

もっとも、ロー ・ソサイエテイは、外国弁護士が資格を取得 していない法律 (英

国法など)を 取り扱う場合には、知識
0能力 (competence)の点で倫理上問題と

なり得るので、十分注意をするように (must exercise great caution)との警

告を出している。

2 多 国籍パートナ=0シ ップ (MNP・ ・・Hulti―National Partnership)

1990年 裁判所及びりFガ ノン・サービスに関する法律 (以下、 「90年 法」

という。)に より、それまで法律で禁止されていたソリシタ
ーと外国弁護士との

間のパートナー ・シップが法律上は容認されることとなり、ロ
ー ・ソサイエティ

が定める規則 (効力発生の条件として、大法官又は記録長官の承認を要する)に

おいてそれを可能とすることができることとされた。そして、口
… ・ソサイエテ

ィは、多国籍法律業務規則 (Hulti―National Legal Practice Rule)を制定し、

外国弁護士が二定の要件の下に、.ロ
ー ・ソサイエティに登録することが認められ、

英国のソリシターが登録外国弁護士 (RFL・
・O Registered Foreign Lawyer)

とパートナー ・シップを締結することができる旨を定めた。なお、ロ
ー ・ソサイ

エティは、ソリシターとMNP(多 国籍パ
ートナ… 0シ ップ)を 組むことが許容

されると認定した海外の法曹資格をリスト化しているがヽそのリストには、EC

加盟国、 EFTA諸 国、コモンウェルス諸国、米国など多数の国の弁護士相当職

とともに、日本の弁護士 (BengoShi)も記載されている。この多国籍法律業務規

則は1992年1月 1日 に施行された。

なお、MNPに 関与する (すなわち、居住の有無に関係なく、ィングランド及

びウェールズに関する業務活動をする)地 位にある外国ロ
ーファームのパートナ

ーの外国弁護士は、英国内 (厳密には、イングラィド及びウェァルズ内)で
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practiceを行っていると考えられ、RFLと して登録するよう、ゴー ,ソ サイエ

ティは求めている。

3 ソ リシターの雇用

外国弁護士がソリシターを雇用することは可能であるが、1990年ソリシター業

務規則 (Solicitors'Practice Rule)第4条 第 1項 により、ソリンターでない

者 (外国弁護士を含む)に 雇用されたソリシターは、直接依頼者 (クライエント)

に法律サービスを提供するなどソリシターとしての業務を行うことができない。

しかしながら、同業務規則第 4条 第 2項 により、外国弁護士がロー ・ソサイエ

ティに登録してRFLと なり、英国ソリシターとMNPを 締結した場合には、M

NPに 雇用されたソリシターは、直接クライエントに法律サービスを提供するな

どソリシターとしての業務を行うことができる。

4 異 業種間パー トナー 0シ ップ (MDP・ ・・Hulti―Disciplinary Partnership)

90年 法により、それまで法律で禁止されていたソリシターとソリシターでな

い者とのパートナー ・シップが法律上は容認されることとなり、ロ
ー ・ソサイエ

ティが定める規則にその可否の決定権限が委ねられた。

現在、ロー ・ソサイエティは1990年ソリシタニ業務規則第 7条 第 6項 によってヽ

MDPを 禁上 している。

(ロー ・ソサイエティにおける説明の概要)     ｀

l RFL(登 録外国弁護士)

1993年4月 29日現在、ロー ・ソサイエティに登録済のRFLの 数は合計 89名

(そのうち米国弁護士は 36名 。その他の多くはEC諸 国の弁護士。南アフリカ

共和国やイスラエルの弁護士も1～ 2名 存在。)で ある。

一般的な予想よりも登録者数が若干少ないが、その最大の原因はリセッション

の影響と思われる。しかし、公共の利益の保護の観点から規則を厳しくしている

ことも影響 しているかもしれない。

RFLの 登録料はソリシターの3分 の 2で ある。RFLで あれば、英国に居住

非居住の区別なく、また英国での業務に直接関係があるか否かに関係なく、
一律

の料金となっているが、現在、英国での業務に直接関係がない非居住の外国弁護

士の登録料を値下げすることを検討中である。

RFLは 、ソリシターと同じ口■ ・ソサイエティの規則の適用を受け、 したが

ってロー ・ソサイエティの監督に服することになる。RFLで ない外国弁護士は

そのような規則の適用を受けない。
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RFLが 口… ・ソサイエティの規則を遵守することを担保する手段 としては、

規則違反者の登録を取 り消すことが考えられている。

2 MNP(多 国籍パー トナー ・シップ)

(1)現 状等                         ′

1993年4月 29日現在t MNPを 締結 しているローファームの数は 22で あるb

そのうち、米国ローファームと英国ソリシタことのMNPも あるが、大半は英

国ローファームと他国弁護士とのMNPで ある。

ロンドンに進出している米国ローフテームのほとんどがMNPを 締結 してい

ないが、それは、ロァファームのパー トナー全員が登録すると、登録料が多額

なものとなるなどの点から、デメリットが大きいと考えられているからのよう

である。

(調査団 との会合に)出 席 していたソリシターが所属 しているロ
ーファーム

では、カリフォルニア州弁護士とMNPを 締結 しているが、同弁護士は公共事

業 (電気、ガス等)の 専門家であり、英国ソリシタ
ーには同弁護士のような知

識、能力を有する専門家がいないため、同弁護士がパ
… トナーとして存在 して

,いることは大変有挙である。依頼者にはアソ
シエイトでは三流 (second class)

的な印象があるため、有能な外国弁護士をパートナーとしたほうが依頼者に安

心感を与えることができ、ローファームとしてもメリットがある。

(2)MNPに おいて登録の対象となる外国弁護士パートナ
ーの範囲

米国ローファームのパー トナーである米国弁護士の
一部のみがロー ・ソサイ

エティに登録してRFLと なり、英国ソリシタ=と MNPを 締結 している例が

ある。ロー ・ツサイエティとしては、このような副次的パ
ー トナー ・シップ

(subsidiary partnership)を一応認めている。しかし、ロ
ー ・ソサイエティ

国際委員会委員長であるISo Woolfは、外国ロ
ーファームの全パー トナーはMN

Pに 影響を及ぼし得るのであるから、MNPに ついて責任があり、したがって

全パー トナーが口7・ ソサイエテイに登録してRFLと なるのが原則とするの

が望ましいと考えている。大法官もそれが本来正しいアプロ
ーチであると考え

ているとのことである。

外国弁護士をロー ・ソサイエティに登録させれば、前述のように、ロニ ・ソ

サイエティの規則を当該RFLに 遵守させることができ、仮に遵守しなかった

場合には、登録の取消しと`いう制裁を加えることができ、公共の利益の観点か

ら望ましい。

しかしながら、外国ローファームの全パートナーが登録をしなければならな

-42-



いとすると、登録料が相当多額なものとなるため、大多数の米国ローファーム

のように、結局登録を嫌ってかMNPの 締結がなざれないことになる。 (この

場合でも、外国ローファームは、英国法を扱っても違法ではなくヽまた、何ら

ロー ・ソサイエティの監督を受けることはないので、依頼者から民事損害賠償

請求などがなされる可能性があることを除けば、英国法を含む法律事務の取扱

いが野放 し状態になることになる。)

そこで、Iso W001f国際委員会委員長としては、外国ローファームの外国弁護

士パートナーがロニ ・ソサイエティに登録することを促すためには、英国での

業務に直接関係がない英国に非居住の外国弁護士パートナーの登録は不要とす

るか、そのような外国弁護士の登録料を値下げするという2つ の方法が考えら

れるところ、公共の利益の観点からは、やはり英国での業務に直接関係がない

非居住の外国弁護士パー トナーの登録料を非常に低いものにしてでも、登録を

させたほうがよいとの意見で、そのような低額の登録料を認めることを検討中

である。

なお、外国口=フ ァームのパ‐トナーである外国弁護士の一部のみがロー ・

ソサイエティに登録 してRFLと なり、英国ソリシターとMNPを 締結する

subsidiary partnershipにおいて、RFLと なっていない外国弁護士パー トナ

‐も当該MNPに 対して責任を負うか否かを決定するに当たっては、当該MN

P(subsidiary partnership)の名称が当該外国ローファームの名称と同じか

否か、レターヘッドに誰がパー トナーと記載されているか、RFLと なってい

ない外国弁護士パー トナーも英国ソリシターが得た報酬の分配に与かっている

か否かが重要な決め手になろう。

3 ′ドリスターと外国弁護士との提携

ィヾ-0カ ウンセルの行動規範 (Code of Conduct of the Bar of England and

Wales)211条 によって、パ リスターは、海外においては、外国弁護士とパー ト

ナー ・シップを締結することは可能であるがヽ英国内では、外国弁護士のみなら

ず、他のパリスターやソリシターと収益の分配をすることも認められていない。

4 MDP(異 業種間バー トナ=0シ ップ)      .

ロー ,ソサイエティの会員の間では、MDPが 認められることになると、ソリ

シターの事務所が公認会計士事務所との競争に負けて乗っ取られてしまうとの不

安があり、その他の理由もあって、長年MDPに は反対してきた。現在、ロー 0

ソサイエティにおいてMDPを 認めるべきか否かを真剣に討議しているところで

あるが、現時点では消極的な意見が多い。
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なお、仮に法人化している公認会計士事務所とのMDPを 認めることになれば、

これまでのように個人をロー ・ソサイエティに登録することは困難であり、ファ

ーム自体を登録せざるを得なくなるであろう。

(訪間先Aロ ーファニム 〔仮称〕における説明の概要)

1 同 ローファームの概要

ヮシントンDCに 本部を置く米国ローファームであり、 85名 のパ
ートナーと

170名 のアツシエイ トがいる。

ロンドンでは約 20年 間業務活動 (プラタティス)を している`約 20年 前に

ロンドンに進出した際には、米国のクライエントが中心であったが、現在は米国

に何らかの関係のあるECの クライエントが中心となっている。その中で英国法

の比重は小さく、ロンドンにいながら、米国法や英国法だけではなく、 ドイツ法

なども取り扱っている。

1988年から英国ソリシターとは密接な提携関係を結んで業務を行ってきたが、

1992年1月 1日 からMNPが 可能となったので、英国ソリシタ
ー2名 をパートナ

ーとして迎え入れた。

現在、ロンドン事務所には、パ
ートナー4名 (米国弁護± 1名 、英国ソリシタ

ー2名 、 ドイツ弁護± 1名 )、 カウンセル1名 (米国弁護士)、 アソシエイト2

名 (英国ソリシタ
ー1名 、 ドイツ弁護± 1名 )が いる。

ロンドン事務所のパートナーの米国弁護± 1名及びドイツ弁護± 1名 はもちろ

んのこと、ワシントンDCの 本部にいるパ
ートナーの米国弁護士のうちロンドン

あプラクティスに関係のある者も含めて合計約 20名 がロ
ニ ・ソサイエティに登

録してRFLと なっているo

2 MNPの メリット、デメリット

(1)同 ローファームにとつて

国際的な問題についてクライエントにアドバイスする際に、英国ソリシタ
ー

がローファームの外にいるよりも、パ
‐トナーとして中にいたほうが望ましい

と考えたのでMNPを 締結することとした。また、そのことによつて、クライ

エントの側からの信頼を高めることができた。

MNPを 締結することによつて、クリフォ
ード・チャンス(Clifford Chance)

などの大手英国ローファームが競争相手になったということはあるが、同
ロー

ファームが提供する法律サービスが良いとの評価があるため、クライエントか

らの依頼はある。また、英国ソリシタ
ーとMNPを 締結してから、英国の地方
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にいるソリシターから事件の周旋 (referral)が得られるようになった。

MNPの 締結により、こonflict of interest(クライエント間の利益衝突)

の問題を特に意識しなければならないこととなったが、この問題の取扱いが困

難になったということはない。というのは、conflict Of interestについては、

常に意識して、コンピュ…ターにクライエントのリストを入力するなどして、

チェック機構を万全のものとしているからである。

また、MNPの 締結により、例えばRFLで あるワシントンDC弁 護士は、

ワシントンDCの 弁護士倫理のみならず、口… ・ソサイエティの規則にも従う

義務が生じることとなり、負担は増えたが、これについても特に困難が生じた

ということではない。

(2)英 国ソリシターにとって

現時点におけるMNPの インパクトは小さく、このことは、将来においても

変わらないものと思われる。なぜならば、MNPは 、英国ソリシターの業務の

中では小さな範囲の国際法律業務に関するものだけであり、他の一般的な業務

を行う英国ソリシターに影響がほとんどないからである。

(3)ク ライエントにとって

クライエントに法律アドバイスをするに当たっては、当該クライエントの文

化的なパックグラウンドが分からなければ、きちんとしたアドバイスをするこ

とができない。そこで、クライエントと文化的なパックグラウンドを共通にす

るパートナーを迎え入れることにより、クライエントからの質問に対してより

良い答えを提供することができることとなる。これが、MNPに よるいわば多

文化 (multi―cultur1l practice)のメリットである。

3 MNPに おいて登録の対象となる外国弁護士パートナーの範囲

同ローファァムでは、ヮシントンDCの 85名 のパートナーのうち、ロンドン

のプラクティスに関係のある約 20名 がロー ・ソサイエティに登録しただけで、

残 り約 65名 については登録 しなかったが、その大きな理由の一つは、全員が登

録することになれば、ロー ・ソサイエティに支払う全員の登録料 (registration

fee)及 び損害賠償基金への拠出金 (compensation fund contributiOn)が多額

になることであり、もう一つの大きな理由は、ロー ・ソサイエティに登録するた

めには、米国において弁護士登録事務を取り扱っている裁判所や弁護士会から資

格証明書を入手しなければならないが、その際裁判所や弁護士会の担当者が英国

の弁護士制度に熟知していないため、なぜ資格証明書が必要なのかなどとの質問

に対する説明に時間が長 く取られるので、ロンドンでのプラクティスに直接関係
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していない約 65名 のパ…トナ…に登録するよう説得することが事実上困難であ

ったことである。  |

ロニ 0ソサイエティからは、同ローファームのワシントンDCの パートナー全

員が登録する必要があるとは言われなかった。

4 RFLで はない同ローファームのパートナ‐の責任の範囲

RFLで はない同ローファームのパ‐トナーの米国弁護士約 65名 が、英国ソ

リシターの不正 (不当 ・怠慢)行 為 (壺alpractice)についての責任があるか否

かについては、必ずしも明確ではないが、米国のパートナー 0シ ップにういての

基本的な考え方によれば、責任はないということになるのではなかろうか。

5 米 国弁護士 ・米国司法制度の英国司法制度に対する影響等

1960年代にニューヨークのローファームであるクリアリー ・ゴットリープ・ス

ティーン・アンド・ハミルトン (Cleary Gottlieb Steen&Hamilton)がロンド

ンに進出し、ファイナンスの分野に関してテクノロジーを駆使した法律サービス

を提供し始め、それがロンドンの弁護士界に衝撃を与えたことがある。英国ソリ

シターにとって大変な脅威とみられたのであるが、英国ソリシターは、英国にお

いては、自己の管轄区域 (home jurisdiction)であることの強みがあり、この

点で競争力があることが判明した。

90年 法の改正によって、パリスターとソリシターの垣根が低 くなったが、そ

れに関しては、米国弁護士の影響というよりは、米国で学んだ英国ソリシタ
ーの

影響があったと考えられている。

ところで、仮に、米国弁護士や米国司法制度が英国司法制度に対 して影響を与

えたとしても、その影響が良いものか、悪いものかをきちんと考える必要があろ

う。

パートナー ・シップは、新 しいパー トナーの選出、事務所の開設その他のマネ

ージメントをパートナ…会議において決定することを本質としており、個別の事

件にパートナー 0シ ップが介入するというのは、米国や英国の概念にはない異常

なことである。

英国においては、米国ローファームであっても、米国流の手法に固執 していた

のでは、競争に負けることになる。英国流をも加味した手法、いわゆるミドル ・

ポイント (■iddle point)のやり方が最も適切に思われる。

なお、ローファームは一般に評判を非常に気にするので、請求書の金額を上げ

るために仕事をしているということになるとヽその後仕事の依頼が来なくなり、

大きなマイナスであるので、そのようなことは普通しないはずである。
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(訪問 B法 律事務所 〔仮称〕における説明の概要)

1 同 事務所の特徴等

1987年にロンドン事務所が設立され、現在日本の弁護± 1名 と事務員 3名 が働

いている。ロンドンに進出している唯―の日本の法律事務所である。

設立当初、バリスターを雇用していたことがあったが、被雇用のパリスターが

クライエントに直接法律サービスを提供することができないとの制約があること

などもあってヽ現在ではパ リスターやソリシタ…を雇用していない。

2 ロ ンドンにおける英国ソリシター、外国弁護士の現状等

ロンドンには外国弁護士が多数存在 しているが、その中でクライエントからの

依頼が多く、利益を上げているのは米国弁護士のみであろう。この点は米国の弁

護士制度と関係があるのかもしれない。

英国では、アソシエイトは常にパ… トナーに監督されている存在であるとしゞう

前
'提の下で行動している。この点は日本の弁護士と異なっているように思われる。

東京に事務所を持っている英国ローファームの多くは、外国法事務弁護士とし

て東京事務所に派遣されることを希望 しない所属ソリシターが多いため、候補者

不足に悩んでいるようである。
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フ ラ ンス

(制度の概要)

1 法 律事務の独占

若千の司法及び法律専門職の改革に関する1990年12月31日の法律第90-1259号

(1)(以下、 「90年 弁護士法」という。)が 施行 された1992年 1月 1日以前は、

訴訟代理は弁護士であるアボカ (avocat)に独占され (商業裁判所についてはア

ボカによる独占はない)、 法律文書に公証力を付与する業務は公証人であるノテ

ール (notaires)に独占されていたが、それ以外の=般 の法的助言、契約書等の

作成は、特段の資格を必要とすることなく、誰でも報酬を得て行うことができた。

なお、90年 弁護士法の施行前は、1971年12月31日法律第71-1130号 (以下、

「71年 弁護士法」という。)に よって弁護士制度は規律されていたが、 71年

弁護士法施行前は、誰でも法律顧間の名称であるコンセイユ
・ジュリディック

(conSeil juridique)を名乗って法律相談などの法律事務を行うことができた

が、 71年 弁護士法によつて、コンセイユ ・ジュリディックを登録制度とし、
一

定の資格取得要件が定められた。すなわち、コンセイユ
・ジュリディックを名乗

って法律事務を行うためには、資格取得要件を満たした上、検事正によつて作成

された名簿に登録をすることが要求されたのである。外国弁護士については、 7

1年 弁護士法施行前は、自由にコンセイユ ,ジ ュリディックを名乗って法律事務

を行うことができたが、その後は、コンセイユ
・ジュリディックの資格名称を名

乗るか否かにかかわらず、コンセイユ ・ジュリディックの名簿に登録することが

要求され、しかも、相互主義を満たす外国の出身者であることが要件とされた

(もっとも、既得権者に対する例外措置はあった。)。 この相互主義の要件が、

1974年に米国ニューヨァク州がフォーリン・リ
ーガル ・コンサルタント制度 (外

国弁護士受入制度)を 採用した直接の動機となっている。

そして、 90年 弁護士法施行前には、フランス人のみならず、多くの外国弁護

士が、コンセイニ ・ジュリディックと名乗って、ビジネス
・ローを中心に法律相

談などの法廷外業務に従事していた。

しかし、 90年 弁護士法は、アポカとコンセイユ ・ジュリディックを統合して

新テボカ (新アボカも 「アボカ」と呼ばれている。)と する改革を行うとともに、

原則として、無資格者 (新アボカ、国務院付き代訴士、破毀院付き代訴士、控訴

院付き代訴士、ノテール、執行吏、管財人、競売吏、法定清算人以外の者)が 他

人のために報酬を得て法律相談、契約書等の私署証書の作成を行うことを刑罰を
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もちて禁止した (同法第72条、第66-2条、第54条)。 ただし、公認会計士など正

規の職業活動に従事している者が、許可された範囲内で業務に付随する法的助言

や私署証書の作成をすることは認められるとした。

なお、 90年 弁護士法施行時にコンセイユ ・ジュリディックの資格を取得 して

いなかった非EC加 盟国出身の者 (外国弁護士など)が 新アポカの資格を取得す

るためには、 90年 弁護士法によつて、当該出身国が 「(当該者が)フ ランスに

おいて従事することを意図する職業活動を同一条件の下で、当該出身国において、

フランス人が遂行することができることを承認する」という相互主義を満たすこ

とが要件とされている(同法第11条)。また、非 EC加 盟国出身の外国弁護士で弁

護士職適性証書(CAPA(certifiCat d'aptitude a la profession d'avocat))

を有しない者は、フランスの弁護士会に登録されるためには、コンセイユ
・デタ

(Conselld'Etat、法制局と最高行政裁判所を兼ねたもの)を通した政令 (dOcret)

によつて定められる方式に従ったフランス法に関する知識検定試験に合格しなけ

ればならないとされている (同法第11条)。

ところで、アボカとコンセイユ ・ジュリディッタを統合して新アボカとし、ア

ボカに法律事務を独占させることとした契機に関連するものとして、従来会計士

事務所がフランス人のコンセイユ
・ジュリディックを雇用し、または、これとパ

ー トナー ・シップを組み、フランス法の取扱いを広範に行ってきたことに対し、

何らかの規制が必要であるとの意向を弁護士会が示していたことがある。

そして、会計士事務所の法律分野からの撤回を求めて、法律施行後 5年 以内に

会計士事務所から法律部門が独立する義務が課されている。

2 MNP(多 国籍パートナー)及 びアボカの雇用

90年 弁護士法は、新アポカの活動形態について、個人や組合、専門職民事会

社、自由業会社、自由専門職商事会社 (株式会社、有限会社等)な どの構成員又

は被雇用者などとして活動することができると定めている。

そして、 90年 弁護士法施行時 (1992年 1月 1日)に 既にコンセイユ
・ジュリ

ディックの資格を取得していた外国弁護士は、自動的に新アポカの資格を取得す

ることができるとされた (同法第1条 第1項 )の で、このような外国弁護士は、

従来コンセイユ ・ジュリディックであった新アボカとはもちろんのこと、従来か

らアボカであったフランス弁護士の新アポカとのパ
ートナ=・ シップも認められ

ることとなった。

90年 弁護士法施行前は、アボカがアポカに雇用されること自体が、独立性を

害するものとして禁止されていたが、 90年 弁護士法によつて、新アボカが新ァ
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ポカ (従来のコンセイユ ・ジュリディックを含む)や 新アポカで構成される組合(

専門職民事会社、自由業会社(自 由専門職商事会社 (以下、弁護士によるものを

「弁護士会社」という。)な どに雇用されることを認めた (同法第7条 )。 ただ

し、被雇用の新アボカは独立性を享受し、労働条件による限定以外には雇用者に

従属しないとされ、自己の独立性に鑑み良心 ・信条に反すると判断する任務を回

避する権利は侵害されないと定められている。

(パリ弁護士会における説明の概要)

1 ロ ーファーム名称、MDP(異 業種間パー トナー ・シップ)

(1)外国弁護士は、フランスの弁護士倫理に従う限り、所属しているローファー

ムの名称を使用することは許されている。

以前は、外国のローファームの名称の下でアポカが働くことについては、外

国に支配されているようだとして反対する意見があらたが、現在では、アボカ

が外国ローファニムにおいて、外国●―ファームの名称の下で働くことについ

ては、フランスの弁護士倫理に従っている限りにおいては、何らの問題もない

とされている。

(2)法律事務所 (アボカの事務所)と 会計士事務所を兼ねることは弁護士倫理に

反するとされており、弁護士倫理違反を行えば、弁護士会よりの除名、事務所

の閉鎖命令などの制裁を受けることになる。

なお、90年 弁護士法施行前は、いわゆるビッグ6な どと呼ばれる大会計士

事務所には、法律部門があり、所属のコンセイユ ・ジュリディックがクライエ

ントに対して法律サービスの提供を行っていたが、 90年 弁護士法施行ととも

にコンセイユ ・ジュリディックが新アボカになったため、法律事務所と会計士

事務所が併存する弁護士倫理違反の事態が発生することとなった。そこで、法

律部門を有する会計士事務所は、新法施行後 5年 以内 (1997年1月 1日まで)

に法律部門を会計士事務所から独立 した組織としなければならないこととされ

た。独立 した法律部門については、資本は弁護士たるアポカが所有しなければ

ならないとされ、名称も会計士事務所のものとは別個のものを使用しなければ

ならないとされている。

2 米 国弁護± 0米国ローファームの影響

(1)米国ローファームがフランスに進出したことの影響として、フランスの法律

事務所が他のヨー ロッパ諸国に進出することができるようになったということ

が挙げられる。
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(2)広 告 ・宣伝についての考え方や報酬の問題に関して影響が考えられる。フラ

ンスは他の欧州諸国と同様に成功報酬 (contingent fee)を禁止している。米

国ローファームにもフランスの報酬制度に従わせている。

(3)米 国ローファームの進出により、フランスがより訴訟が多い社会となったと

は認められない。

フランスの弁護士倫理では、弁護士自らが依頼者を探してはならないとして

いるが、この点についても、米国の制度に左右されて議歩するようなことはじ

ていない。

フランスとしては、以上の点については、米国もフランスに学んでほしいと

考えている。

(4)フ ランス最大の口=フ ァームは、元々アボカの事務所であったジイ ド・ロア

レット・ノエル (Gide Loyrette Nouel)であるが、第 2、 第 3の 規模のロー

ファームは、ニューヨーク州のローファ…ムであるクデール ・ブラザーズ

(Coudert Brothers)と連合王国のローファームであるクリフォード・チャン

ス (CliffOrd Chance)である。クデール ・プラザーズやクリフォァド・チャ

ンスには、元コンセイユ 0ジ ュリディックであったアポカが働いているが、い

ずれもフランスの弁護士倫理をきちんと遵守 しているものと考える。

国際法律業務の発展に伴い、依頼者間の利益の対立、すなわちconflict Of

interestが生 じる可能性が高まつているが、クデール ・プラザーズやクリフォ

ー ド・チャンスでは、依頼者の利益を守るため、そのようなconflitt of

interestが生 じないよう厳しい姿勢で対応していると認識している。クデ…ル ・

プラザニズや:クリフォード・チャンスが将来においても弁護士倫理を守ってい

る限り、何ら問題はない。

(フランス司法省民事局における説明の概要)

1 90年 弁護士法の施行

(1)新 法は、アポカとコンセイユ 0ジ ュリデイックの双方からの要請があって実

現したものであり、司法省としては新法によっをアポヵとコンセイユ・ジュリ

ディックが統合されたことは非常な成功であると考えている。

(2)法 改正に当たっては、外国弁護士にいかなる待遇を付与すべきかについて十

分な議論を行 ったが、外国人に特別の身分を与えるのは不相当であるというこ

とになった。その結果、コンセイユ ・ジュリディックの資格を有 している外国

弁護士について、フランス人と同 じように、アボカとしてのすべての活動を認
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めることとした。新法施行後約 1年 4か 月が経過 して
いるが、この結論は間違

っていなかったと思っている。

(3)合併によるアボカとコンセイ
ユ ・ジュリディックの制度の調整やその他の問

題についてはこれまで十分に対処してきた。しかし、今後 も若干
の調整が必要

となるかもしれない。

2 新 アボカの資格を有しない外国弁護士の活動形態

(1)新アボカの資格を有しない外国弁護=についての特別の受入制度はな
い。し

たがって、このような外国弁護士は、新アポカや
ローファームにトレーニーと

して雇用されて仕事をすることのみが可能であり、そ
の場合にも、このような

外国弁護士が個人の資格
・名前で仕事をすることができず、仕事の責任は雇用

者である新アボカやロ
ーファームが負うことになる。

(2)新 アボカの資格を有しない外国弁護士も、弁護士会社
(弁護士が行う自由職

業会社)の 持分 (株式)を 取得することはできヽそ
の持分 (株式)を 通して弁

護士会社の活動に参加することはできる。こ
の場合も、自己の名前で活動する

ことはできない。
' 弁
護士会社の持分 (株式)の 取得に当たっては、国籍

による制約はないが、

持分 (株式)の 4分 の3以 上は実際に業務を行う
アボカ|(フランスの弁護士会

に登録されている者)に よつて所有されなければなら
ないとされている。

そのほか、一般外国投資規制も受けることになる。

3 非 EC加 盟国出身の外国弁護士が新アポカと
なるための要件

(1)相互主義

相互主義の適用に当たっては、ケ
ース・バイ ・ケ~ス で柔軟に対応していく

考えであるが、以下の2つ の視点から考える
べきものである。

① 弁 護士会登録の要件

外国弁護士の母国 (原資格国)が 、その国で業務を行おう
とするフランス

弁護士 (アボカ)に 対 し、その国の司法試験の合格を要求す
る場合には、フ

ランスも当該外国弁護士に対してフランスの司法試験の合格を要求す
ること

になる。

しかし、その国が、その国で業務を行おうとするフラ
ンス弁護士 (アボカ)

に対し、より簡易な試験を課す場合には、フラ
ンスも当該外国弁護士に対 し

てフランスの司法試験よりも簡易な試験を課すことになる。

② 弁 護士の活動範囲

外国弁護士の母国 (原資格国)に おいて、フラ
ンス弁護士 (アボカ)に 対
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してその国の弁護士と同等の無制限の活動が認められている場合には、フラ

ンスの新 しい制度と同等であるので、相互主義が満たされている。

しかし、その国において、フランス弁護士 (アポカ)に 対 して外国法 (フ

ランス法)及 び国際法に関するコンサルタント活動のみを認めるにすぎない

場合には、フランスの新 しい制度と同等ではなく、相互主義が満たされてい

ないことになる。 (日本や米国は、いずれもフランス弁護士であるアポカに

自国の弁護士と同等の活動を認めてはいないので、相互主義は満たされてい

ないことになる。)

なお、現時点では、相互主義の要件を撤廃する考えはないが、永久に撤廃

しないというのではない。ガット,ウルグアイラウンドとの関係でも他の締約

国の対応を見る必要があると考えている。現在、ガットの場では、相互主義を

維持する場合に必要となる最恵国待遇の免除 リストを申請 していないが、現時

点で申請している必要性があるとは考えていない。

(2)フ ランス法に関する知識検定試験 (相互主義が満たされた場合に実施)

90年 弁護士法の下位法令である1991年11月27日デクレ (dOcret、政令)第

100条によつて、フランス法に関する知識検定試験 (法律知識をコントロ
ール

する能力の有無を判断する試験)の 方式及び科目がアレテ (arr9tO、省令)に

よって定められることとなり、このアレテは1993年 1月 7日に発布された。

4 MNP(多 国籍パートナー 0シ ップ)、 MDP(異 業種間パ
ートナー ・シップ)

(1)MDP

フランスの弁護士倫理では、CCBE(ヨ ーロッパ弁護士団体連合会)の 行

動規範 (cOde of cOnduct)と同様に、原則としてアボカはアボカでなぃ者と

の報酬 (収益)の 分配 (fee―Sharing)が 禁止され、死亡 したアボカの相続人

やアポカを辞めた者に関してのみ、
一定の場合に例外的にアボカとの報酬 (収

益)の 分配が認められている。

したがって、アボカと会計士などとのMDPは 禁止されてぃる (ただし、19

97年1月 1日までの猶予期間内においては、会計士事務所にアボカがパ
ートナ

ーとして存在していることは認められる。)。

(2)MNP

①  グ ローバル ・パートナー ・シップ

EC域 内においては、アボカが他のEC加 盟国の弁護士と報酬 (収益)を

分配することは認められている。

ただし、非EC加 盟国、例えば米国の●
―ファームのパートナーとフラン
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スのローファームのパー トナーが報酬 (収益)の 分配を含むパ
ー トナー 0シ

ップ (いわゆるグ●―バル ・パー トナー 0シ ップ)を 組むことができるか否

かについては、議論の余地があり、Ader前パ リ弁護士会長は、そのような形

態のパー トナ=0シ ップには問題があると考えており、弁護士倫理 (アポカ

の独立性)の 観点から十分な検討を加える必要があるとの個人的 見解を有 し

ている。

② 既 得権の保護

90年 弁護士法施行前に、フランス人のコンセイユ ・ジュリディック (新

法施行により新アボカとなる)と パ
ー トナー ・シップを組んでいた外国弁護

士のコンセイユ ・ジュリディック (新法施行により同様に新アボカとなる)

所属の外国ローファームについては、既得権の保護が認められ、新法施行後

も従来のパートナ‐ ・シップが許されている。

そのような外国ローファーム、例えば米国ロ
ーファ∵ムのフランスにおけ

る事務所において、一人でもアポカである米国弁護士が当該事務所に残 って

いる場合には、従来の名前で仕事ができる。

(訪問 Cロ ーファ
ーム 〔仮称〕における説明の概要)

1 同 ローファームにおけるMNP(多 国籍パ
ニ トナー 0シ ップ)の 実例

(1)MNPの 実情

同ローファームは、パ リ、 リヨンのほか、プダペスト (ハンガリ
ー)や タリ

ン (エス トニア)に も事務所を開設 しているがヽプダペス トやタリンの事務所

にいる弁護士 (それぞれの国における地元弁護士)と の間には完全なパ
ー トナ

｀ … 0シ ップ契約 (いわゆるグローバル ・パ
ー トナー 0シ ップ契約)を 結んでい

る。

フランス政府がハンガリ‐政府から依頼を受けた私有化 (privatization)

助成事業を請け負うために、プダペス トの優秀な弁護± 1名 をパ
… トナーとし

て迎え入れ、 6名 のハ ンガリー弁護士を雇用 してブダペス ト事務所を開設 した。

他の国に事務:所を開設する場合に、単に支店を設けたり (branch out)、連絡

事務所 (liaison office)を設置することは成功の鍵ではなく、その地におけ

る優秀な弁護士を迎え入れ、高品質のロ
ーカル 0プ ラクティスを行 うことが重

要であると考えている。ヽ

(2)MNPの メリット

ブダペス トやタリンの事務所にいる地元弁護士 (外国弁護士)と 単なる業務
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提携ではなく、パー トナー ・シップを組むこととしたのは、パー トナー 0シ ッ

プ以外の形態では、提携先の地元弁護士 (外国弁護士)が クライエントを取う

てしまうのではないかとの心配があり、クライエントが我々のものであると安

心 して業務を行 うためには、パートナ‐ ・シップでなければならないからであ

る。

また、海外で本格的な業務を展開するためには、報酬 (収益)を 共同で管理

する必要があり、その点でもパートナー・シップが優れている。

(3)MNPの マネージメントの実情

パ リ、 リヨン、プダペスト、タリンの各事務所において取り扱う情報の規格

化を行い、コンピューターで情報管理を行い、本部のパリ事務所|ごアクセスし

なければ情報が得られないようにしている。

また、コンピューターの使用言語は英語とし、外国弁護士にはパ リで 6か 月

間研修を受けさせ、各事務所には本部のパ リ事務所からフランス弁護士及び英

語の分かる秘書を送り込むことなどによって各事務所のマネージメントのコン

′ トロールを行っている。

なお、ローファームは、会計士事務所とは異なり、クライエントの保護のた

めに conflict of interestに十分な注意を払う義務がある。

2 英 ・米ローファームのフランス進出

(1)そ の背景

1960年代半ばには、ビジネス・ローを営んでいたのは、 10～ 20名 程度の

弁護士を抱える米国ローファームが数事務所と数名の弁護士を抱える英国ロー

ファームが 1事 務所いた以外には、 5～ 6名 程度の弁護士を抱えるフランスの

法律事務所がごくわずか存在していただけであった。

フランスの弁護士会においては、 「優秀な学生は、ビジネスの分野には行か

ない。アポカがビジネス ・ローを扱うのは間違っている。」という考え方に基

づき、ビジネス ・ローを育てようとはせず、放置していた。そのため、フラン

スの弁護士 (アポカ)事 務所及びアボカは、国際的な商取引分野に関心を抱 く

ことも少なく、商取引の分野におけるノウ・ハウの蓄積も欠如 したままであっ

た。

さらに、フランスは外国弁護士対策を十分に行らてこなかった。

一方、現在に至る経済の国際化の進展に併せて国際的な商取引分野における

経験を積み重ねていった英 ・米口Tフ ァームは、フランスにおいて、 90年 弁

護士法施行まで、アボカ等の資格を有 しない者もフランス法を取り扱うことが
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できるという彼らにとって有利な法制度の下において、自己の事務所 ・事業を

拡大していった。      :

ミッテラン政権下のフランス国営業務の民営化に際しては、フランス政府自

身がビジネスを理解する態度が十分でないフランスのロ
ーファームに業務移管

のための法律事務を依頼せず、米国ローファーム (Shearman&Sterling)に

それを依頼 したほどである。

また、フランス人で法律を学んだ者にとって、英 ・米ローファ
ームで勤務す

ることは、海外での研修を受けることができ、国際的な商取引分野での経験を

積むことができるという教育機会のメリットと高い収入というメリットがあつ

たため、多くの若いフランスの弁護士が英 ・米ローファ
…ムに就職していった。

このように、フランス弁護士にとっては好ましくない状況が生み出されてし

まっているが、その原因は、リ
ーガル ・プラクティスがその国の文化と関係 し

ているにもかかわらず、この面を軽視して、フランスの弁護士会が十分な対策

を立ててこなかったことにあると考えている。

(2)90年 弁護士法施行の波紋

証券取引やM&Aな どの分野で、最終的な問題解決のために法廷で争われる

ケースにおいては、従前は、訴訟代理をほぼ独占していたフランスのアボカの

事務所が優位に立っていたが、新法の施行により、外国ロ
ーファームのコンゼ

イユ ・ジュリディックが自動的に新アポカとなり、訴訟代理をも行うことがで

きるようになったので、従前のアボカの事務所の法律上の優位がなくなった。

もっとも、外国ローファ‐ムにおける従前コンセイユ
・ジュリディックであ

った新アボカには法廷活動を行うのに必要なノウ
・ハウの蓄積がないので、英 ・

米ローファ‐ムは、法廷活動の経験豊富な比較的小さな従前からのアボカの事

務所を実質的に吸収 して訴訟部門の担当とし、裁判の分野に進出してきた。

例えば、米国オハイオ州のロ
ーファームであるジョーンズ ・デイ ・リービス・

アンド・ポーグ (Jones Day Reavis&Pogue)は、それまで密接な関係にあつ

た前フランス弁護士会長をパ
ー トナ=と し、優秀な訴訟担当者であるアボカ

10～ 15名 を擁する同人の弁護士事務所を実質的に吸収 した。

以上の結果、裁判の分野における質の面でも、英
。米ローファームは、フラ

ンス弁護士 (アポカ)事 務所の強力な競争相手となつた。その中でも、英国ロ

ーファームは、英国がEC加 盟国であるため、米国ロ
ーファームに比べて フラ

ンスにおける業務活動がはるかに保障されており、より強力な競争相手となっ

たということができる。
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非 EC加 盟国である米国のローファ=ム にとっては、新法の施行により、相

互主義の関係から、米国弁護士が新たにアポカの資格を取得することは困難と

なったので、フランスに所在する事務所においては、今後フランス人のアポカ

を増加させていくことになるであろう。

(3)英 ・米ローファームのフランス進出の影響

①  デ メリット

(i)多 くの英 ・米ローファームが多数のアボカを抱えるようになり、フラン

スにおける10大ローファームで働くアポカの数は合計 800名 に達するよ

うになった。その結果、フランス全体での弁護士供給不足を生じさせ、か

つ、競争の激化により、大規模ローファームと小規模弁護士事務所との間

の格差を生み、同じフランスのアボカの事務所であったジイ ド・ロアレッ

ト・ノエルが現在フランス最大のローファームとして成功 しているのに対

し、時代遅れのフランスのアボカにとっては、地位が相対的に低下するこ

ととなった。

(1)フ ランス弁護士 (アポカ)も 、クライエントの獲得に相当の労力と時間

を費やさぎるを得ない。元来、医師と同様に知的研究作業が本質的に必要

とされる弁護士業がやや変質 しつつあるように思われる。

(i)フ ランスの8大 ローファ‐ムのうちの6つ が米国のローファームか会計

士事務所の傘下にあるローファームである。

フランスのローファームは、米国ローファームなどの外国ローフテーム

と競争することを強いられ、対抗しようとすれば、ビジネス分野における

人員を増加させなければならないが、そのために必要なコストを支払う余

裕がないという状況に陥っている。その結果、競争を続けていくには多大

な困難が伴 うと言わざるを得なぃ。

新 しくアボカになる者の半分は、外国ローファームに雇用されている。

それは、外国ローファ‐ムが、優秀な者を高給と米国留学を誘い文旬にし

て リクルートしているからである。

②  メ リット       ー

(1)国 際法律業務の分野におけるローファ…ム間の競争が増すことは、ビジ

ネス関係のクライエントにとっては、リーガル ・サービスの品質、コスト

等の点でメリットが大きいことは言うまでもない。

(1)一 般的なアポカの事務所が渉外業務を扱うようになり、事務所の仕事量

が増え、それに伴い、フランス弁護士 (アボカ)の 雇用の機会も増加 して
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いるように思われる。

ただし、国際商取引においては、英 ・米法が使用される頻度が高 く、フ

ランスの企業が外国に進出しても、フランス弁護士 (アボカ)が その外国

で活動できるとは限らないため、雇用増加の影響は少なくとも当面はフラ

ンス国内に限られるものと思われる。

(1)英 ・米ローファームに雇用されたフランス弁護士 (アポカ)が 海外で職

業訓練を受ける機会が与えられ、かつ、フランス弁護士 (アボカ)の 国際

商取引に関する理解が深まるなど、フランス弁護士 (アポカ)の 国際化が

進んだ。

米国のロースクールでの教育は、法律実務家にとって極めて有益であり、

優れた国際弁護士になるのを手助けしてくれていると考えている。

③ そ の他                '

米国ローファームは、フランス流と米国流の手法を ミックスさせたやり方

で業務活動を行っていると言うことができよう。     ′

。3 会 計士事務所における法律業務

フランス国内において、いわゆるビッグ・シックスと呼ばれる会計士事務所で

働いているフランス弁護士 (アボカ)の 数は約 700名 であろう。ビッグ ・シッ

クス以外の会計士事務所で働いているフランス弁護士 (アボカ)も 入れると、 9

00～ 1000名 になるものと思われる。

,そ の半数以上は、外国ローファームと提携関係にあるものと思われる。

フランスの弁護士 (アポカ)の 事務所にとって、英 ・米の口…ファームのみな

らず、会計士事務所も競争相手であることは言うまでもない。

4 将 来のフランス弁護士事務所の発展のための方策

フランス国内での外国ローファームとの競争に生き残るためには、可能な限り

国際商取引等に習熟し、国際化を図らなければならない。

また、フランス弁護士 (アボカ)も せめて2か 国語程度は使えるようになる必

要がある。

東欧諸国等においては、弁護士に対する海外需要もあるから、外国でも活動す

るように業務の積極的な展開を検討することが重要である。

もっとも、海外展開などにおいて、フランスの小規模の弁護士事務所が英 ・米

の大ローファームと競争をするには限界があろうから、個々の弁護士事務所は、

自己の規模に適するマーケットを見つけるなどの事業方針を立て、これを遂行す

るようにすべきであろう。
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ドイツ

(制度の概要)

1 法 律事務の独占

‐弁護士 (レヒツアンパル ト、Rechtsanwalt)は、訴訟代理権を独占し、かつ、

一般の法律事務を取 り扱 うことができる。

他人の法律事務の処理 (法律相談、契約書等の作成、債権取立てを含む)を 行

うことについては、弁護士 (レ ヒッアンバル ト)の ほか、当然のことなが ら、公

証人 (ノタール、Notar)、 弁理士 (Patentanwalt)などが職務活動として行 う

こヽとは許 されており、また、公認会計士 (Wirtschaftsprufer)などが職務上取

り扱う事務に関して法的調査を引き受けることなども許されているが、それ以外

には、1935年12月13日に制定された法律相談法により、他人の法律事務の処理を

業として (反復継続 して行 うこと又は反復継続の意思をもって)行 うことは、有

償 ・無償を問わず、所轄官庁から許可を受けている者のみができるとされている。

1980年8月 18日の法律相談法 (ReChtSberatungsgesetz)の改正 (1980年8月

27日施行)以 前は、許可を受けることのできる者及び許可の対象となる法律事務

の範囲について法律上の限定がなかったので、許可用件を具備する者は、原則と

して法律事務の分野を限定されない許可 (以下、 「完全許可」という。)を 受け

ることができ、例外的な場合にのみ、法律事務の分野を限定 した上で許可 (以下、

「旧限定許可」という。)が 与えられることになっていた。このような完全許可

又は旧限定許可を受けた者は、法律相談士 (レヒッパイシュタント、Rechtsbeis

tand)と呼ばれていた。            )

ところが、1980年8月 18日の法律相談法の改正により、完全許可は認められな

いこととなり、したがって、新規にレヒッパイシユタントの許可は行われなくな

り、一定の者のみが専門分野に限定して許可 (以下、 「新限定許可」という。)

を受けることができることとなった。このような新限定許可を受ける者として、

定期金保険相談士、〔保険相談士(1989年12月に追加)〕、運賃審査士、公認競売士、

債権取立業者のほか、外国法の専門家 (レヒツクンディガー、Rechtskundiger)

が定められた。

レヒツクンディガーなど新限定許可を受けた者は、 レヒツパイシュタントとい

う職業表示ではなく、許可に相応する職業表示 (例えば、日本法に関する外国法

導妻Fヨフ彙¬ご2らね‖ず、 Rechtskundiger auf de血 Gebiet des Japanischen Rechts21ヽヽ

う表示などを)を 用いなければならない。
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なお、改正法律相談法の施行前に許可を受けた完全許可者及び旧限定許可者は

従前どおリレヒツバイシュタントとして営業することができる。また、同改正法

の経過規定により、同法施行前に許可の申請をしていた者及び同法施行時に許可

を得るための重要な準備を終えており、かつて施行時から1年 以内に許可の申請

をした者にらぃては従前の例によるとされ、レヒツパイシュタントとして営業す

ることができることとされた。

.レ ヒツクンディガーなどの新限定許可は、申請人が当該職業に必要な信頼性、

人格的適性及び十分な専門知識を備えており、かつ、当該職業についての需要が

いまだ十分な数の法律相談有資格者により満たされていないときにのみ与えられ

る`許 可権者及び監督機関は、地方裁判所長又は区裁判所長である。

レヒツクンディガーの多くは外国弁護士であるが、その許可は必ずしも外国弁

護士としての資格に基づいてなきれるのではない。

2 連 邦弁護士法 (BundeSrechtsanwalt,Ordnung)の改正による外国弁護士受入制

度1989年12月13日に改正された連邦弁護士法 (1989年12月20日施行)は 、以下の

とおり、外国の弁護士資格者が外国法に関する
一定の業務を弁護士会会員の資格

で行う外国弁護士の受入制度を設けた。

(1)EC加 盟国の国民で、弁護士業務遂行法第 1条 に規定 された職業上の名称

(ベルギーのAvocat/Advocaat、フランスのAvoca、連合王国のBarrister、

Solicitorなど)の 下で業務に従事する者は、その者が (ドイツ国内で)開 業

する地の当該弁護士会に入会した場合には、外国法及び国際法の分野において、

当該職業上の名称の下で、法律事務処理のため、この法律の適用範囲において、

開業する資格を有する (第206条 第1項 )。

(2)教育と資格の点においてこの法律による弁護士に相当する職業に従事する第

1項以外の国の国籍を有する者 (非EC加 盟国の国民)に 対 しても、その原資

格国との間において相互主義が保証される場合には、原資格国法についての法

律事務に限定 した範囲において、第1項 が適用される。連邦司法大臣は、連邦

参議院の同意の下に、法規命令 (Rechtsverordnung)により、この規定が適用

される国民とその職業とを決定する (第206条第2項 )。

(3)弁護士会への入会申請については、州司法行政当局が決定する。申請には、

原資格国における権限ある機関が発行 し、当該職業の資格を有することを証す

る証明書を添付するものとする (第207条第1項)。

弁護士は、入会した弁護士会の管轄区域内に事務所を設けなければならない。

弁護士が弁護士会入会後 3か 月以内にこの義務に従わなかった場合、又は事務
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所を引き払った場合には、弁護士会への入会は取り消される(第207条第3項)。

3 MNP(多 国籍パートナー ・シップ)

連邦弁護士法の改正案は、連邦弁護士法の適用範囲において開業する資格を有

する外国弁護士が、 ドイツ弁護士とパートナー 0シ ップを結ぶことに対 して、明

確な法律上の基礎を与えるものである。

4 MDP(異 業種間パー トナー ・シップ)

1973年6月 21日連邦弁護士会制定の ドイッ弁護士倫理規約 (GrundSatze des

anWaltliChen Standesrechts)(1987年2月 1白 現在のもの)に は、以下のとお

り規定されている。

第 30条  他 の業種に属する者との協力

弁護士 (レヒツアンパル ト)は 、弁理士、税理士、会計士で、法律相談

士 (レヒツパイシュタント)の 許可を受けていない者と共同経営 (Soziet

at)又は事務所の共同使用 (BurOgemeinschaft)を行うことができるが、

その他の業種に属する者とはこれを行うことができない。

これを受けて、これまでの実務では、弁理士、税理士、会計士との間のMDP

(異業種間パー トナー ・シップ)が 認められていた。

ところで、1987年7月 14日に連邦憲法裁判所は、 「基本法といえども、特定の

領域においては、自律性を有する団体の規則に委ねることを許容しているが、そ

の場合は、特に関係者及び公共への特別の危険性をもたらさないか否か、例えば、

初心者や外部の者よりも団体の利益や狭い範囲の構成員に有利でないかなどを考

慮 しなければならない。従来の運用では、連邦弁護士法第43条は、弁護十の義務

を一般条項として規定したとした上で、それは基本権を侵害する形式上の十分な

法的基礎であると理解されていた。そして、弁護士倫理規約は、法43条の一般条

項が適用され、解釈により具体化される際の補助手段として用いられてきた。 し

かし、このような見解はもはや維持できない。弁護士倫理規約は、今後、弁護士

の義務を規範化 したものと理解することはできず、また、一般条項を具体化する

ための補助手段ともならない。その結果、連邦弁護士法の改正が行われるまでは、

憲法上元来は疑いなく行うことができた処分は、それを適用する規範がないこと

|から、憲法上疑間が出てくる結果となる。そこで、憲法裁判所は、憲法秩序が従

前と違 うような状態を回避するため、過渡期の必要性を例外として承認する。し

かし、それは過渡期においてこれまでの運用が憲法上疑間のないものであるとい

うことを意味 しない。司法秩序を維持する上で不可欠である場合に限り、一般条

項を具体化するために規約に戻ることができるが、その場合も基本権を制限する
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ための、実定法上の要請 (例えば、比例の原則)を 充たすことが必要である。」

旨の決定をなし、基本権を制限することを内容とする弁護士倫理規約の有効性を

実質的に相当程度否定した。

そこで、弁護士倫理規約違反があっても、弁護士会側がそれを理由に違反者に

対して責任追及をすることが極めて困難な状況が生み出された。そこで、連邦司

法省では、弁護士倫理規約で規制していた内容などについても法律化する必要が

生 じたこともあって、現在、連邦弁護士法の改正作業に取り組んでいるが、改正

案では、弁理士、税理士、会計士との間のMDP(異 業種間パ
ー トナー ・シップ)

及び連邦弁護士法第206条 の適用を受ける外国弁護士とのMNP(多 国籍パ
ート

ナー 0シ ップ)が 認められることを法律上明確にしようとしている。

なお、改正案の主要な点は以下のとおりである。

(1)弁護士は、弁護士会の構成員 (その者が公証人である場合を含む)、 弁理士、

税理士、公認会計士及び宣誓をした帳簿検査士と
一つの共同経営体(Sozietat)

において、各自の職業の権限の範囲内においてではあるが、協同して職務を行

うことができる (改正案第59条a第 1項 )。

(2)弁護士は、以下の者と国際的な共同経営体 (Sozietlt)を組織することがで

'き
る (改正案第59条a第 3項 )。

① 本 法第206条 の条件を充足する他国の国民

② 研 修及び権限において弁理士法、税理士法及び会計士法に規定する職業に

相当する業務を行い、しかも、本法の適用範囲において弁理士、税理士及び

会計士と共同経営体 (Sozietat)を組織することができるとされている他国

の弁理士、税理士及び会計士

雇用

連邦弁護士法の適用範囲において開業する資格を有する外国弁護士が ドイツ弁

護士を雇用することについて禁止されてはいない。

(ドイツ連邦司法省における説明の概要)

1 相 互主義

(1)連邦弁護士法第206条 第2項 に基づく法規命令 (Rechtsverordnung)として

は、東 ドィツについてのものがあつたが、 ドイツ統合によってその存在意義を

失っている。それ以外の政令は、現在制定されていない。

連邦司法省としては、現在、相互主義を満たす国のリス トを作成する意図は

なく、外国弁護士から個別に申請があった際に相互主義要件が満たされるか否
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かを審査し、その結果ある国に関 して法規命令 (Rechtsverordnung)が制定さ

れて発効した場合は、当該国の弁護士全員に適用されることとなる。

なお、ある国が相互主義要件を満たしているか否かについては、連邦政府が

国別に判断する。

(2)連邦司法省では、これまで日本、米国、オ‐ストリア、スイス、スゥェーデ

ン等について調査 0検討を行ったが、その結果、 ドイツからみて相互主義を満

足している国はなかった。

連邦弁護士法第206条 第2項 には、相互主義の要件については簡単に規定さ

れているにすぎないが、同条項が適用され、弁護士会会員になれば、連邦弁護

士法の別の条文に規定されている権利、義務を有することとなるので、相互主

義の認定に当たっては、それらの条文の内容をも併せて検討する必要がある。

日本の弁護士は、教育 ・資格の点においては、 ドイッの弁護士に相当するが、

日本の外弁法の5年 間の職務経験要件、共同経営の禁止、ローファーム名称の

使用の制限が存在す
.る
ため、相互主義に関して問題があると考えている。もち

ろん、具体的な申請があれば、更に検討 したい。

米国に関しては、まず、各州の制度に差異があることが問題であると考えて

いる。そして、米国ではほとんどの州で 3年 ないし5年 間の職務経験を要件と

しているので、相互主義要件が満たされていない。米国の場合には、この職務

経験の要件が唯一の問題である。

スウェニデンでは、スウェーデン弁護士とドイッ弁護士との共同経営及び ド

イツ弁護士によるスウェーデン弁護士の雇用を禁上しているので、スウェーデ

ンは相互主義を満たしていないとの結論になっている。

(3)法律相談法においては、相互主義の要件が規定されていないので、日本や米

国の弁護士もレヒックンディガーになる許可を地方裁判所長又は区裁判所長か

ら得ることができる。

米国は、 レヒツクンディガァは、連邦弁護士法第206条第2項 の適用を受け

る外国弁護士より下級の資格であると主張しているが、レヒックシディガーの

地位が低 く、三流であるということはない。連邦弁護士法第206条 第2項 の適

用を受ける外国弁護士は、その取り扱う法律の範囲においてはレヒツクンディ

ガーと同じであり、弁護士会の会員になるという点においてはレヒツクンディ

ガーと異なっている。

2 連 邦弁護士法の改正とパー トナー ・シップ

(1)改正作業
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現在、連邦弁護士法及び連邦弁理士法の改正作業中であり、早ければ本年末

ころ、遅くとも来年 7月 ころに法改正がなされる予定である。

(2)改正案のパートナニ 0シ ップ  |

連邦弁護士法の改正案で用いられている
“
SOzietat"という用語は、これま

で同法において用いられていなかったが、これは、英米法のパ
ートナー 0シ ッ

プと同じ概念である。

“
Sozietat"とは、ゲゼィレシャフト (Gesellschaftt利益集団)で あり、同

じく改正案で用いられている
“
Burogemeinschaft'とは、ゲゼルシャフトでは

なく、事務所の共同使用 (Cemeinsame Buronutzun:)である。 1

“
Sozietat"では、銀行日座が一つであるが、 “Burogemeinschaft"では、

銀行日座が異なる。

“
Sozietat"においては、利益を共有 (prOfit Sharing)し、連帯責任を負

うことになる。       .

連邦弁護士法第206条第2項 の適用を受ける外国弁護士とドイツ弁護士 (レ

ヒッアンパル ト)は 、いずれもドイツの弁護士会の会員であり、平等の権利
・

義務を有するので、両者間の
“
Sozietat"、すなわちパートナー 0シ ップ (M

NP)は 可能である。

改正法の
“
Sozietat"にドイツの有限会社 (G口bH)型 のパ

ートナー ・シップ

を含めるべきか否かとの議論があり、現在の改正案においては
一応含めないこ

ととしたが、今後改正案を基に討議される際には、そのような
パ=ト ナー 0シ

ップを含めるべきか否かという議論が再び始まるものと考えている。

(3)グ ローバル ・パートナー 0シ ップ

連邦弁護士法第206条 第2項 の適用を受ける外国弁護士は、 ドイツ弁護士

(レヒツアンパル ト)と のロ
ーカル ・パートナー ・シップは可能である。現在

検討中の改正案は、ローカル ・パ
ートナー ・シップに関するものであるが、グ

ローバル ・パー トナー 0シ ップを結ぶことは、契約内容が ドイツの法律に反 じ

ない限り可能であると考えている。

なお、連邦弁護士法第206条第2項の要件を満たしていない米国の
パートナー ・

シップ契約に基づ くローファームであるベ
ーカー ・アンド・マッケ ンジー

(Baker&Ickenzie)所属の ドイツ弁護士がフランクフル トで業務を営んでお

り、これは、非居住の外国弁護士との
“
Sozietat"であると評価すべきものと

考えているが、誰からも特に問題の指摘がなされていない。

このような場合、 ドイツ国内の所得についての税金を払うのであれば、国外
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鯛 えばニュ‐ヨ=ク .)、に共同の銀行 日座を持つ‐ことも可能で―あると考えられ

ている。                         ,

グローバル ・パートナー `シ ップの国際的な責任に関して、内部的に、どれ

だけの責任を負うかは、契約自由の原則により、パートナー 0シ ップ契約に基

づいて処理されることになる。

3 レ ヒツクンデ,ィ′ギ‐せ・ドイツ弁護・士 (レ ヒ'ア ・ンパルト) と̈の共同経営

1970年末か1980年初めのハンプルクの高等裁判所の判決においては、レヒラク

ンディガーとドィッ弁護士 (レヒツアンパル ト)と のパートナー ・シップは許さ

れるとされたが、それは、 レヒックンディガーが本国のエジプトにおいて弁護士

資格を有していた事案であった。

他の地域の裁判所における判決では、 レヒツクンディガーとドィッ弁護士 (レ

ヒッアンバルト)と のパー トナー ・シップは許されないとされたが、裁判官は、

レ、ヒツクンディガーをレヒッパイシュタントと同レベルの法律相談士と理解 して

いたようであり、レヒッパイシュタントは ドイッ弁護士 (レヒツアンバル ト)と

同等の法律教育を受けていないことを理由としていた。

(訪問Dロ ーファーム 〔仮称〕における説明の概要),

1 同 ローファームの概略

同ローファームは、弁護士 (レヒツアンパル ト)、 税理士、会計士の総数が約

150名 の ドイッ最大級の国際法律事務所であり、フランクフル トなどドイ'国

内の4か 所に事務所を有しているほか、ニューヨーク、北京、プリュッセル、ヮ

ルシャヮ、そスクワにも事務所を設けている。

また、オーストリアのウィーン所在のローファームやスィスのチューリ,ヒ 及

びジュネープ所在のローファァムと提携関係にあり、ウィーンのローファームは

東欧のプダペストやプラハのローファームと密接な関係にあるため、Dロ ーファ

ームがハンガリーやチェコ ・スロバキアにおいてリーガル ・サービスを提供する

に当たって特別のアクセスを提供 してもらっている。            |

EC統 合と自由化の結果、最近の数年間に ドイツではローファームの合併等に

よって急激な事務所拡大が行われてきた。 ドイッ統一も事務所拡大の一原因にな

っている。 しかし、今後はこのペースでは拡大が進まないだろう。Dロ ーファー

ムも今世紀末までに180～ 200名 の弁護士を擁するようになれば成功である。

MNP(多 国籍パニ トナー 0シ ップ)
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(1)ド イッのローファームから見たMNPの 合法性、必要性、その得失等

これまで、 ドイツにおいては厳しい競争がなかった。我々 ドイツ弁護士 (レヒ

ツアンパル ト)の 本音としては、競争のない状態が望ましいが、国際取引の増

大に伴い、経済がボーダニレス化してきたため、我々にはそのような経済の要

求にこたえる責務が生じた。いつまでも前世紀のょうなわけにはいかない。我

々も時代の流れには逆らえないものと考えている。外国の大ローファームに対

抗 して、競争に生き残るためにはヽ必要に応じてMNPを 結ぶべきである。

ドイッ弁護士と外国弁護士が利益を配分する (share prOfit)ことは問題な

いと考えている。そして、グロ‐バル ・パートナー・シップについても、現実

に許容されているし、許容されてもよいと考えている。

現在、 ドイツ弁護士と他のEC加 盟国の弁護士との間のパートナー ・シップ

は実際に存在している。その場合には、パートナーの外国弁護士はCCBEの

倫理規範 (Common code of Conduct)によって規律されることになる。

米国ローファーム所属の米国弁護士で ドイツ弁護士とパートナー 0シ ップを

結んでいる実例もあるが、そのケースでは、当該米国弁護士は ドイツの弁護士

資格も有している。したがって、法律上問題がない。

しかし、一つの例外を除いて、 ドイツに事務所を持つ米国ローファームは現

在赤字のようである。したがつて、利益の共有 (profit sharing)といってみ

ても、実際には、損失の共有 (deficit sharing)である。

仮に、米国の大ローファームが ドイッの口…ファームと合併をしたとしても、

倫理的には何ら問題がないだろう。しかし、競争の観点からすると、当該 ドイ

ツのローファー■は、それまでは他の米国のローファ…ムからも事件の送付

(referral)を受けられたのに、合併によってパートナーとなった米国ローフ

ァームからの事件が得られるにすぎなくなるという点においては、不利になる

であろう。

(2)若 い ドイツ弁護士が米国ローファームに入ることのメリット・デメリット

若い ドイツ弁護士にとっては、米国ローファームはペイがよいので魅力的か

もしれないが、米国口‐ファームのパートナーになるのは、 ドイッのローファ

ームと比較 して一段と困難であるので、米国ローファームに入ることが得策で

あるとは簡単に言うことはできないであろう。

3 MDP(異 業種間パートナー ・シップ)              、

Dロ ーファームでは、現実に、弁護士 (公証人を兼ねている者を含む)と 税理

士、会計士 (税理士の資格を有している)の 間のMDPが 結ばれている。
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このようなMDPは 以前から実務において可能とされてきた。

もちとも、誰とでもMDPを 結ぶことができるというのではなく、弁護士が

ビジネスマン化してはいけないとの考慮 もあって、これまで、弁理士、税理士、

会計士との間のMDPの みが認められてきた。

(訪問Eロ ーファ…ム 〔仮称〕における説明の概要)

1 同 ローファームの概略

同ローファームは、デュッセル ドルフ、ハンブルク、 ミュンヘン、フランクフ

ル トにそれぞれ所在する4つ のローシァームが合併してできたものであり、現在

90名 余りの弁護士が所属 している。

まず、1990年にデュッセル ドルフ、ハンブルク、 ミュンヘンのローファームが

合併し、1993年1月 1日 付けでフランクフル トの口Tフ ァームが加わった。

クライエントに対し、よりきめの細かいリーガル ・サービスを提供し、そのニ

ァズにこたえるためには、ローファームの規模を拡大する必要があった。また、

外国のクライエントを獲得するためにも、少ない弁護士の限られた能力では対応

が不可能であり、専門的なり…ガル ・サービスを提供するためには、ある程度の

規模 ・人員が必然的に要請されるので、そのような要請にこたえるべく、ローフ

ァーム間の合併を行った。

10年 前から6年 前まで約 4年 間一人で弁護士業務を行っていた弁護士も参加

しているが、それは、彼が、ソロ・プラクティス (一人での弁護士業務)を 続け

ていたのでは、クライエントからの依頼が来ないと考えたからである。

同ローファームは、旧東 ドイツのベルリン、ライプツィッヒ、 ドレスデンやブ

リュッセルにも事務所を設けている。

また、同ローファームは、欧州、アメリカ、アジアの多くの国のローファーム

から成る国際法律ネットヮーク (インターナショナル ・リーガル ・ネットヮーク)

の一員となっている。

2 ド イツのローファームの規模拡大化

EC統 合及び経済のボーダーレス化に伴い、国際的なローファームは、急激に

国際的な協力関係の下で業務活動を行うようになった。こ
'のような発展は、 ドイ

ツの口‐ファームにも影響を与えた。

伝統的に、 ドイツのローファームは、アングロサクソンの法体系の下における

ローファームと比較して小規模であった。これは、一部には ドイツでは一つのロ

ーファームは、認可を受けた地域の裁判所においてのみ弁論権を有するという制
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限があったからである。現在でも、 ドイツ弁護士は、民事事件に関しては、認可

を受け、事務所を有している地域の裁判所においてのみ弁論権を有している。

しかし、1989年に連邦最高裁判所によって、
一つのローファームは一っの地域

にしか存在できないとの制限が解かれたことに伴い、地域を越えたロ
ーファーム

を生み出すために、多くの●―ファームが結び付くに至った。

その結果、数年前であれば 7名 以上の弁護士がいるロ
ーファームは相当大きい

と考えられていたが、
′
現在では大規模なローファームは、 ドイツの主要な都市に

は事務所を有し、 50名 以上の弁護士を擁している。そのため、
一人の弁護士は

分属制によリーつの地域の裁判所でしか活動ができないが、ロ
ーファーム自体と

しては、すべての主要な都市の裁判所においてクライエントを代理することがで

きる。

そして、国際的なマーケットに展開していきたいとの願望も、 ドイツにおける

大ローファームの出現の主たる原因の
一つになっている。国際的な大口‐ファー

ムや彼らのクライエントは、 ドイツにおいても、十分な規模と能力のあるロ
ーフ

ァームでなければ満足をしない。

3 外 国ローファームの影響

現在、 ドイラで活動している非EC加 盟国の外国弁護士の数については、統計

はないが、約 500名 であろうと推測する。米国、スウェ
ーデン、スイスからの

弁護士が多いように思う。

ドイッのローファームは競争力があり、少なくとも、 ドイツのリ
ニガル ・マー

ケットが米国等非 EC加 盟国のロァファ
…ムによつて席捲されることはない。

しかしながら、EC加 盟国のロ
ーフアームによる影響は今後増大するであろう。

(フランクフル ト区裁判所における説明の概要)

1 法 律相談法に基づく法律相談士の制度について

(1)法律相談法は1935年に制定されたが、その動機は、弁護士以外の者が能力も

ないのに、法律相談をする傾向が強くなったことにあり、
一定の知識を有する

者には法律相談をする資格を付与する
一方、無資格で法律相談をする者は罰金

(1968年に過料と改正された)に 処すこととした。

(2)法律相談法は1980年に改正され、それまではあらゆる分野についての法律相

談が可能 (完全許可)で あったのが、
一定の分野の法律相談のみが可能 (新限

定許可)と された。この改正の背景として、弁護士会が、弁護士 (レヒツアン

バル ト)と 法律相談士 (レヒツパイシュタント)が 競争関係にあると考えたこ
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とが挙げられるが、改正時に、レヒッパイシニタントは弁護士会会員になるこ

とができるとされたので、レヒッパイシュタントの連合会ではこの改正案を受

け入れることとした。

2 レ ヒックンディガーの許可手続

(1)レ ヒックンディガーの許可は、フランクァル トのように規模の大きな区裁判

所においては、区裁判所長の権限とされ、規模の小さな区裁判所 しかないとこ

ろでは、地方裁判所長の権限とされている。

(2)レ ヒツクンディガーの許可申請手続は法律相談法施行令に規定されている。

外国弁護士の資格を有 しなくとも、 レヒックンディガーになることは可能で

あり、外国の口…スクールを卒業 したものの、当該外国の弁護士資格を取得 し

なかった者も、ロースク…ルを卒業 したことを証する書面を提出すれば、 レヒ

ツクンディガーになることができる。現に、オーストラリアの弁護士がイギリ

ス法についてのレヒックンディガーとなっている例もある。ただ、少なくとも

フランクフル トにおいては、そのような例は極めて稀であり、 レヒツクンディ

ガーになっている者の大多数は、外国の弁護士資格を有している。その場合に

は、当該外国の弁護士資格の証明書を提出してもらうことになっている。

また、事務所を有していることは、 レヒツクンディガーの許可を得るための

要件となっている。多数のレヒツクンディガTは 、 ドイッの弁護士事務所にお

いて執務 しているが、このような場合には、弁護士事務所から事務所を転貸借

している旨の契約書の提出を要件としている。     ・
   '

3 レ ヒツクンディガーに対する監督

(1)レ ヒツクンディガーになる許可をした裁判所長は、レヒックンディガニを監

督する権限を有しているが、フランクフル トにおいては、実際上、そのための

人員がいないため、監督権限を十分行使 しているとは言い難い。

なお、 レヒツクンディガ‐が営業の場所を他の地区に移転する場合、例えば、

フランクフル トで許可を得た者がデュッセル ドルフに移転する場合には、関係

書類をデュッセル ドルフ区裁判所に送付することによって、同地区で活動でき

ることとなるので、再申請は不要である。              i

また、フランクフルトで許可を得た者は、 ドイツ全国の顧客に対して法律相

談を行うことができる。第 2の 事務所を他の地区に設けることも可能であるが、

その場合には、第 2の 事務所を設けようとする地区の許可権限者である区裁判

,所 長又は地方裁判所長の許可を受ける必要がある。

(2)仮 にレヒックシディガーが会計士事務所に雇用される場合には、二般の顧客
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に対 してはリーガル ・サービスを提供することが許されず、雇用主の会計士事

務所の顧客に対してのみリーガル ・サ
ービスを提供することができるという条

件が付されることになる。そして、会計士事務所としては、レヒツクンディガ

ニによるリーガル ・サービスの提供に対する対価として報酬を請求することは

できない。 、

4 レ ヒツクンディガこの許可の現状

フランクフル トは、金融センターであり、

法を含む)に 関する法律相談の需要は大きく

っている。

外国取引が多いので、外国法 (EC

、 レヒツクンディガーの制度は役立

レヒツクンディガーが全国で何人いるのかは、いわゆる横の連絡がないので把

握 してはいない。しかしながら、フランクフル トは他の地域に比
べて多いことは

間違t な`いであろう。また、ハンブルクやミュン
ヘンにおいてもレヒツクンディ

ガーは存在しているであろう。

現在、フランクフル ト区裁判所管区において、 45名 がレヒックンディガ
ーの

許可を得て活動しているが、うち5名 にはEC法 に関する相談の許可を付与して

いる。 レヒツクンディガ‐の許可を得ている外国弁護士のうち、米国弁護士の割

合は高 く、フランクフルトに事務所を開設している米国の大ロ
ーファームでは、

レヒツクンディガーの許可を得ている者を1～ 2名 擁しているところが多い。

米国以外のレヒツクンディガ
ーの許可取得者 (既に活動をやめている者も含む)

の国籍と人数については、以下のとおりである。

オーストリアが5名 、デンマーク及び連合王国 (イギリス)が 各 3名 、 トルコ

及びスウェ‐デンが各 2名 、日本、オ
ーストラリア、イタリア、スイス、スペイ

ン、クロアチアが各 1名 `

5 レ ヒツクンディガーとドイツ弁護士の共同経営

レヒツクンディガ‐とドイツ弁護士の共同経営を禁止する規定はなく、レヒツ

クンディガーを監督する立場にある者としては、レヒツクンディガ
ーについて、

特に規制をする必要はないと考えているが、 ドイツ弁護士を監督する立場にある

弁護士会では、その規制の必要性を感じているようである。

以前は、 ドイツ弁護士倫理規約において明文で規制していたが、現在は ドイツ

弁護士倫理規約の効力が原則として停止されている状態なので、明文による規制

はない。        ヽ

6 レ ヒツクンディガーによるドイツ弁護士の雇用

弁護士会としては、 ドイツ弁護士の自由 ・独立の立場を守るため、レヒツクン
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ディガーによるドイツ弁護士の雇用は許されないとの主張をするだろう。

7 レ ヒツクンディガーと連邦弁護士法第206条 第2項 による外国弁護士との差異

レヒツクンディガーと連邦弁護士法第206条 第2項 の適用のある外国弁護士と

は、質的に特に差異があるとは考えない。外国弁護士がレヒツクンディガーにな

るのは、連邦弁護士法に相互主義の要件があり、これを満たすことのできない外

国の弁護士は、同法第206条 第2項 の適用を受けることができないという違いが

あるだけである:

8 仲 裁代理

フランクフル トにおいては、仲裁のケースは少ない。外国弁護士が仲裁代理を

行うことについては、反復継続してでなければ問題はないが、反復して行う場合

には問題となり得る。

過去に米国の弁護士が仲裁代理を行った例があるが、その場合には ドイツ弁護

士と共同で仲裁代理を行った。ただ、それは一過性の事件だったので、フランク

フル ト区裁判所としては特に問題視しなかった。

(フランクフル ト弁護士会における説明の概要)

1 連 邦弁護士法と相互主義

EFTA諸 国であるオーストリア、スウユーデン、ノルウェー、フィンランド、

アイスランド、 リヒテンシュタイン、スイスの弁護士については、連邦弁護士法

第206条 第2項 の適用を受けるために必要な相互主義を満たしていなくとも、E

C加 盟国出身の弁護士と同様の取扱いをすることとし、連邦弁護士法第206条 の

適用を認めて、同法の適用範囲において開業する資格を与えることとする改正法

が本年 4月 30日 に公布された。

なお、この改正は弁護士制度が特別のものであるとの認識の下に行われたので

はなく、EFTA諸 国をEC経 済圏として取り扱うという政治的決定に基づいて

行われたものである。

2 ド イツ弁護士像の変化

(1)ド イツでは、弁護士事務所の統合や支店の設置によって、事務所が大きくな

るところが多く、いわゆる 「企業化」の傾向が強まつている。

以前は、弁護士という職業は、独自の職業倫理を有する自由、独立の職業で

あるという確固とした弁護士像があったが、現在では、もはやこのような考え

方を強く押 し出すことができなくなってきている。

これまで、 ドイツの弁護士会は、長い問(ド イツ弁護士倫理規約を遵守 して
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きたが、1987年に連邦憲法裁判所において、 「法律で禁上されていないことは

基本的には許されていると考えるべきところ、弁護士倫理規約は、基礎となる

法律がないにもかかわらず種々の規制を設けているから違憲である。」旨の決

定がなされた。そのため、現在、弁護士倫理規約の効力が原則として停止され

ており、連邦弁護士法が改正されて規制の基礎となる規定が設けられるまでは、

弁護士の活動についての判断基準となるべきものが何もない状態である。

(2)弁護士事務所の企業化の傾向については、フランクフル トのように企業が進

出している都市においては、反対論は少ないが、そのような企業活動が活発で

はない地方においては、弁護士は国の司法の一端を担っているという自負が強

いことや弁護士倫理の側面から、弁護士事務所が巨大化していくことには抵抗

が強いようである。

しかしながら、現在の経済活動の実態を素直に考えれば、企業活動が活発な

ところでは、弁護士事務所も変化していかざるを得ないだろう。

(3)現 在、 ドイツ弁護士は約 7万 人いるが、そのうち3～ 4万 人はいわゆるプラ

イベートなプラクティス (純枠の弁護士業務)を している。その他については、

企業、弁護士会等各種団体、会計士事務所等で働いている。

3 MNP(多 国籍パートナー ・シップ)

現在、連邦弁護士法第206条 第2項 によって、相互主義を満たしていない非 E

C加 盟国の出身の弁護士については、 ドイツ弁護士とのパートナー・シップ (M

NP)を 認めてはいないが、 ドイツとしては、パートナー ・シップは広く認めて

いく方向にあり、相互主義さえ認められればt米 国弁護士は、 ドイツ弁護士とロ

ーカル ・パー トナー 0シ ップを結ぶ (米国弁護士が ドイツ国内に事務所を設けて

いる状態において)こ とも、グローバル ・パートナー 0シ ップを結ぶ (米国弁護

士が米国に事務所を設けている状態において)こ とも許される。

また、米国弁護士が ドイツ弁護士とそのようなィヾ―トナー ・シップを結んだ上

で、 ドイツ弁護士を雇用することは認められている。

現在、米国は相互主義を認めていないため、米国弁護士は ドイツ弁護士とパ
ー

トナー 0シ ツプを結ぶことはできないが、米国弁護士とドイツ弁護士が実際に内

部でどのような契約を結んでいるのか分からないため、現実には、米国弁護士と

ドイツ弁護士がパートナー ・シップを結んでいることは十分考えられる。

4 MDP(異 業種間パートナー 0シ ップ)等

ドイツ弁護士と公認会計士との間のパニトナー 。シップ (MDP)は 可能であ

るが、そのようなMDPを 結んだ場合、 ドイツ弁護士は法律業務を、公認会計士
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は会計業務を行うのであって、もちろんのことながら、他方の業務を行うことが

できるというものではない。

公認会計士が ドイツ弁護士を雇用する場合には、雇用された ドイッ弁護士は、

雇用主である公認会計士の顧客に対してリーガル 0サ …ビスを提供できるものの、

会計士事務所として法律相談を行うことができるのではない。もっとも、雇用さ

れた ドイツ弁護士は、当該会計士事務所を離れて、個人として法律相談を行うこ

とはできる。

5・ ドイツ弁護士とレヒツ,クンディガニとのパー トナー ・シップ等

(1)パ ートナー 0シ ップ

弁護士は、自由職業であるが、他方 レヒツクンディガ‐は許可権限を有する

裁判所長の監督を受けるため、自由職業ではない。したがって、弁護士会とし

ては、 ドイツ弁護士がレヒツクンディガーとパートナー 0シ ップを結ぶことに

なれば、 ドィッ弁護士の自由職業性に対する侵害を懸念せざるを得ないので、

そのようなパートナー 0シ ップに対しては反対の立場をとっている。

しかしながら、現実には、 ドイツ弁護士がレヒツクンディガーとパートナー ・

シップを結んでいる例があることは十分考えられる。しかしながら、弁護士会

としては、現在は弁護士倫理規約の効力が原則として停止されている状態にあ

るので、仮にそのようなパートナー 0シ ップが結ばれている事実を知ったとし

ても、具体的な制裁処分を行うことができない。

(2)事 務所の共同使用

ドイツ弁護士とレヒツクンディガーとが事務所を共同使用することは許され

ると考えるが、共同の看板を掲げるなど外部に対して一つの事務所であるかの

ような標示をすることは認められない。また、秘密保持の点についても十分の

配慮がなされなければならないと考えている。

(3)雇 用

レヒツクンディガーが ドイツ弁護士を雇用することになれば、レヒツクンデ

ィガーが、禁止されているドイツ法の取扱いを被雇用の ドイツ弁護士を通じて

実質的に行 う懸念があるので、許されないと考えている。

6 外 国ローファームの活動

(1)非 EC加 盟国であり、相互主義を満たしていない国、例えば米国は、連邦弁

護士法第206条 の適用を受けないので、米国弁護士が ドイツ弁護士を雇用する

ことは認められないが、 ドイツの弁護士資格を有している米国弁護士は、 ドイ

ツ弁護士を雇用することができる。
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なお、 ドイツの弁護士資格を有 している米国等の非EC加 盟国の弁護士が米

国等の外国ローファームに所属している場合に、 ドイツ国内において、専 ら当

該外国ローファームの本部の指示で ドイツ弁護士として仕事をしているならば、

ドイツ弁護士の独立性の観点から、弁護士会は反対し、そのまま放置すること

にはならないだろう。

(2)英 国のローファ‐ムも、フランスのローファームも、連邦弁護士法第206条

第 1項 の適用を受けることにより、 ドイツ弁護士を雇用することができるが、

英国のローファームは、 ドイッ弁護士を雇用しても、パートナーにすることが

少ないが、フランスのローファームでは、 ドイツ弁護士はパートナーになりや

すいので、対等性の観点からは、フランスのローファ…ムのほうが望ましいと

考えている。

(3)ド イツ弁護士資格を有する米国ローファームのパニトナーの米国弁護士が、

米国のローファーム名をフランクフルトの弁護士事務所に看板として掲げ、そ

れが弁護士会で問題とされたことがある。

しかしながら、弁護士会としてそれを黙認している状況にある。それは、現

在は弁護士制度については変革の時期であり、どの方向に赴くのか明らかでは

なく、我々も自信がないので、余程のケースでない限りは、具体的な行動に出

ることは妥当でないとの考えがあり、自重しているというのが真実のところで

ある。今後数年も経てば、現在のような混乱の事態が収拾されるのではないか

と考えている。

(4)ド イツは、第二次世界大戦後、日本と同様、米国の占領下にあったため、米

国の影響を強く受け、米国流の考え方が相当程度には広まった。しかしながら、

なお、 ドイツ人にとっては、米国人は法律の間隙を縫っているという感がする。

我々としては、米国流の考え方を更によく勉強しなければならないが、そもそ

も我々弁護士会は、 ドイツ国内にいる約 7万 人の ドイツ弁護士が法律サービス

を提供する可能性を探す立場にあり、その立場からは、我々の市場を荒らされ

るのは耐えがたいものがあるので、脱法行為に対 しては厳しく監視 していかな

ければならないと考えている。そして、フランクフル ト弁護士会においては、

そのような経緯にかんがみ、役員会において、各グループの意見が代表される

よう、従来一人であった事務局の人員を増加 して脱法行為の監視体制を強化 し

ているところである。 ヽ

仲裁代理

国際仲裁手続において、非 EC加 盟国の弁護士、例えば、日本の弁護士が日本
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から出張して日本企業の伸裁代理人としで活動するアド・ホックな仲裁代理は認

められている。仮に、毎月 1回 、 1年 間それを行うとしても問題はない。仲裁裁

判所が常設の伸裁機関であっても、任意に設けられるアド・ホックなものであっ

ても、差異はない。          ・

また、準拠法が ドイッ法であるか、日本法であるか、あるいは第 3国 法である

英国法であるかによっても、結論に差異はない。

ただし、当然のことながら、 ドィッ法に基づいて執行する場合には、執行に関

する事務を日本弁護士が行うことは認められていない。

-75-



オランダ

(制度の概要)

1 法 律事務の独占

訴訟代理は通常アドボカート (adovocaat/adoVoCaten)とプロキュ
ール

(procureur/procureurs)の資格を併せ持っているオラング弁護士に独占され、

不動産移転 (譲渡)に 関する書類、不動産管理 (信託
・遺言)に 関する書類の公

証等の業務は公証人であるノータリ
ー (notaris/notarissen)が行い、裁判所の

命令の執行等の業務は執行吏が行うこととされているが、それ以外の
一般の法的

助言、契約書等の作成は、特段の資格を必要とすることなく、誰でも報酬を得て

業として行うことができる。

したがって(非 EC加 盟国の弁護士も、知識
・能力があればオランダ法を含め

て法律相談業務一般を報酬を得て行うことができる。

2 MNP(多 国籍パートナ… 0シ ップ)

パー トナー 0シ ップ規則 (Regulation No。8 Partnership Regulation)により、

一定の要件の下に、外国弁護士 (非EC加 盟国の弁護士を含む)は 、オラ
ンダ弁

護士とパー トナ
ー 0シ ップを組むことができる。

3 MDP(異 業種
・
間パートナ

ー・シツプ)

パートナ=0シ ップ規則により、オランダ弁護士は、
一定の要件の下に、弁護

士以外の自由業専門職 (liberal profession)と
パー トナー 0シ ップを結ぶこと

が認められている。

4 オ ランダ弁護士の雇用

外国弁護士によるオランダ弁諄士の雇用は可能である。

(オランダ全国弁護士会における説明の概要)

l MNP(多 国籍パートナー ・シップ)

(1)外 国弁護士会の認証

オランダ全国弁護士会の総評議会 (G6neral council、四大ロ
ーファームか

らそれぞれ 1名 ずつ選出される4名 のメンパ
ーと小規模弁護士事務所の中から

地域性を考慮して選出される5名 のメシバ
ーの合計 9名 で構成され、そのうち

1名 はオランダ全国弁護士会長を兼ねる。)が 認証した外国の弁護士会の会員

である外国弁護士は、一定の要件を満たす場合には、オラング弁護士と
パート

ナー ・シップ (グローバル ・パートナ
ー ・シップを含む)を 結ぶことができる
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(パートナー・シップ規則第 2条 第 3項 第 1文 )。

、総評議会 (Ceneral Council)では、外国の弁護士会の入会資格や弁護士倫

理等がオランダの弁護士会のそれと同等であるか否かを判断基準として、外国

の弁護士会を認証するか否かを決定 している。これまでくEC加 盟諸国やEF

TA加 盟諸国のほかニュ…ヨーク州など米国の6～ 7州 を認証 している。認証

した外国の弁護士会については、オランダ全国弁護士会の会合で発表され、議

事録にて公表される。

認証を取り消すこともあり得るが、過去にそのような例はない。

(2)居住外国弁護士に関するMNPの 要件

認証された外国弁護士会の会員の外国弁護士が、オランダで永続的な事務所

を開設する (している)の であれば、その外国弁護士とオランダ弁護士とのパ

ー トナー ・シップは、以下の条件を満たさなければ、認められない (同規則第

2条 第 3項 第 2文 )。

① そ の外国弁護士が、母国 (原資格国)に おいて 3年 以上の弁護士実務経験

を有すること

② そ の外国弁護士が、オランダ全国弁護士会の会員に適用される弁護士倫理

に従って業務を遂行し、かつ、同弁護士会の監督に服する旨の誓約書を、自

己が事務所を設置する (している)司 法管轄区域の弁護士会 (単位弁護士会)

の会長に提出すること。

(3)パ ー トナー 0シ ップに対する監督等

単位弁護士会の監督評議会 (CounCi1 0f Supervision)は、パートナー ・シ

ップがパー トナー ・シップ規則の各条項を満たしているか否かを調査し、必要

な場合には、これに関して決定を下す権限が与えられている (同規則第 2条 第

5項 )。

また、パ…トナー 0シ ップを結んでいるオランダ弁護士は、オランダ弁護士

とし,て公に提出する書類に、パ
ー トナー ・シップのメンバーであるオランダ弁

護士及びその他の者 (外国弁護士 ・自由業専門職)の 名前、共同経営体の名前

(ローファーム名など)を 記載 しなければならない義務を負っている (同規則

第 3条 第 5項 )。

(4)な お、オランダ弁護士は、弁護士資格取得後、最初の3年 間は、見習い弁護

士 “stagiaire(trainee)'と して、先輩弁護士 (7年 以上の経験がある弁

護士)の 監督の下で働かなければならない (通常は、ローファームのアソシエ

イ トとして雇用される。)の で、外国弁護士が
“
stagiaire(trainee)"で
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あるオランダ弁護士とのパートナ
'…0シ ップを組むことは、他のオランダ弁護

士に認められていないのと同様に、許されていない。

2 オ ランダにおける外国ローラフームの活動状況等

(1)外 国ローフチームの進出の現状

パートナー ・シップ規則によってMNPを 認めてから20年 が経過したが、

これまでオランダに進出したのは、英国ローファームのクリフォード・チャン

ス  (Clifford Chance)と米国ローファームのベーカー ・アンド・マッケン

ジー  (Baker&Hckenzie)だ けである。

外国ローファームがオランダにあまり進出しないのは、オランダが小国であ

り、需要がさほど多くないこと、外国弁護士にはマイナーな言語であるオラン

ダ語の障壁があること、オランダ国内に国際競争力のある大きなローファーム

があることなどが理由であろう。

なお、現在、オランダ国内において、 40～ 50名 の外国弁護士が法律相談

等の業務に従事している。

(2)MNPに よる米国大ロー.ファーム等による影響

オランダ弁護士とMNPを 結んでいる外国弁護士がオランダに永続的な事務

所を設置している場合には、誓約書で宣言したように、その外国弁護士は、オ

ランダ全国弁護士会の弁護士倫理を遵守する義務がある。また、グローバル ・

パートナー ・シップの場合にも、パートナ…の外国弁護士が会員となっている

外国の弁護士会は、オランダ全国弁護士会総評議会によって認証されたもので

あるから、オランダ全国弁護士会の弁護士倫理と同等程度の弁護士倫理を有し

ており、当該外国弁護士は、その弁護士倫理を遵守する義務がある。

また、オランダ弁護士は、自己の職務の遂行に当たって、自己の自由と独立

を脅かしかねない義務を負ってはならないとされており (弁護士倫理第 4条 第

1項 、Rules of Condtct for Advocates,Rule 4 11)、オランダ弁護士会は、

MNPを 結んでもこの規則を遵守しなければならない。

しかも、弁護士倫理第 7条 (Rules of ConduCt fOr Advocates, Rule 7 )

には、 「オランダ弁護士は、お互いの合意に基づく解決のほうが、訴訟よりも

一般的に望ましいことを常に銘記しなければならない。」と規定しているので、

米国のような訴訟社会になる危険性は少ない。そして、オランダでは他の欧州

諸国と同様、米国のような成功報酬 (contingent fee)を禁止 しているので、

この点からも訴訟社会化の危険性は防止されていると言えよう`現 に、MNP

によって訴訟の数が増えたとは認められない。
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以上の点から、MNPに よってオラングの弁護士や弁護士制度が米国などの

影響を受けて好ましくなぃ方向に向かうというリスクはないと考えているし、

これまでの経験もそれを裏付けている。

なお、ォラングの口…ファームは、米国ローファァムとの競争もあって、英

国、フランス、 ドイッなどの弁護士とパートナー ・シップを結んでいるが、特

段の問題は生 じていない。

3 MDP(異 業種間バートナー ・シップ)

(1)MDPの 可否の基準 ・手続等

オランダ弁護士は、以下の条件を満たす弁護士以外の自由職業専門職とパー

トナー ・シップを結ぶことができる (パー トナー 0シ ップ規則第 2条 第 1項 )。

① そ の専門職が大学教育又はそれに相当する専門教育を要するものであるこ

と

② そ の専門職の開業者が、弁護士法に規定があるのと同等の懲戒規則を有す

る専門職全国組織 (団体)の 会員であること

③ そ の専門職の自由かつ独立した職務遂行、弁護士の依頼者の利益の増進、

弁護士と依頼者の信頼関係が、そのようなパートナー ・シップによって危険

にさらされないこと

そして、オランダ全国弁護士会総評議会 (Ceneral COuncil)は、以上の基

準に基づいて、オランダ弁護士がMDPを 結ぶことのできる他の自由業専門職

を決定する (同規則第 2条 第 2項 )。

なお、単位弁護士会の監督評議会 (Council of SupervisiOn)が、当該MD

Pが パー トナー ・シップ規則の各条項を満たしているか否かを調査し、必要な

場合には、これに関して決定を下す権限が与えられていることなどは、MNP

の場合と同様である。

(2)オ ランダ弁護士とのMDPを 認められている他の自由業専門職

これまで、公証人 (Royal BrothёrhoOd Of Notariesの会員)、 税理士(the

Netherlands Order of Tax Advisorsの会員)及 び弁理士.(the Order of

Patent Agentsの会員)は 、オランダ弁護士とMDPを 結ぶことができると

された。

しかしながら、公認会計士については、オランダ弁護士と同等の職業訓練を

受け、同等の倫理規範を有していることは認められるものの、オランダ弁護士

とはMDPを 結ぶことができないとされている。その理由については、多大の

時間を費やさなければきちんと説明することはできないが、あえて簡単に述ベ
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るとすれば、弁護士は
“
PARTIAL"(一 方に与する)で あるが、会計士は

“
INPARTIAL"(一 方に与しない)で あるという本質的な違いがあることによ

るものである。

なお、パートナー 0シ ップ規則の
一般解説及び第 2条 第 1項 の逐条解説には、

「総評議会は、弁護士以外の自由業専F5職集団をバ
ートナー ・シップの相手方

として認証できるか否かを考察する場合には、当該専門職の特性が、共同経営

体において、弁護士職の本質的な要素である
“
自由と独立

'|の
概念と両立可能

か否かを考慮しなければならないg第 二者 (である自由業専門職)と (パ
ート

ナー ・シップという)依 存関係に入ることによって、 (弁護士
・
が)依 頼者から

委ねられた利益をその他の利益に優先して増進し、依頼者と弁護士との特別の

'信
頼関係を尊重するという弁護十の本質的な義務を危険にさらすようなことが

あってはならない。」旨記載されている。

4 オ ランダ弁護士の雇用

外国弁護士がオランダ弁護士を雇用し、被雇用のオラング弁護士による法廷活

動によつて得られた報酬 (収益)の 分配を受けることは可能であり、問題は
ない。

なお、オランダ弁護士は、弁護士資格取得直後の 3年 間は、見習い弁護士

“
stagiaire(trainee)"と して、先輩弁護士 (7年 以上の経験がある弁護士)

の監督の下で働かなければならなぃので、外国弁護士は、 `Stagiaire

(trainee)'であるオランダ弁護士を雇用することはできない。

なお、オランダ弁護士や外国弁護士以外の自由業専門職によるオラ
ンダ弁護士

の雇用は、弁護士雇用規則 (Regulation No.10 RetulatiOn on the advocate in

employnent)によって禁止されている。

5 仲 裁代理

外国弁護士 も仲裁代理人になることができる。準拠法がオラ
ンダ法の場合でも

同じである。

オランダでは、仲裁は法律事務ではなく、私的な事項 (private matter)と考

えられている。

オランダには、米国仲裁協会 (AAA)に 類似 したオランダ仲裁協会

(Netherland Arbitratibn lnstitute)が存在し、そのォラ
ンダ仲裁協会のル

ールに従って仲裁が行われるのが通常である。

歴史的には、北欧との貿易を通じ、スウェ
ーデンの弁護士が仲裁代理を早 くか

ら行っていたのを許容してきた経綽がある。

6 オ ランダの弁護士制度の現状及び特徴等
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(1)ォ ランダ弁護士 (adャ。caten)の 数は、1985年には4975名 であったが、

1992年には7104名 と急速に伸びている。現在の弁護士 (advOcaten)数は

約 7500名 である。      ・

また、ローファームの規模に関しては、1985年には最大のローファームの弁

護士 (advocaten)数は 57名 で、次いで53名 のローシァームが2つ 、 52

名のローファニムが 1っ 、 51名 のローファ‐ムが2つ などとなっていたが、

1992年には所属弁護士 (advocaten)数が 60名 を超える口…ファームが 10

も存在 し、その10の ローファームに所属する弁護士の合計数は867名 にも

達している。

(2)オ ランダのローファームは国際化を指向しており、ニューヨーク州にはオラ

ンダのローファ…ムが 6つ も進出している。

このことは、オランダ弁護士が米国等外国のロースクールで外国法について

学習 していること、オランダの大学自体が外国の大学と提携 し、オランダ弁護

士の国際競争力を高めていることと密接な関連があると考えられる。

(3)法律扶助 (リーガル ・エイ ド)に 熱心に取り組んでいる。約 50パ =セ ント

の弁護士が法律扶助を取り扱っている。また、約 18パ ーセントの弁護士が法

律扶助にフルタイム (もっとも、法律扶助による収入のみでは不十分であるが)

で従事 している。現在、国庫から約 3億 5000万 ギルダー (約216億 円)

が支出されているが、法律扶助協会はこれでも少ないとキャンペーンを行って

きた。|

(訪問 Fロ ーファーム 〔仮称〕における説明の概要)

1 同 ローファームの概略

同ローファームは、オランダの四大ローファームの一つで、 120名 のパート

ナーを擁 している。パートナーの大多数はオランダ弁護士であるが、約 20名 は

公証人であり、少数だが外国弁護士もパー トナーとなっている。

同ローファームは、アムステルダム、ロッテルダムなどォランダの4つ の市に

所在 していた弁護士事務所 ・ローファ…ムが合併して大ローファーム
`と
なった。

最初の合併は、小規模のローフチァムでは動員可能な人手や知識 ・情報量の点で

クライエントに十分なリーガル ・サービスを提供することができないとの認識で

一致 したことが、合併の動機であった。最後の合併は1990年1月 1日 のことで、

当時、いずれも50名 程度のオランダ弁護士を有していた2つ のローファームが、

海外に進出するに当たって、ファイナンスやマン・パワーの点で合併することが
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有利であると考えて合併したのであった。

現在、オランダ国内に4つ の事務所を有するほか、パリ、プリュッセル、マ ド

リー ド、ニューヨーク、シンガポールにも事務所を設けている。また、北京には

業務提携先の事務所 (assOciated office)が あり、ジャカルタには連携 してい

る事務所 (correspondent office)がある。

同ローファーム所属の外国弁護士は、一般にオラング語が理解できないことか

ら、業務に使用する言語は英語としている。

また、同ローファームでは、EC法 、会社法、反 トラスト法、労働法などの部

門別制を採用し、専門化の要請に対応している。

2 海 外の事務所における業務活動の実態

(1)パ リの事務所には、パ‐トナーとしては、 3名 のフランス弁護士 (resident

partner)と 2名 のオランダ弁護士 (フランス弁護士であるアポカの資格も

取得 している)が 働いている。

パ リ事務所の事業計画や大綱や予算については、全パー トナ‐の会議におい

て、 1人 1票 の投票によって決せられる。パリ事務所のパー トナーには拒否権

はないが、事実上は、地元のパリ事務所のパートナーの発言は重視され、 1人

1票 以上の価値があると考えてよい。

また、事業計画や予算の具体的な執行に関する決定は、地元であるパ リ事務

所のパー トナー達によって決定される。

(2)マ ドリードの事務所は、オランダのクライエントがスペインに投資する際に

必要となるリーガル ・サービスを提供するために設置したものでありヽ現在、

オランダ弁護士のパートナー等のほか、スペイン弁護士のローカル ・パー トナ

…1名 が働いている。

当該スペイン弁護士の経験年数が少なかったため、取りあえずローカル 0パ

ートナーとしたものであって、今後パー トナーとすることも考えている。

ローカル ・パートナ‐は、マドリード事務所を含めた同ローファ■ム全体の

事業計画や予算等重要事項に関しての協議 ・決定に関与することはできず、そ

の意味でアソシエイトと同じであるが、地元 (マ ドリード)事 務所における事

業計画や予算等の執行にはパートナーと共に関与することができる。

3 海 外事務所における地元弁護士 (ローカル ・口上ャ_)に 対する影響等

(1)地 元の法律 (パ リ事務所であれば、フランスの法律)に ついて最もよく知っ

ているのは、地元の弁護士 (外国弁護士)で あるから、地元の法律に関する法

律事務は地元の弁護士に任せており、パー トナーのオランダ弁護士がその法律
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事務の取扱いに当たって影響力を行使するということはない。ただ、クライエ

ントとの関係から、オランダ弁護士も事情を一応把握しておかなければならな

、 いので、地元弁護士に対 して説明を求めることはある:

(2)外国弁護士の職務上の行為についても、すべてのパートナ‐が責任を負うこ

とになる。そこで、すべてのパートナーは、ヮール ドヮイ ド・
:イ
ンシュアラン

ス ・ポリシーによってカバーされることとしている。

(3)地元事務所の管理 ,運営に関する事項についての (パー トナー又はローカル 0

パートナー)外 国弁護士の意見は尊重することとしていることもあって、外国

弁護士が不満を抱いて同ローファームを辞めていくとぃう事例はない。

4 オ ランダで業務活動を行う外国弁護士に対する評価等

1970年代にスカンジナビアの弁護士がロッテルダムに事務所を設けて主として

海事法に関する法律相談業務を行ったのが、ォランダにおける外国弁護士の活動

の始まりである。

,オ ランダ弁護士は、クライエントのために良いならばということで、スヵンジ

ナビア弁護士の業務活動を助けた。スカンジナビア弁護士の活動はオランダ弁護

士の業務に刺激を与え、弁護士業務の効率化に役立ち、また、オランダ弁護士が

スカンジナビア弁護士からクライエントを紹介 してもらうこともあり、オランダ

弁護士にとっても利益であった。

当時から、外国弁護士がオランダに対して悪い影響を与えたというような事例

は聞いておらず、自由な競争がクライエントにとっても、オランダ弁護士にとっ

ても、有益なものとなっている。

(訪問Gロ ーファーム 〔仮称〕における説明の概要)

1 同 口…ファームの概略

同ローファームは、1976年にオランダ弁護士 (adovocaten)2名によって設立

され、現在、パートナー3名 、アソシエイ ト4名 等で構成されている。

事務所は、オランダ国内のユ トレヒトとアムステルダムにあり、M&A、 税法、

会社法、労働法等のビジネスに関連する法律業務のみを取り扱っている。

1989年、同ローファームが中核となり、 IACと いうネット・ヮーク・システ

ムのグループを創設 し(同 ローファームは現在もIACに おいて重要な役割を果

たしている。

2 1AGの 概略

(1)組 織の現状等
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IAG(Integrated Advisory Croup)は、従来から存在する弁護士間のネ

ット・ワークにとどまらず、ヨ=ロ ッパ全土に広がることを目指した多国籍の

異業種間の業務提携グループ (multi―disciplihary association)であること

に特徴がある。

そして、1993年2月 には、米国の4つ のファームも提携メンバー(AssOciate

Hember)に 迎え入れ、今後南アメリカや日本などアジアからもファームを提

携メンパーに迎え入れることになるであろう。

現在、加盟事務所は46あ り、そのうち37が 法律事務所 (弁護士事務所)

で、その他は税理士事務所、会計事務所である。 EC諸 国や米国など24か 国

に67の 事務所が所在するに至っている。

(2)目 的、 IAGの メリット

IAGは 、加盟事務所が (国境を越え、業種を越える)他 の加盟事務所から

良質のアドバイスを受け、国際取引に真に必要となる法律
0会計 ・税務等の分

野のサニビスをクライエントに提供するのを可能にすることを目的としたもの

である。

(3)事 件の送付 (周旋)、 IAGの メリット

パートナー 0シ ップとは異なり、各加盟事務所は独立 しており、しかも、非

排他的な組織 (non―exClusive association)としているので、加盟事務所は、

他の加盟事務所に対してのみ事件の送付 (周旋)を する (refer cases)こと

が義務づけられているものではない。他の加盟事務所よりも専門知識
・能力の

点で優れた非加盟事務所に事件の送付 (周旋)を することが許されるとしたほ

うがクライエントのためには良いとの判断に基づき、排他的な (exclusive)

組織とはしなかったものである。

しかし、各加盟事務所は、他の加盟事務所から事件の送付 (周旋)を 受ける

ことを期待しているし、現に、 lACに 加盟することによって、各加盟事務所

は、多くの事件の送付 (周旋)を 受けることができるようになったというメリ

ットがあるので、加盟事務所が IAGと 類似のグループのメンバ
ーとなるに当

たっては、事前に IAGの 委員会の承諾を得なければならないこととしてい

る。

(4)IAGの デメリット

①  IAG加 盟●―ファームにおける意思決定のプロセスが,般 的に遅 く、特

定の質問に対する回答を迅速に得ることができない傾向にある。

② 加 盟事務所間の競争の問題が絶えず生ずる。
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③ 請 求書に関する議論が常に生ずる。もっとも、この点については、ルール

を設定すべくメンパーの会合の際に議題に取り上げて検討 している。

IAGが パ…トナー ・シップに発展する可能性

将来、 IAGの 加盟事務所間の関係がパー トナー・シップに発展することが考

えられないではないが、少なくとも現在は、CCBE(ヨ ーロッパ弁護士団体連

合会)が 、その行動規範 (Code of Conduct)において、弁護士と非弁護士との

間の収益の分配、ひいては、MDP(異 業種間パ∵トナー 0シ ップ)を 禁止 して

いるので、この点が陰路となろう。

4 外 国の大口…ファームの影響等

(1)オ ランダ国内に
'は
、オランダ語の障壁があり、しかも、オランダ法を最もよ

く知っているのはオランダ弁護士であるから、オランダ企業は、,今後もオラン

ダ弁護士を利用し続けるであろう。

したがって、英 。米の大ローフチームの脅威は感じていない。

(2)オ ランダ弁護士が米国のロースク‐ル等で米国流のリーガル ・サービスの提

供の仕方を学び、その質が高く、幅が広い (extensive)ことに感銘を受けて、

その流儀に習っているという点においては、米国の影響はあると言えるであろ

う。
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ベルギー

(制度の概要)

1 法 律事務の独占

訴訟代理は一部の例外を除くと、ベルギー弁護士であるアボカ (avocat、ただ

し、北部のオランダ語系地方ではアドポカートーadbv6caat/ad6vocaten、南東部

の一部の ドイツ語が用いられる地方ではレヒツアンパル トーRechtsanlaltという

資格名称が用いられている。なお、スタジェニル (stagiaire)と呼ばれる修習

生は、 3年 間の修習期間中も、アボカと同等の権利を持っており、弁護士会の備

える修習生名簿に登載される上、 2年 間修習生名簿に登載された者は、アポカと

共に弁護士会のメンバーとなる)に 独占されている。また、不動産移転 (譲渡)、

抵当権設定、遺言、法人の設立、競売などに関する一定の公的書類の作成は、公

務員である公証人 (ノーテール、notaries)のみが排他的権限を有 している。

それ以外の一般の法的助言、契約書等の作成は、特段の資格を必要とすること

なく、誰でも (外国弁護士を含む)報 酬を得て業として行うことができる。

法律上は、外国弁護士がベルギー法に関する法的助言、契約書等の作成を行 う

ことは禁止されていないが、非EC加 盟国の国民が、自由職業に就 くためには、

中産階級省 (Hinistёre des Classes loyennes)発行の職業カー ドが必要であり、

雇用されるためには、労働省発行の労働許可証が必要であるが、非 EC加 盟国の

法律家に交付される職業カードにも労働許可証にも、
一般に 「ベルギ‐法の業務

を禁ずる」旨の記載がある。EC加 盟国の外国弁護士は、母国の資格名称で活動

することが認められ (母国の資格名称がラボカの場合には、国名付記の要件が課

される)、 知識 0能力があれば、ベルギー法の業務を行うこともできる。

なお、外国弁護士は、EC加 盟国出身、非EC加 盟国出身を問わず、活動する

に当たってベルギーの弁護士会に登録する必要はなく、登録 しない場合には、ベ

ルギーの弁護士会の監督に服さない。

2 MNP(多 国籍パー トナー ・シップ)等

(1)Bリ スト登録

1984年5月 22日、プリュッセル弁護士会は、弁護士会内部規則に 「プリュッ

セル弁護士会弁護士名簿に登録する弁護士の事務所における外国弁護士会員の

開業に関する規則」 (現在は、 「プリュッセルで開業する外国弁護士の会員」

というタイ トルが付けられている。)を 補完した。なお、パ リ弁護士会との協

定に基づき、同弁護士会会員に対しては、同規則の内容とは異なる特別の待遇
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が与えられている。

, 同 規則により、プリュッセル弁護士会会員の事務所を使用する外国弁護士の

登録のために、 「Bリ ス ト」という通称で呼ばれているプリュッセル開業外国

弁護士の会員 リ ス ト (Liste des mёmbres de barreaux 6trangers ёtablis a

Bruxelles)が作成されることになり (同規則第70条)、 同リストに登録を認め

られた外国弁護士のみが、プリュッセル弁護士会会員 (アボカ)の 事務所で業

務を営むことができる (同規則第69条)。

なお、 Bリ ストに登録されるためには、 「ベルギーにおいて、国際法、ヨー

ロッパ法及び外国法のみを扱い、ベルギ=国 内における事務所単一主義に関す

る規則等プリュッセル弁護士会の諸規則 ・諸決定に従う」旨の誓約書

(engagement)に署名しなければならない (同規則第70条第4号 )の で、EC

加盟国の国民であっても、 Bリ ストに登録した外国弁護士は、非 EC加 盟国出

身の外国弁護士と同様、ベルギー法の業務を行うことができなくなる。

ところで、プリュッセルにはフランス語系の弁護士会とオランダ語系の弁護

士会があるので、以上の規定により、プリュッセル弁護士会会員 (アボカ)の

事務所で業務を営むことのできる外国弁護士 (Bリ スト登録外国弁護士)は 、

いずれかの弁護士会に入会 し、当該弁護士会のBリ ストに登録されていること

になる。

同規則は、法令上の根拠を持たない内部規則であるため、Bリ スト登録外国

弁護士を含むプリュッセル弁護士会の会員に対してのみ規範となる。

(2)プ リュッセル弁護士会会員 (アボカ)と Bリ スト登録外国弁護士の協力関係

プリュッセル弁護士会会員 (アボカ)と Bリ スト登録外国弁護士は、グルー

プメント (grOupement)の契約を結ぶことができ、この契約は、外国ローファ

ームのプリュッセル事務所の開設を内容とすることができる (同規則第71条)。

また、プリュッセル弁護士会会員 (アボカ)と Bリ スト登録外国弁護士は、

後者が前者と協力 (collaboration)して職務を行うことを内容とする契約を

結ぶことができる (同規則第72条)。

さらに、 Bリ ストに3年 以上登録された外国弁護士は、プリュッセル弁護士

会会員 (アボカ)と アソシエーション (aSSociation)契約を結ぶことができ、

仮にBリ スト登録の期間が 3年 に満たない外国弁護士であっても、自己の所属

する外国ローファームのパー トナー (外国弁護士)が 継続して 3年 以上 Bリ ス

トに登録 していれば、そのパートナこと共に、プリュッセル弁護士会会員 (ア

ボカ)とアソシエーション(aSSociation)契約を結ぶことができる (同規則

,87-



舅彗73劣自) 。

なお、グループメント (grOupement)とは、経費を共同で負担することを内

容としているにすぎない契約であり、アソシエニション (aSSOciation)とは、

収益をも共同することを内容としている契約である。

(3)ア ソシエーション (aSSOciation)等の契約の審査

ア ソ シ エ ー シ ョ ン ( a S S O C i a t i o n )契 約 、 グ ル
ー プ メ ン ト ( = r O u p e m e n t )契

約、協力 (coHaboration)契 約を締結するに当たっては、事前にブリュッセ

ル弁護士会の理事会 (coseil)の承認を得なければならないが、それらの契約

書は、署名当事者において、ベルギ
ー国内においてベルギー弁護士 (アボカ)

の特性とされる独立性を保証するものでなければならず、しかも、アソシエ
ー

ション (aSSOCiation)契約書及びグル
ープメント (grOupenent)契約書には、

「Bリ スト登録外国弁護士は、ベルギー国内においては、アソシエ
ーション又

はグループメントの枠内において業務活動を行う」旨の記載をすることになっ

ている (同規則第74条)。

3 MDP(異 業種間パートナー ・シップ)

許されないと考えられている。

4 ベ ルギ‐弁護士 (アボカ)の 雇用

司法法典 (Code judiciaire)第437条 において、 「
ベルギー弁護士 (アボカ)

の職務は、弁護士の独立と弁護士業の品位を害する公的又は私的な報酬を得る職

(emplol)もしくは活動とは両立しない」と規定しているところ、
ベルギー弁護

士 (アポカ)が 、他のベルギ
ー弁護士 (アポカ)や 外国弁護士 (Bリ スト登録の

有無を問わず)な どに雇用されることは、
一般に、ベルギー弁護士 (アボカ)の

独立性を害するとして禁止されている。

もとより、弁護士会に登録していないベルギ
ー弁護士 (アポカ)資 格取得者を

外国弁護士が雇用することは可能である。

(ベルギー全国弁護士会における説明の概要)

1 ベ ルギニ全国弁護士会の組織等

現在、ベルギーには 1万 人以上のベルギ
ー弁護士 (アボカ)が いる。 (注、19

90年8月にはアボカの数は約 8000名 であった。)

ベルギーには、地域ごと等の弁護士会が29(プ リュッセルにはフランス語系

弁護士会とオランダ語系弁護士会の2つ がある)存 在し、各弁護士会の会長は自

動的にベルギー全国弁護士会の理事 (Cousel)になることになっている。
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各地区の弁護士会は、ベルギー全国弁護士会からも独立 した自治権 (autonomy)

を持ち、ベルギー弁護士 (アボカ)に 対する監督権と懲戒権を有 している。

ベルギー全国弁護士会は、ベルギー弁護士全体の利益代表であるが、各地区の

弁護士会が自治権を持っている関係上、弁護士会による運営方法に相当のバラツ

キや矛盾が生じるおそれがあるので、そのようなパラツキや矛盾が生 じることあ

ないように調整する役割 も担っている。

2 プ リュッセルにおける外国弁護士の活動

プリニッセルのフランス語系弁護士会のBリ ストには約 120名 の外国弁護士

が、オランダ語系弁護士会のBリ ストには約 40名 の外国弁護士が、それぞれ登

録 している。

プリュッセルで活動している外国弁護士の数については、統計がないので確固

とした数字を把握することはできないが、 400な いし500名 程度ではないか

と推測される。それを前提にすれば、 3分 の1程度の外国弁護士がBリ ストに登

録 していることになる。

(プリュッセル弁護士会における説明の概要)

1 プ リュッセルにおける外国ローファームの活動による影響等

(1)プ リュッセルにおける弁護士コミュニティ

プリニッセルで活動 している弁護士 (外国弁護士を含む)の 数は約 3500

名であり、そのうち外国弁護士の数は400～ 500名 である。そして、クロ

ス ・ボ‐ダー取引に関する法律事務を取り扱っている弁護士 (外国弁護士を含

む)は 約 1500名 である。

プリュッセルの弁護士の間においてク|ス 0ボ ーダー取引に関する法律事務

を取り扱っている弁護士が多いことは、プリュッセルにおける外国弁護士の活

動の増加とは余り関係がないるむしろ、EC法 の発展によって、EC法 の需要

が内外において増大 したことが大きな原因になっていると考えている。

ただ、プリュッセル弁護士会の中には、ベルギー弁護士 (アポカ)が クロス ・

ボーダー取引に関する法律事務に参入することに反対する意見もある。

(2)訴訟社会化の有無等

米国ローファームの進出に影響されてプリュッセルが訴訟社会化 したという

ことはない。米国の 10分 の 1も 訴訟があればベルギ…の弁護士にとっては結

構なことである。

我々は、プリュッセルに進出してきた外国弁護士は、ベルギーの弁護士コミ
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ュニティに統合 (integrate)されていると考えている。 したがって、プリュ

ッセルの弁護士会は、これまでの伝統を維持していると考えている。

(3)特 定の分野の独占の有無等

米国や英国のローファームは、米国や英国の企業等が主たる依頼者 (クライ

エント)で あるが、米国法や英国法に関する法律事務については、他の国の企

業等の依頼者を獲得している。したがって、ベルギー弁護士 (アボカ)に とち

て、米国や英国のローファームと競争しなければならないものの、特定の分野

にせよ、市場全体が米国や英国のローファームに独占されているということは

ない。

(4)ベ ルギー弁護士等の吸収

米国のロ
ニファームは、EC法 の業

`務に関心があることから、ECの 若い弁

護士に対 して、ECの ローファームよリー般に40～ 50パ ーセント程度高い

サラリーと米国における研修や留学を誘い文旬にして就職を促している。

確かに、そのような条件は若いベルギー弁護士 (アポカ)に は魅力的であり、

米国のローファームに就職 した者も多いが、ベルギー弁護士 (アボカ)に とっ

て、米国ローファームにはベルギーのローファームにおけるようなキャリアの

将来性がないことに気付き、米国ローファームを辞めて、ベルギーのローファ

ームに就職 し直すケ∵スも多い。

したがって、米国ロァファームとECロ ーファームの若い弁護士の採用に関

する競争は=応 治まっている状況 (under control)にある。

パー トナー ・シップ

(1)パ ートナー ・シップ契約の審査

プリュッセル弁護士会では、同会会員の弁護士 (アポカ)が 締結するパー ト

ナー ・シップ契約書のコピーを提出させ、弁護士会として認めるか否かを審査

する。それは、同会会員の弁護士 (アボカ)同 士が締結するパートナー 0シ ッ

プ契約についても同様である。

審査の基準は、パートナー 0シ ップ契約においてパートナ
ーが平等の関係に

あるか否かであり、パニ トナ■が平等の関係にあるか否かの基準は、各パート

ナーが各自が一票の議決権を有するか否かである。            、

しかしながら、プリュッセル弁護士会は、パートナー 0シ ップ契約の審査が

できるのみであり、パー トナー 0シ ップ契約そのものを禁止することはできな

い 。

(2)グ ローバル ・パー トナT・ シップ
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グローパル ・パー トナー |シ ップは可能であり、プリュッセル弁護士会が保

存している同会会員の弁護士 (アポカ)の パートナー 0シ ップ契約書のコピー

の中には、グロニバル ・パー トナー・シップに関するものがある。

グローバノン・パートナー ・シップ内の意思決定に関して紛争が生 じた場合に

は、それがプリュッセルにおける業務活動に専ら関するものであれば、プリュ

ッセル弁護士会のルールに従って解決される。

グローバル ・パー トナー ・シップの全体にかかわる問題については、現時点

では明確な解決方法は定まっていない。米国は、例えば、ニューョークに本拠

を持つ口…ファ…ムの場合には、ニューョーク州のルールに従って解決するよ

うに要請 してきており、現在、この件については、ABA(米 国法律家協会)

と交渉中である。

(3)MDP(異 業種間パー トナー ・シップ)

法律家 (Lawyer)ではない者とのパートナー 0シ ップは、ベルギー弁護士

(アボカ)の 独立性を危うくすることから、現時点では、許されないと考えら

れている。

公証人 (ノーテール)な どの法律家との収益の分配は認められるだろう。

MDPの 問題点は、①弁護士の独立性、②利益相反 (conflict of interest)

③依頼者の秘密の3点 についてどのように取り扱うかということである。

現時点では、プリュッセル弁護士会において、今後MDPに ついて熱心に討

議がなされる見通 しはない。

ところで、契約書を作成するのは弁護士の仕事なので、MDpで ぁることが

明確なものはさておき、実質的にMDPと 考えられるものについて、どのよう

に取り扱うかは難 しい問題である。

もっとも、ベルギ‐では、誰でも法律相談を業務として行うことができるの

で、例えば、公認会計士事務所において法律相談を業務として行うことは禁止

されていない。

ブリュッセル弁護士会規則の連反に対する制裁措置

プリュッセル弁護士会は、パー トナー ・シップ契約を審査することができるだ

けなので、プリュッセル弁護士会会員や同会会員とパートナ… 0シ ップ契約を

結んでいる外国弁護士に同会規則違反があった場合にも、パートナ=0シ ップ

契約そのものを禁止することはできない。

ブリュッセル弁護士会規則は、 Bリ ストに登録されていない外国弁護士には

適用されないので、外国弁護士にブリュッセル弁護士会規則に違反する行為が
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あっても、制裁を課すことはできない。

Bリ スト登録外国弁護士が、プリュッセル弁護士会規則に違反した場合には、

戒告などの制裁をすることになるだろうが、Bリースト登録を取り消して除名す

ると、プリュッセル弁護士会には監督権がなくなってしまい、違反行為が野放

しになってしまうので、通常は除名することはない。

一方、ベルギー弁護士 (アボカ)で あるプリュッセル弁護士会会員は (同会

会員であることにより、アポカと名乗ることができ、訴訟代理権を有すること

ができるので)、 同会会員に対する制裁は有効である。
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. EC

(EC統 合と弁護士制度)

1 2つ の EC指 令

ECで は、自由業に関する地域的規制の段階的な撤廃を義務付けたヮ
ーマ条約

の内容を実行に移すため、 これまで、弁護士業の自由化に関 し、加盟各国に対 し

て以下の指令 (ディレクティプ)を 発 している。

(1)1977年3月 22日付けサ…ビス指令 (1979年3月 1日 に効力発生)

事務所設立を伴わなぃ範囲で、 EC加 盟国の弁護士が他の加盟国において

リーガル ・サ‐ビスを効果的に行うことができるための政策を採用するよう

加盟国に指示した。

(2)1988年12月21日付けディプロマ指令 (1991年1月 4日 に適用開始)

弁護士あるいは会計士等の専門職 (大学又はこれと同等の教育機関で最低

3年 以上の教育が必要とされるもの)が 業務を行うにつき必要とされる資格

を加盟国において相互に承認 し、他の加盟国において改めて資格を取得する

必要がないような制度を立法化するよう加盟国に指示した。

ただし、弁護士のように、学問又は職業活動の内容が受入加盟国 (ホスト

国)に おいて実質的に異なっている場合には、
｀
受入加盟国は、適正試験

(aptitude test)を課すことが許されている。

2 弁 護士の開業する権利に関する指令 (Directive on Right Of Establishment

for Lawyers)  (J置)

CCBE(ヨ ーロッパ弁護士団体連合会)は 、1992年10月23日の総会において、

「(ECに おける)弁 護士の開業する権利に関する指令」 (案)を 採択 し、EC

委員会に提出した。同指令案の内容は、以下のとおりである。

(1)弁 護士は、原資格国 (ホーム国)以 外のEC加 盟国において、事務所を設立

する権利を有する。

(2)受 入国 (ホスト国)に 事務所を設立する弁護士は、ホスト国の弁護士会に登

録 しなければならない。

(3)原 資格国 (ホーム国)に おける弁護士の資格名称 (例えば、連合王国であれ

ばバリスターやソリシタ…など、フランスであればアポカ)を 用いて開業する

弁護士は、ホスト国の法廷において現地の弁護士との共同により臨時的にクラ

イエントの代理を行う権利を有するが、 「死亡した人の所有地の管理権を取得

するための正式書類の作成」や 「土地に対する権利を発生又は移転させる正式
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書類の起草」など特殊な分野については、取り扱うことができない。

(4)受 入国 (ホスト国)の ディプロマを有しない弁護士が、受入国 (ホスト国)

における弁護士の資格名称を用いて開業するには、ディプロマ指令に従って、

受入国 (ホスト国)の ディプロマと同等のディプロマをもち、かつ、同指令が

要求しているその他の条件を満たさなければならない。

受入国 (ホスト国)に 原資格国 (ホ‐ム国)の 弁護士の資格名称で登録した

上、 3年 間実効的かつ永続的に業務に携わった弁護士が、受入国 (ホスト国)

の弁護士の資格名称を用いたい場合は、通常であれば受入国 (ホスト国)の 弁

護士資格を取得するに当たって受けなければならない適正試験 (aptitude

teSt)の全部又は実質的な部分が免除される。

(5)原 資格国 (ホーム国)に おける弁護士の資格名称を用いて開業する弁護士も、

受入国 (ホスト国)の 弁護士と同様の義務や行動規範 (弁護士倫理)に 服さな

ければならない」もっとも、かかる義務や行動規範はヽ CCBEの 共通行動規

範 (Co面mon code of Conduct)やローマ条約の規定に合致するものであって、

かつ、かかる義務や行動規範の運守が公共の利益の観点から客観的に正当化さ

れる限りにおいて、適用されるようにしなければならない。

(6)受 入国 (ホスト国)に 開業する弁護士は、弁護士に課せられている義務に従

わなかった場合には、受入国 (ホスト国)の 規則及び手続に従って懲戒処分を

受ける。

(7)原 資格国 (ホーム国)に おいて、同国の規則に従って共同して業務に携わる

(practice in association・・・その法律上の形態のいかんを問わず、 2

名以上の弁護士が永続的な形で共同で法律事務を行い、かつ、一般公衆に対 し

で自分たちが共同して業務を営んでいることを公称している場合)弁 護士は、

受入国 (ホスト国)に おいて、個人としても開業できるし、共同体 (assOciat

ion)の メンバーとしても開業できる。

加盟国は、原資格国 (ホーム国)の 資格名称で登録された原資格国 (ホーム

国)を 異にする弁護士同士による共同体 (association)及び原資格国 (ホー

ム国)の 資格名称で登録された弁護士と受入国 (ホスト国)の 弁護士の共同体

(association)に よる業務を許容しなければならない。

(8)原 資格国 (ホーム国)で 共同で業務に携わり、受入国 (ホスト国)で も共同

体のメンバーとして開業する弁護士は、受入国 (ホスト国)で 業務に用いる名

称として、彼及び共同体のメンパーたちが原資格国 (ホーム国)で 使用するど

のような名称でも採用することができる。
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受入国 (ホスト国)の 管轄機関は、開業する弁護士に対し、そのような名称

を用いる際は、受入国 てホスト国)で その共同関係を代表することになる弁護

士の氏名を添えるよう要求することができる。

(EC委 員会における説明の概要)

1 弁 護士の開業する権利に関する指令

(1)CCBEか ら弁護士の開業する権利に関する指令 (案)の 提出を受けたが、

EC委 員会では、同指令の第一 ドラフトを作成し、現在議論中である。

今後、早くて本年 7月 、遅くて本年 9～ 10月 こぅにEC委 員会で採択 し、

続いて閣僚理事会にかけ、その後、EC加 盟各国の政府内で議論されることに

なる。

(2)非 EC加 盟国の国籍を有する者で、EC加 盟国の弁護士である者に対 しては、

EC指 令の適用はない。彼らは、当該EC加 盟国一国の弁護士になるにとどま

る。

EC指 令は、EC市 民 (EC加 盟国の国籍を有する者)に 対 してのみ適用さ

れる。

(3)非 EC加 盟国の弁護士がEC域 内で活動する場合の規制については、 EC加

盟各国が決定権を有する。

2 EC指 令の法制化に関連する感想

EC加 盟各国間の差異は、日本とEC加 盟各国との差異よりも小さいが、それ

でも、EC加 盟各国は、他のEC加 盟国とは異なった独自の歴史、文化に根ざし

た司法制度を有 している。そして、EC加 盟各国は、そのような差異を乗り越え

て調和させようとしている。我々は今までの経験を生かして今後も国際化を進展

させていきたい。

(CCBEに おける説明の概要)

1 パ ー トナー ・シップ

(1)パ ー トナー ・シップと協力関係 ・提携関係

アングロサタソンにおいて一般に使用されている 「パートナー 0シ ップ」の

定義は必ずしも明らかではない。

そこで、 CCBEの 弁護士の開業する権利に関する指令 (案)に おいては、

パー トナー ・シップという用語は用いず、 「2名 以上の弁護士が、永続的な形

で共同で法律事務を行い、かつ、一般公衆に対して自分たちが共同して業務を
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営んでいることを公称している場合」には、 「共同して業務を営む (practice

in association)」という用語を用いている。

(2)ロ ーカル ・パートナー 0シ ップ

EC加 盟国内に住所を有する非 EC加 盟国の弁護士事務所又は弁護士が、E

C加 盟国の弁護士事務所又は弁護士とパートナァ 0シ ップ契約 (●―カル ・パ

ートナー 0シ ップ)を 結べるか否かについては、現時点では、 EC加 盟各国の

政策等によって、
'各
国の取扱いは異なる。

CCBEと しては、現在EC委 員会において検討中の弁護士の開業する権利

に関する指令におけるEC域 内のパ=ト ナー ・シップと同様に取り扱うことが

相当ではないかと考えており、現在、将来におけるCCBEと しての方針を検

討 しているところである。

(3)グ ローバル 0パー トナー ・シップ

EC加 盟国内に住所を有しない非EC加 盟国の弁護士事務所又は弁護士が、

EC加 盟国の弁護士事務所又は弁護士とパートナー・シップ契約 (グロ
ーバル ・

パートナー 0シ ップ)を 結べるか否かについては、ECと しての規則はなく、

また、現在 EC委 員会において検討中の弁護士の開業する権利に関する指令に

おいても規定される予定はない。したがって、EC加 盟各国の政策等にようて、

各国の取扱いは異なる。ただし、両者の住所以外の第二国において、グロ
ーバ

ル ・パートナー ・シップを締結するというのは現実的ではないので、結局、住

所のある国の規定に従うことになるだろう。

この問題を考えるに当たっては、何が依頼者 (クライエント)に とって最も

利益になるかとの観点から政策決定をしていかなければならない。

(4)MDP(異 業種間パートナニ ・シップ)

現在、 CCBEで は、会長や事務局長を中心に、弁護士と公認会計士等との

MDPに ついてのECと しての詳細な政策を策定すべく検討 している。

本年 4月 のCCBEの 準備会合において検討した結果、EC加 盟各国の弁護

士会の代表者の間では、CCBEは MDPに ついて許容する方向で積極的には

進めないとの立場で一致したも

なお、 ドィッにおいては、MDPが 実際に存在するが、それは、弁護士と公

認会計士の規則や行動規範 (倫理)が ほぼ同じであることが原因になっている。

ドイツとしては、MDPを 他のEC加 盟国にも広げようとの考えはない。

また、オランダにおいても、法令や弁護士会の規則上は、MDPは 可能であ

り、オランダ全国弁護士会総評議会は、オランダ弁護士が公証人
・税理士 ・弁
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理士を,・MD¨P を̈結ぶことを許容したが、オラン・ダ弁護士が公認会計士どMDP

を結ぶことについては、容認していないため、現在、オランダ弁護士が公認会

計士とMDPを 結ぶことはできない。

3 日 本 ・EC・ 米国における弁護士倫理

各国の弁護士制度 ・外国弁護士受入制度における違いは大きいが、弁護士倫理

にっ
‐いて1ま、漱つ 上げてセヽる点が,各国:とも非常 に瀬 似t・てい'るbし 'たがって、:他

の国で開業 している弁護士に関して、受入国 (ホスト国)の 弁護士との間におい

て、弁護士倫理について問題が生 じることは少ないであろう。
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オース トラリア ニ ュ‐ ・サウス

受入制度の現状並びにオース トラ

ウェルズ州における弁護士制度及び外国弁護士

アにおける外国弁護士受入制度の動向

1.ニ ュー ・サウス・ウェルズ州弁護士は,パ リスターとソリシターの2種 類の資

格に分かれ,バ リスターは法廷事務を扱い,ソ リシターは訴訟の準備又一般の法

律事務を扱う。バリスターはパー評議会 (バ…・カウンセル), ソ リシターはロ

ー ・ソサエティ (法曹協会)が 監督 しているb

新 しくソリシターになった者は,ソ ロ・プラクティショナ…又はパTト ナーと

して実務を行う権限を付与される前に, 1年 間他のソリシターの被雇用者として

実務を行わなければならないという制限を受ける。

しかし,新 しくソリシターになった者は,単 独で法廷に立会するなどソリシタ

ーとしてのあらゆる法的職務を行うことができる。

2.1987年 法第 117条 によれば,原 則として報酬を得て法律事務を行 う者は,

パー評議会又は法曹協会の現に有効なPC(業 務免許証)を 所持 していなければ

ならないので,無 資格者が報酬を得て法律事務を扱うことは禁止されている。

3。 1987年 法, 1988年 ガイ ドライン及び1992年 声明には,強 行規定の

相互主義はない。 1988年 ガイ ドライン, 1992年 声明には,外 国法律事務

所開設に関 しての任意的な相互主義が考慮されている。

4.外 国弁護士に対する実務経験は要請されていない。

5。 外国弁護士に対する入国管理規制

在外公館で,事 前に専門職 (管理者,ス ペシャリスト)の 査証を取得。 (申請

書 55号 様式,招 聘者の保証書,履 歴書,手 数料)

6。 適用法令等

(1) 1 9 8 7年 法  (LEGAL PROFESS10N ACT 1987)

(2) 1988`千 ノドイ ドライン(INTERNAT10NAL PRACTICE : POLICY AND RULES,

[11391][11396][11401][11406])

(3) 1 9 9 21Fテ営1月 (LAT COUNCIL OF AUSTRALIA POLICY STATEIENT

INTERNAT10NAL LECAL PRACTICE 1992)
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(|) 8 7年 法  (LEGAL PROFESS10N ACT 1987)

5条  主 として裁判所においてパリスター又はソリシターとして行動す

ることに関する規定

7条  一 般的な法律事務に関する規定 (バー評議会又は法曹協会が発行

する現に有効な業務免許証を所持するものに限り,報 酬を得て法

律事務が行える。)

117条 の適用範囲はニュニ ・サゥス ・ゥェルズ州法に限定さ

れるのか外国法を含む法律に適用されるのかは何ら明示ぎれてい

ない。しかしながら,会 計士,保 険数理士,不 動産取引代理人等

多くの無資格者が当該業務を行う上で,一 般法律事務を現に取 り

扱っている。

9条

1項  ソ リシターが通常ソリシターによって処理される種類の業務に対

する報酬を他の者と分配することは,以 下の場合を除いて職業上

の過誤となる。

(a)そ の者が, ロー ・ソサェティが発行する有効な業務許可証を

有 している場合

(b)ロ ー ・ソサエティが最初に同意を与えている場合

(2) 1 9 8 8」軍ガ
・
イ ドライン(lNTERNAT:ONAL PRACTICE I POLICY AND RULES)

1987年 法 119条 (ソリシターとの報酬の分配)を ベースに規定された。

当該ガイ ドラインは,ニ ュー ・サウス・ゥェルズ州の弁護士ではない外国弁護

士に適用されている。

概要

① 外 国弁護士及 び外国 ロー ・ファームは ロー ・ソサェティの認可

(Permission)を受ければ,単 独でその属する外国の法律について助言す

る業務を行うことができる。 [11391]

②  ロ ー ・ソサエテ ィは以下 の形態 のイ ンテグ レァ シ ョンを認可

(Permlsslon)1炉′6。  [11391]

(a)州 のソリシターはロニ 0'サ エティの認可(Pernission)を受けて外

国ロー ・ファームと同一の事務所名称で業務を行 うことができる。

(b)州 のソリシターは口… ・ソサエティの認可(Permission)を受ければ,

９

　

１

１

　

１

■
■

■
■

１
■

■
■
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外国ロァ ・ファームと報酬を分配することができる。

(注)イ ンテグレーションは,パ ートナ…シッ

③ 州 内に居住する外国弁護士は外国ロー 0フ

ソリシターとパ=ト ナーシップを結んではな

を雇用してはならない。[11396(b)]

プを意味するものではない。

ァームの業務を行う州内の

らず,又 かかるソリシター

④ 現 に有効な業務許可証を有しない外国弁護士はソリシターとして行動

しない限り,州 のソリシターに雇用されることができる。[11396(c)]

⑤ 外 国弁護士は州のソリシタ
ーが服する行動基準と倫理規定に従う義務

がある。[11396(a)]

⑥ 外 国ロー ・ファームはロー 0ソサエティに下記誓約書を入れる必要が

ある。

(1)ロ ー ・ファームのすべての財源が州内の事務所及び州内に居住する

パートナーに利用可能であること。

(1)州 内に居住するパートナ
ーによる当該ロー ・ファームの州内におけ

る業務に関連して発生する損害賠償義務について連帯 してその責に任

じること。

(1)州 に関連する事項については州のソリシタ
…が服する行動基準及び

倫理規定を遵守すること。

(ヤ)当 該ロー ・ファ=ム はニュ
ー ・サウス・ウェルズ州法を扱わず,ニ

ュー ・サウス・ウェルズ州で法律事務を行う資格のある旨表明しない

ヽと。 [11401]

(3) 1 9 9 2年 声明  (LAW COuNCIL OF AuSTRALIA POLICY STATE‖ENT

INTERNAT!ONAL LEGAL PRACT:CE 1992)

オーストラリア弁護士協会による各州及び各特別地域における外国弁護士受

入れ推奨指針。

骨子

1.外 国法律業務は各州弁護士会の規制を受ける。すなわち,各 州弁護士会

は法の業務への適用基準,認可(accreditation)期間,認可(accreditation)

の更新について決定権を有する。又,本 声明は各州の弁護士関係法令に違

反したり,各 州弁護士会の決定権を拘束する形で解釈されてはならない。

2.外 国弁護士はオーストラリア弁護士を雇用できない。

3。 ①外国法を取 り扱う認可(accredited)外国弁護士,② 外国法を取 り扱 う
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認可 (recognised)外 国 ロー ・ファーム,③ 地元弁護士 との協力

(collaboration)による包括的法律業務 (地元法と外国法)の 3形 態のう

ちの 1形 態による取扱い業務を地元弁護士会の許認可 (①accreditatiOn,

②recognition,③apprOval)のもとで認める。

外国法律業務 (原資格国法に関する法律業務)の 形態についての概要

1.認 可(accredited)外国弁護士 (州弁護士会に申請)

(a)以下の証明の提出が要求される。

・懲戒処分等を受けたり,懲 戒手続中でないこと

・良好に原資格国の資格を有すること (要求があれば)

(b)認可(accredited)外国弁護士は,認 可(recognised)外国ロー ・ファー

ムとして認可を受けていない外国ロー ・ファ…ムの名の下で業務を行っ

てはならない。  :

(c)原 資格国をレターヘッドに明示する必要がある。

2.認 可(recognised)外国ロー ・ファーム (州弁護士会に申請)

(a)以 下の証明の提出が要求される。

・すべてのパートナーが懲戒処分等を受けたり,懲 戒手続中でない

こと

・実質のある名声がその事務所名称に備わっており,パ ートナァが

専門性を有 していること

・すべてのパートナーの良好な資格の証明 (要求があれば)

・居住パートナーの少なくとも1人 はイコニル ・パートナーであり,

かつ,申 請前少なくとも2年 間は当該ロー ・ファームのパー トナ

ーであるか又はアソシエイ トであったこと

すべてのパートナーについて以下の内容の誓約書の提出が要求される。

・外国ロー ・ファームのすべての財源をその州で設立されている事

務所及び居住パー トナーが利用できること

・外国ロー ・ファームの活動に伴って生 じた財産上の義務に対 し連

帯して責任を負うこと

(b)認 可 (recognised)外国ロー ・ファームのパー トナーは個別に認可

(accredited)を受けた日から,外 国法律業務に従事できる。

(c)認 定に当たっては任意的に相互主義が考慮される。

(d)レ ターヘッドには,パ ートナーの居住,非 居住の別,原 資格国,海 外

支所,居 住パートナーがその州の資格を有 していない場合はその旨を明
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示する必要がある。

(e)自 国におけるロー ・ファーム名称は原則として使用できる。

3.地 元弁護士との協力(collaboration)によるインテグレーション (州弁

護士会に申請)

(a)認可(recognised)外国ロー ・ファー■と地元弁護士又は地元ロー ・フ

ァームは同一の名称の下で業務を行うことができ,報 酬を分配すること

ができる。

(b)国 内ロー ・ファームが認可(accredited)外国弁護士をパートナーとし

て受け入れることは1地 元弁護士が常に多数を占めていれば問題ないと

考える。

(注)国 内ロー 0フ ァーム…主としてオーストラリア法を取り扱うロ
ー ・フ

ァ ー ム

外国ロー ・ファーム…国内●-0フ ァーム以外のロ
ー ・ファーム
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香港の外国弁護士受入制度の現状 と動向
‐

I。 現 行の香港弁護士制度

=、 法律専門職

香港は英国の植民地である関係で、その法制、弁護士制度 も英国のそれらと

類似点が多 く、法律専門家もパ リスター (法廷弁護士、Barristor)とソリシ

タT(事 務弁護士、I Solicitor)の二種がある。しかしながら、訴訟代理権は

パ リスターの独占とされているが (但し、下級裁判所ではソリシターも代理で

きる)、 一般のリーガル ・サービスは、ィリシタ
ーであると表示 しない限り、

何人も業として取り扱うことが許されている。現在香港の人口は約 600万 人

で、パ リスターは約 400人 、ソリシターは約 2, 700人 いるといわれてい

る。従って、外国弁護士はパ リスターの職域とされる訴訟事件を直接取扱うこ

とはできず、またバ リスターを雇用したり、彼らと共同経営することも許され

ていない。今回の外国弁護士に関する法案でも、バリスターとの関係は改正の

対象とはされておらず、外国弁護士に関する改正案との関係で重要なのはソリ

シターのみである。

二、ソリシター資格の付与

香港においてソリシターの資格を取得するためには、以下の①～⑤のいずれ

かの要件を満たさなければならない。

① 香 港には二つのロー ・スクール(3年コース)が あるが (香港大学と

シティ・ポリテク■ック大学)、 このいずれかの大学で法学士 (LL

B)の 学位を取得 し、更に大学院レベルの 1年 間の実務教育コースを

修了してその証明書(Post Graduate Certificate in Laws,PCLL)を

取得 し、かつ 2年 間の実務修習を終了すること。

② 大 学で法学士以外の学位 (nOn―law degree)を取得 した者が、共通
1専
門職試験 (Common Professi6nal Exanination,CPE)といわれる試験

に合格後ti前記PCLLを取得 し、かつ 2年 間の実務修習を終了するこ

と。

③ 法 学士 (LLB)の 学位を取得した者が英国弁護士会 (ロー ・ソサ

イアティ)の 最終試験(Final Exanination)及び2年 間の実務修習を

終了すること。

④ 大 学で法学士以外の学位を取得 した者が、CPEに 合格 し、かつ弁

護士会 (ロー ・ソサイアティ)の 最終試験及び2年 間の実務修習を終
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了すること。

⑤ 英 国で弁護士の資格を取得すること。

これらの要件に加えて、弁護士の資格を取得するためには英連邦構成国家

(Commonwealth;オーストラリア、カナダ、インド、マレ
ニシァ、ニユアジ

ーランド、シンガポ‐ル等)の 国民であるか、又は7年以上香港に居住 して

いた者でなければならない。しかも、弁護士の資格を取得 しても、最初の2

年間は条件付業務許可証 (Conditional Practising Certificate)しかもら

えず、この間はロー ・フ,― ムに勤務することはできるが、独立して開業し

たり、共同経営者となることはできない。

2年 間の動務弁護士の経験を経て初めて無条件業務許可証(Unconditional

Practising Certificate)を取得で,き、かくて独立開業したり、共同経営者

となりうる一人前の弁護士となる。

三、現行の外国弁護士制度
・

現在の香港においては、外国弁護士を規制する特別な法律は存在せず、英国

の場合と同様、入国管理により非公式な方法で規制されている。すなわち、外

国弁護士が香港においてリ
ーガル ・コンサルタントとして自国法に関する業務

を行うためにビザを申請するには、弁護士会に誓約書(Undertaking)を提出し、

それにより香港法に関する業務を行わないことを誓約しなければならない。

外国のロー ・ファームが香港において事務所を開設しようとする場合も同旨

の誓約書を弁護士会に提出しなければならない。しかも、ロ
ー ・ファームの場

合には、本国において充分に確立した地位と高い評価を受けている事務所でな

ければならない。

英連邦構成国家の国民でない外国弁護士及び外国のロ
ー ・ファームは香港ソ

リシターと報酬を分配することはできず、かつ、香港ソリシタ
ーを雇用したり、

彼らと共同経営を営むことは勿論、香港ソリシタ
ー又は香港ロー ・ファームと

事務所を共同使用することも禁じられている。

四、現行制度の問題点

1.1970年 代の初めごろから外国弁護士及び外国ロ
ー ・フアームの数は増

え続け、現在約 160人 の外国弁護士と約 30の 外国ロ
ー ・フナームが香港

で活躍している。この増加傾向は今後も続くと思われているが、入国管理行

政を通じての非公式の規制では不適当又は不充分であると考えられ、何らか

の明文による法規制が望まれる。

2。 まず、外国の弁護士のうち英連邦構成国家とそれ以外の国の国民との間に
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差別的な扱いがされている。特に、英国以外の弁護士が香港ソリシターとな

る合理的なル… 卜が設けられていない。また、香港に永住権を有する外国の

弁護士は、ビザが不要のため入管規制は及ばず何らの規制もされていない。

更に、外国弁護士に対してなしうる規制も入国管理を通じての非公式な規制

のみであり、外国弁護士は弁護士会の統制には全く服きない状態にある等の

問題点がある。       |

Ⅱ.外 国弁護士からの改革への要望と政府 ・弁護士会の対応

前記のとおり、香港には 1970年 代の初めごろから外国のロー・ファ
ームが

進出していたが、香港は英国の植民地であり、英国の弁護士は、申請をなせば自

動的に資格が付与されるため、他の外国弁護士と比較して非常に有利な立場にあ

った。

また、現行法の下で外国弁護士ないし外国のロ
ー ・ファームが香港ソリシター

を雇用したり、又は彼らと共同経営を営むことは許されていないのに、英国のロ

ー ・ファームはそれが可能であり、特に、英国のロー ・ファ
ームと競争している

米国のロー ・ファ
ニムにとっては業務形態及び職務の範囲に大きなハンディとな

っている。

このような差別を不満とする米国のいくつかのロ
ー ・ファームは、 1988年

1月 、香港政府に対 し、①香港ソリシタァを雇用し、あるいは、彼らと共同経営

を営むことが許容されること、②相互主義の要件が満たされる場合には、外国弁

護士が香港において無試験で弁護士として活動することが認められるよう法改正

をすること、という内容の請願書を提出した。

香港政府は同年、外国弁護士の制度に関して新 しい提案を示し、

き弁護士会の意見を求めた。

次の二点につ

(1)現 行の入管と誓約書の方法による非公式な規制に代わる制度を検討す

る。

(2)外 国弁護士が香港ソリシタ
ーを雇用 し、これと共同経営を営むことを

許容すること。

弁護士会は(1)には賛成 したが、(2)には反対である旨総会決議により表明 した。

政府はこの弁護士会の意見を尊重 し、(2)の提案は撤回するとともに、 1990

年 7月 に次の新たな提案を行った。

(1)香 港ソリシタニと外国弁護士が共同経営は営まずに報酬を分配できる

関係を認めること。
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(2)外国弁護士が香港ソリシターの資格を取得することができる制度を導

入すること。

この基本方針に沿うて、弁護士会の委員会で検討のうえ、 1991年 10月 に、

外国弁護士と外国ロー ・ファームの規制案と外国弁護士の弁護士資格付与に関す

る案の新しい2つ の改正案がまとめられた。

Ⅲ.改 正案の概要

一、新制度の骨子

1。 すべての香港内の外国弁護士、外国口=・ ファーム、アソシエイション

(Association)、現地法取扱事務所は弁護士会に登録のうえ毎年更新しなけ

ればならないものとし、これにより弁護士会の監督下におく。    '

2.香 港における無登録外国弁護士の活動には制裁を加える。

3.す べての外国弁護士を香港弁護士会の懲戒制度の下におく。

4.香 港法は香港ソリシタTの みが取扱いうるものとし、外国弁護士による香

港ソリシターの雇用、彼らとの共同経営は禁止する。

5。 アソシエイション (Association)により香港のロ
ー ・ファームと外国のロ

ー ・ファームとが、独立性を保ちつち同一場所で事件の共同処理をなしうる

ようにする。

6。 外国弁護士にも香港ソリシタ
ーとなりうる道を開き、その弁護士資格の付

与の要件に関する差別的取扱いは廃止する。

二、外国弁護士と外国口… ・ファ
ームの規制案

1.登 録外国弁護士

香港において、法律事務を取扱うすべての外国弁護士は弁護士会に登録 し

なければならない。かかる登録外国弁護士は、本国法、国際法、第二国法に

関する法律事務を取扱うことができる。但し、自己が無能力の分野の法律事

務を取扱った場合には、弁護士倫理による制裁をうけうる。また、登録外国

弁護士は自らを香港ソリシタ
ーと称してはならず、外国弁護士又はフォ

ーリ

ン・リーガル ・コンサルタントと称さなければならない。

外国弁護士の登録がなされるためには、以下の要件を満たさなければなら

ない。

①自己の本国において弁護士の資格を有すること。

・
  ② 本国において良好な状態であること。

③弁護士会が適性と良き品性を有すると認めること。
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④弁護士会の監督に服し、その規制と弁護士倫理に従う旨の誓約書を提出

すること。

⑤香港ソリシターと同等の責任賠償保険に加入すること。

O香 港ソリシターに雇用されて本国法の事務を取扱うためには、その本国

で2年以上の職務経験を有していなければならなぃこと。

2.登 録外国 ロー ・フナ…ム

香港において、法律事務を取扱 う事務所を有する外国●― ・ファ_ム は、

弁護士会に登録 しなければならない。かかる登録外国ロー ・ファームは、本

国法、国際法、第二国法、すなわち香港法以外の法律事務を取扱 うことがで

きる (但し、無能力の分野を扱えば、弁護士倫理違反)。

外国ロー ・ファ=ム の登録がなされるためには、以下の要件が満たされな

ければならない。

①香港内に既に活動拠点を有するか、又は、登録後 2ヶ 月以内に設けるこ

と。

②そのフテーム又はメンバーは本国において資格を有する弁護士であるこ

と。

③そのファーム又はメンバーは本国において良好な状態であること。

④本国ロー ・ファームの名称で、法律事務を取扱う弁護士はすべて登録外

国弁護士でなければならない。

⑤それが外国口… ・ファームの支店である場合には、本国のロー ・ファー

ムの名称を使用しうるが、少なくとも1人 は、

(1)本国ロー ・ファームのパー トナーであり、

(1)そ のロー ・ファームに通常は2年 以上所属しており、かつ、

(1)5年 以上の職務経験を有 していなければならない。

⑥それが、支店でなく独立 した外国ロー ・ファー^で ある場合には、名称

はパー トナーの名前又は単独の事業主の名前を使用しなければならない。

(1)少 なくとも香港で法律事務を取扱 うパートナーの内の1人 は5年 以

上の職務経験を有 し、

(1)良 い評判を得ていなければならず、良い評判と適性を証明する本国

又は香港の法曹関係者の2人 の推薦状を提出しなければならず、かつ、

(1)共 同経営の場合には、他のパー トナーたる登録外国弁護士は3年 以

上の職務経験を有 しなければならない。

3.ア ソシエイション(Association)の登録
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香港ロー ・ファームと外国ロ
ー ・ファームとがアソシエイションする場合

には、弁護士会に登録しなければならず、そのためには以下の要件が満たさ

れなければならない。

① ア ツシエイションをしようとする外国口‐
・フアームは、香港に事務

所を有 し、登録外国ロー ・フア
ームの要件を満たさなければならない。

② ア ソジエイションの関係を有する香港と外国のロ
ー ・ファ=ム は、い

ずれも弁護士会に誓約書を提出して、個々の弁護士が法規の遵守に責任

を負う旨誓約しなければならない。

③ 外 国ロー・ファームは弁護士会の特別の許可をえなければ、二つ以上ア

　
　

フ ァームとアツシエイションの関係をもつことはできなの香港のロー ・

い 。

④ 登 録外国口T・ フア
~ム
●香港法を取扱ってはならない。

⑤ 登 録アソシエ
ーシヨン全体として、香港ツリシタ

ニに対する外国弁護

士の数は1:1の 割合を越えてはならない。

登録されたアソシエイションの下では、香港ロ
ー ・ファームと外国●

二 ・フテームの運営は以下のとおり行われる。

(1)報酬を分配できる (share fees)

(1)施 設を共同できる (share premises)

(1)行 政 ・経営 ・
一般事務管理 (adminiStrative management and

general legal support)及び調査サ
ービス(research services)を

共通にできる。

(I)香港ロー・ファ
ームのみが香港法を取扱いうる。

(7)ア ソシエイシヨンの当事者たるすべてのファ
ームの名称は事務所に

明示されなければならない。

4.現 地法取扱事務所への変更

外国●一 ・ファームは
一定の条件の下そ登録することにより、外国

ロー ・

ファームの名称の下で香港法を取扱いうる事務所に変更することができる。

この場合には、香港法を含むすべての外国弁護士の取扱いうる法に関する事

務を行うことができる。

① す べてのパートナ
ーが香港ソリシターとして無条件業務許可証を有 し

ていること。

② 香 港ソリシター (パ
ー トナー、被雇用)に 対する登録外国弁護士 (パ

ートナー、被雇用)の 数は、 1:1の 割合をこえることはできない。
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③ そ のロー ・ファームは、かかる申請の直前 3年 間以上登録外国ロー・

ファームでなければならず、かつ香港において独自の資格で、又は登録

されたアソシェィションのメンバーとしてその間業務を行っていなけれ

ばならない。                1

④ 前 記①のパー トナーの少なくとも1人 は外国ロー 0フ ァームのパート

ナーでもなければならず、かつ現神ロ
ー ・ファームの単独の事業主とな

る資格を有するものでなければならない。  ｀

⑤ 香 港ソリシターとして無条件業務許可証を有する者の 1人 は、申請外

国ロー ・ファームの香港又はそれ以外の場所において、登録申請直前の

5年 のうち3年 以上法律事務を取扱っていなければならない。

⑥ 弁 護士会は適当と判断する場合には、上記④、⑤及び⑥の条件を免除

することができる。

5.雇 用 ・共同経営

外国ロー ・ファームは香港ソリシターを雇用してはならず、また香港ソリ

シターと共同経営を営んではならない。香港ロー ・ファームは登録外国弁護

士を雇用することができる。なお、外国の弁護士であっても、香港で登録さ

れない以上、香港では弁護士ではない。これらの弁護士を トレイニーとして

雇用することは、香港 ・外国ロー ・ファームのいずれも可能である。もっと

も、香港には弁護± 1人 に対し、 8人 以上の非弁護士たる者を雇用してはな

らないとの制約があるので、かかる規制には服さなければならなぃ。

三、外国弁護士への弁護士資格付与に関する案

1.外 国弁護士へのソリシター資格の付与

前記の如く、登録外国口‐ ・ファ…ムの現地法取扱事務所への変更の条件

として、そのすべてのパー トナーが香港ソリシターの資格を有していなけれ

ばならないことになったのに対応するためと、英国と他の国の弁護士との差

別をなくするため、改正案は英国以外の外国弁護士が香港ソリシターとなる

道を開いた。

2.居 住要件

しかしながら、このような外国弁護士には以下のような居住要件が設けら

れており、英語を母国語とする国の弁護士が香港を訪問して資格だけをとっ

て帰るということが困難なものとなっている。かかる外国弁護士は、

① 資 格を付与される直前の3ヶ 月以上香港に居住しているか、

② 資 格を付与された直後の 3ヶ 月以上香港に居住することを意図している
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か 、

③ 過 去において通常は7年 以上居住者であったか、又は、

④ 過 去7年間で毎年180日以上香港に滞在していたか、

のいずれかの要件を満たす者でなければならない。

3.外 国弁護士の区別

改正案の下では、英国の弁護士や英連邦構成国の弁護士を他の外国弁護士

と差別することはなくなり、コモン・ローに関する知識と経験によって判断

するものとされたため、コモン0ロ ー諸国の弁護士と非コモン・ロー諸国の

弁護士とを区別し、かつ経験年数によっても区別して要件等を定めている。

なお、資格取得後に与えられるのは条件付業務許可証であり、直ちに独立開

業したり共同経営ができるものではないも

4.コ モン・ロー諸国の弁護士

(1)五年未満の職務経験者

法学士 (LLB)の 学位、 1年 間の大学院レベルの法学教育及び2年 間

の実務修習 (この要件は場合により免除されうる)に 相当する経験を有し、

5年 未満の職務経験を有する者は以下の4科 目の試験 (Transfer Test)に

合格しなければならない。

(1)不動産法

(1)民事 ・刑事訴訟法

(1)商事 ・会社法

(ヤ)弁 護士倫理

(2)5年 以上の職務経験者

5年 以上の職務経験を有する者は、上記のうち(1)、(1)、(ヤ)の3科 目

の試験に合格すればよい。

5.非 コモンー ・ロー諸国の弁護士

(1)5年 未満の職務経験者

(1)ロ ー ・スクールにおける1年 間のコ
ース (又はこれと同等のコース)

で、契約法、不法行為法、財産法、刑法、衡平法、憲法及び行政法の科

目を履修する。

(1)香港のロー ・スク‐ルにおけるPCLLの 証明書を取得する。  1

(1)3年 を超えない実務経験。

(2)5年 以上の職務経験者

以下の科目の試験に合格すること。
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(1)不動産法        ‐

(1)民事 ,.nl事訴訟法

(1)商事 ・、会社法

(ヤ)弁 護士倫理

(7)コ モン・ロー全般 (口頭試験)

申請者が同等の試験を既に受けている場合には、申請により上記科目の

‐部又は全部が免除されることがありうる。

四、香港における仲裁

香港は英国の植民地であり、仲裁制度も類似の手続でなされている。

仲裁は私的な解決法であり、仲裁人は勿論、仲裁代理も私人が行うことがで

:きる。もっとも、最近においては、ほとんどの事件が弁護士により代理されて

いるとのことである。

なお、制度として誰でも代理できるということと、個々のケースで仲裁代理

人となった登録外国弁護士が弁護士倫理上問題 (能力のない分野の法律事務の

取扱い)に されうるということとは別問題である。

以  上
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夕L学 室」巨墨碁匡ヨα)夕 +巨 ヨジ■認磨」ヒ饗そノヽ 市1月電|こ ヨ31ナ ′6

共 同 経 営
‐
雇 用 " 可 否

米 国  〔FLC(フ ォーリン・リーガル0コンサルタント)ル
ール〕   .

州 名 E: - .3 - rN カ リ フ ォ ル ニ ア州 コ ロ ン ビ ア特 別 区

共同
経営

パートナーシップ契約の内容
がNY州 実体法及び弁護士倫

理規定並びに当該FLCの 原
資格国の法律に適合する限り
可能。可否を判断するに際し
ては,当 該国の弁護士の教育
的要件,職 業行為基準 ・綱紀
が考慮され,そ れらがNY州

4議吉乳甚:ち憲IPI,国マ
州弁護士会倫理委員会)

可能。1992年9月 14日施行の弁
護士行動規範において,外 国弁
護士は同規範にいうlawyerと定
義される。 (Ca州 弁護士会国
際法部会)

可能。 (DC弁 護士会倫理委員
会委員長)

雇 用 FLCが FLC諸 規則及び関
連する法律の認める範囲内で

業務を行う限り可能。
(同上)

可能。ただし,弁 護士行動規範
上の制約あり。例えば,FLC
はCa州 法を扱えないので,そ
の面で被雇用同州弁護士を指揮
監督できない。 (同上)

可能。ただし,DC職 業行為規

電ぁ重等髪タト警言|:罪ζ鳥裾

職務範囲を守ることが条件とな
る。 (DC控 訴裁判所非弁行為
に関する委員会委員長)

』量ittil告早繕111#會菫吉:i骨I;IT考」常首二lil:ili‡[鷲[lFF:柑「羹
同経営 ◆雇用は明示的に認められる。

カナダ

州 名 / t ) r , t . 2a . . JE rYV7 l t l オ  ン   タ   リ   オ   州

共同
経営

FLCは ローソサイエテイの完全資格の会員

ではないので,禁 止される。(Frank Hanano

同州弁護士)

禁止。

雇 用 肇協『18:こ爵tギとし島書響寵薄す
は雇用禁止。

コトコール (案)〔 現在カナダ弁護士連合会において

きない。」としている。
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EC諸 国

国 名 連 合 王 国 オ ラ ン ダ

Foreign Laryer Registered             ,
Foreign Lawyer

(ローソサイエティに登録
した外国弁護士)

共同
経営
ソリシタ■,バ リスタ
ーのいずれとの共同経
営も不可。

ソリシタ「との共同経営は
可能bバ リスターとの共同
経営は不可。

パートナーシップ
規則により,オ ラ
ンダ全国弁護士会
が認証した外国の
弁護士会の会員で
ある外国弁護士
は,オ ランダ弁護
士との共同経営は
可能。

プリュッセル弁護士会のB
り不卜に3年以上登録され
た外国弁護士は,同 弁護士
会会員と共同経営できる

」争書繁1璽鶯誉[:言詈
賛昔算皇塁基基貫高釜濾異
暑馨学詈F)｀
て'早様め審

雇 用 雇用されたソリシタす
は,ソ リシターが独占
する法律業務の遂行も
雇用主の顧客のための
法律事務の処理のいず
れも不可。雇用された
パリスターは,パ リス
ターとしての法律業務
ができない。

ソリシターとの共同経営者
が:共 同経営者のソリシタ
ーと共同して他のソリシタ
ーを雇用した場合に限り,
被雇用のソリシターは,ソ
リシターが独占する法律業
務の遂行も雇用主の顧客の
ための法律事務の処理のい
ずれも可能。雇用されたバ

リスターは,パ リスターと
しての法律業務ができな
t 。ヽ

可能。 ベルギ…弁護士の独立性を
害するとして不可。

国 名 ツイド フ ラ ン ス

Bengoshi
(連邦弁護士法第206条第2項 に
より,教 育と資格の点において同
法による弁護士に相当する職業に
従事する非EC加 盟国の国民であ
っても,相 互主義に基づいて,原
資格国法に関する法律事務を扱
うことができる。)

RechtSklndiger              l
(法律相談士法により,外 国法専門
家としての職業に必要な信頼性,人
格的適性及び十分な専門知識を備え
ている申請者に対して,地 方裁判所
又は区裁判所が許可を与える。許可
を受けた者の多くは外国弁護士であ
るが,必 ずしも外国弁護士に限らな
い。)

1992年1月 1日をもってコ
ンセイユ・ジュリディック
制度が廃止され,外 国弁護
士を外国弁護士の資格に基
づいて受け入れる制度がな
くなった。非EC加 盟国の
外国弁護士がアボカの資格
を取得するには,当 該国が
仏弁護士であるアボカに自
国の弁護士と同等の活動を,
認めることで相互主義あ要
件を満たす必要がある。ま
た,非 EC加 盟国出身め外
国弁護士で弁護士職適性証
書を有しない者がフランス
弁護士会に登録されるため
にはフランス法に関する知
識検定試験に合格する必要
がある。外国弁護士がアボ
カの資格を取得すれば仏弁
護士であるアポカと共同経
営をすることやアボカを雇
用することは可能になる。

共同
経営
現在,連 邦弁護士法の改正作業中
であり,法 改正がされれば,共 同
経営が明文で可能となる。

ハンブルクの裁判所においては,許
されるとされた例があるが,他 の裁
判所においては,許 されないとされ
た例がある。

雇 用 禁止されていない。 不可。

(備考)こ れまで連邦弁護士法第206条第2項 における相互主義を満たしている
国はない。日本弁護士は教育 ・資格の点は問題ないが,日 本の外弁法には5年の
職務経験要件等があり,相 互主義を満たしていないとされている。



オーストラリア ニ ュー0サ ウス・ウェルズ州

本星営
パートナーシップを結ぶことはできないが,口

…ソサイエティからの認可を受けて,外 国ローフ

たま金♂舞鵠1,電 態 こと耳ヒ■着:   5:義 雲illilき,報 酬を分配することもできる。 (インテグ|

はない。)〔 1988年ガイドライン〕           .

雇 用 不可。 〔同上〕

i書鼻肇i:資8'ii書を:奮:員I]`:|:1動

英連邦構成国家の国民でない外国弁護士及び外国ロ
ーフアームは, 香`港弁護士との共同経営は

不可。
共同
経営

雇 用 英連邦構成国家の国民でない外国弁護士及び外国ロ
ニファームは,香 港弁護士を雇用すること

は不可。  ・

:][li]うi:i:::::::lilil曾]


